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１．基本目標の概要と平成３０年度の主な取組み

基本目標１ 人権尊重と男女共同参画社会の実現に向けた基盤づくり

概 要

重点課題１-１ 男女共同参画社会づくりに向けた意識の醸成

市内で活動する女性団体から実行委員を募り「男女共同参画推進大会」を開催し、男女共同参画への理解が深まるよう努めた。

男女共同参画週間（6月 23日～29 日）に合わせて庁舎前で啓発活動を行い、新任課長による来庁者への啓発物の配付、のぼり旗を掲示するなどして市民

への周知を図った。

重点課題１－２ 男女共同参画を推進する教育・学習の充実

学校訪問や研修会等において、各学校の男女共同参画の意識が高まるよう指導し、「性で分けない名簿」を各学校で作成すると共に、男女平等に配慮した

学校運営について意識化を図った。

また、「乳幼児すこやか学級」の出前講座を１講座実施し、25％の男性（父親）の参加があった。

重点課題１－３ 男女の人権の尊重

成人式を利用して新成人へデート DVのパンフレットを配布し、若者に対しての啓発を行った。ＤＶ被害者の相談・支援体制としては、関係課が中心と

なって県の女性相談所や警察などの関係機関と連携し、相談体制の充実に努め、緊急時に対応できるよう備えた。

採用 10年目以下職員（未受講者含む）を対象とした、セクシュアル・ハラスメントを含むハラスメント研修を実施し、平成 30年度までに全職員の研修

が終了した。

国内において、男女共同参画社会の実現に向けた法律や制度は整備されつつあります。しかし、社会的性別（ジェンダー）に基づいた偏見や性別役割分

担意識など、多くの人権に関する問題が現在も依然として社会に根強く残っており、真の男女平等の達成には未だ多くの課題が山積しています。

そこで、①男女が性別に関わらず個人としてお互いの人権が尊重される『男女共同参画社会づくりに向けた意識の醸成』、②さまざまな啓発活動を行い、

学校、生涯学習等における男女平等教育の推進を図る『男女共同参画を推進する教育・学習の充実』、③女性に対する暴力の根絶や男女の生と性が尊重され

る環境づくりを進める『男女の人権の尊重』という３つの重点課題を設定し、各施策に取り組みます。
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基本目標２ 男女がともに個性と能力を発揮できる就業環境づくり

概 要

重点課題２－１ 雇用の分野における男女の均等な機会と待遇の確保

国及び県男女共同参画センターが開催する女性のチャレンジ講座・事業所向けセミナ―の案内や、雇用関係ポスターの掲示・チラシを配布し、周知に努

めた。

重点課題２－２ 農業・商工業など自営業における男女共同参画の確立

関係課が、女性就業者の経営管理能力向上に関するセミナーや交流会等の情報提供を行い、積極的な参加を促した。また、農業技術・経営管理能力の向

上を目的とした講習会や意見交換会への参加を支援した。

家族内の女性の地位向上や役割分担、就業条件を明確に確認していくための、家族経営協定締結を推進し、新たに 11件を締結した。

重点課題２－３ 仕事と生活の調和の推進

育児や介護に関する経済的支援やサービスの充実を図るため、ファミリーサポートセンター事業や放課後児童クラブ事業、一時預かり事業など、女性が

働きやすい環境作りの支援を行った。

在宅介護者に対して、在宅介護手当てや介護用品の支給を行い、身体的・精神的・経済的負担の軽減に努めた。

母子健康手帳交付時に、生活状況に関するアンケート調査を行い、必要に応じて相談へ繋いだ。また、妊婦・乳児の一般健康診査助成券や新生児聴覚検

査助成券等を交付し、母と子の健康管理に努め、経済的支援を図った。

男女がともに、個人の価値観やライフスタイルに応じた就業形態を主体的に選択でき、どのような選択をしても性別に関わらず、公平に対応されるため

には、雇用形態や職場環境改善、事業主や労働者の意識改革の促進が重要です。

男女一人ひとりの生き方や考え方が多様化するなかで、従来からの「男性は仕事、女性は家庭」という固定的性別分担意識や働き方を見直し、男女が相

互に協力し合う関係を築くことが大切です。

そこで、①市内事業所における男女雇用機会均等法の履行に向け、その周知・徹底を図り、男女間の格差解消に向けて事業主への理解を目的とする『雇

用の分野における男女の均等な機会と待遇の確保』、②農業・商工業の自営業において、女性が果たしている役割が正しく評価され、男女が家庭や地域で対

等なパートナーとしてともに参画できる『農業・商工業など自営業における男女共同参画の確立』、③男女がともに仕事と家庭生活を両立しやすい社会を目

指す『仕事と生活の調和の推進』という３つの重点課題を設定し、各施策に取り組みます。
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基本目標３ 誰もが安心して暮らせる環境づくり

概 要

重点課題３－１ 高齢者・障がい者が安心して暮らせる環境づくり

一般就労を希望する障がい者が、身近な地域で安心した生活をするために、関係機関と連携し相談支援体制及び雇用の確保に努めた。

生きがい学級において、1小学校 4学年との世代間交流を実施した。

高齢者・障がい者・子どもなどの安全な歩行を確保するため、バリアフリー整備事業として側溝改良・蓋設置等（48 箇所）、路面等段差解消・道路改良等

工事（75 箇所）を施工し、安全な歩行環境の推進に努めた。また、道路改良工事や市道補修等も行った。

重点課題３－２ 様々な生活困難を抱える人に対する支援

人権・行政・なやみごと相談を毎月実施し、様々な問題を抱える方への相談・支援を行い、人権擁護委員・行政相談委員へ 45件の相談があった。

小林市生活自立相談支援センターを設置し、生活困窮者の社会的・経済的自立への支援を行い、62 件の相談があった。また、小林市生活困窮者自立支援ネ

ットワーク会議等を開催し関係部署での連携強化を図った。

生活保護受給者等就労自立促進事業により、本年度延べ 26 名の生活保護受給者に対して関係部署が就労支援を行い、13 名が就労または増収を果たした。

うち 3名が生活保護廃止となり、自立することができた。

本市でも少子高齢化は大きな社会問題の一つであり、さらに家族形態の多様化、家族関係・近隣関係の希薄化など、市民のライフスタイルも以前と比べ

大きく異なってきているのが現代の社会状況です。そうした中、高齢社会に対応した環境整備を進めることは緊急の課題であり、介護保険制度の運用を図

りながら、介護の負担がとりわけ女性に集中することなく充実した高齢期を送れるための、介護サービス基盤の整備が必要とされています。特に、高齢者

や障がいのある単身の男女が、健康面や経済面などの問題によって、住みなれた地域での生活が困難な状況におかれている場合には、適切な支援が必要と

なります。

そこで、①性別や年齢、障がいの有無に関わらず、市民が相互に人権を尊重し合いながら安心して生活できるための『高齢者・障がい者が安心して暮ら

せる環境づくり』、②多様化する家族形態や近年の厳しい雇用情勢等により、様々な生活上の困難に直面している人々を支援し、個人の置かれた状況に配

慮する『様々な生活困難を抱える人に対する支援』という２つの重点課題を設定し、各施策に取り組みます。
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基本目標４ あらゆる分野への社会参画の推進

概 要

重点課題４－１ 政策・方針決定過程への女性の参画推進

平成 31年 4 月 1 日現在の「審議会等における女性委員」の参画率は 24.3％であり、前年の 26.0％より 1.7％減少している。第２次小林市男女共同参画基

本計画（平成 25年度～34 年度の 10 カ年間）の平成 34 年度末の目標値 40.0％の達成に向けて、今後も小林市男女共同参画行政推進会議での協議や各課への

周知を行い、一人でも多くの女性委員の登用に努めていく。

また、市職員における女性の登用率（平成 31 年 4 月 1 日現在）については、課長級（部長級を含む。）が 12.5％、係長級（主幹級）が 34.4％、一般職 49.2％

となり、課長級（部長級を含む。）と一般職では増加した。職員総数の女性の割合についても増加している。

市民活動支援センターで団体登録を行い、各種問い合わせや団体の紹介等を行った。また、団体支援業務としてスキルアップ講座（２回）、水辺の環境学習

支援（３回）を開催し団体間のネットワーク構築の推進を図った。

重点課題４－２ まちづくりにおける男女共同参画の推進

女性の力を活かした観光分野での活動を推進するための人材育成として、観光協会と連携しコスモスレディー等と各種イベントへ積極的に参加しネットワ

ークの構築を図った。

学校訪問や国際交流事業以外に、生きがい学級等の講座に参加するなど、幅広い世代への国際理解活動を行った。

市内の在住外国人の男女比率は、おおよそ 1：5であり女性の割合が高く、在留資格は技能実習生が多い。

「協働のまちづくり」では、新たに三松中校区・東方中校区に協議会を設立した。地域支援員は 1地区（永久津中校区）で 15 名を委嘱し、協議会設立に向

け取り組みを進めている。（うち女性は 4名）。今後も役員又は各部会員に女性の参画を促すように努めていく。

世界の男女共同参画の現状をみると、他国に比べて日本は女性の政策・方針決定過程への参画などが非常に遅れています。本市においても、意思決定を

行う様々な場面で女性の参画が不十分なため、女性の視点や意見などを十分に政策等に生かされていないのが現状です。政治・職場・地域社会といったあ

らゆる場面において、女性が進出し、参画が拡大するためには、女性のエンパワーメントを促進することが重要であり、意思決定過程に参画できる人材を

育成するなど、その能力を十分に発揮することのできる環境づくりを進めることが重要です。

また、男女共同参画を実現するためには、市民や企業と連携・協働し、男女共同参画を推進していくことも必要となります。

そこで、①あらゆる分野での政策・方針決定過程への女性の参画促進を図るため『政策・方針決定過程への女性参画の推進』、②家庭や地域社会におい

て男女共同参画を進め、男女がともに職業生活と家庭生活、地域生活を両立できるよう『まちづくりにおける男女共同参画の推進』、③台風や地震など、

様々な災害時における避難場所の運営や生活用品等の支給について、男女のニーズを生かすための『防災分野における男女共同参画の推進』という３つの

重点課題を設定し、各施策に取り組みます。
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重点課題４－３ 防災分野における男女共同参画の推進

市民防災リーダー養成講座を引き続き開催し、受講者 102 名のうち 37 名が女性で、新たに市民防災リーダーとして認定された。女性消防団員数について

は女性消防団員による話し合いや勉強会の機会を増やした他、消防防災フェスタ等でのＰＲ効果もあり、新規入団者の確保に繋がったが、退団者もいたた

め増員には至らなかった。今後も女性消防団員の加入促進及び活性化を図る。

２．計画の推進

概 要

重点課題５－１ 計画の推進体制

計画の全庁的な取組みを推進し、関係課との連絡調整や提言に対する検討を行うため、小林市男女共同参画行政推進会議・小林市男女共同参画審議会を

開催し、取組み状況について検討・協議を行った他、「第 2次小林市男女共同参画基本計画改訂版」を策定した。

また、県や県男女共同参画センター及び県内市町村との連携を図るため、九市主管課長・担当者会議や県内市町村男女共同参画行政担当者の研修会等に

参加し意見交換を行った。

３．計画の進行管理

第２次小林市男女共同参画基本計画に基づく施策の推進状況に係る報告書を作成し公表します。

計画の実効性を高めるために、横断的な推進体制の充実・強化が不可欠であり、総合的体制づくりが必要となります。また、男女共同参画は行政のあら

ゆる分野において実行していく必要があるため、総合的かつ客観的な推進状況の管理と評価を実施していきます。

そこで、①『計画の推進体制』、②『計画の進行管理』という２つの重点課題を設定し、各施策に取り組みます。

－5－



－6－



２ 平成３０年度 事業実績

基本目標１ 人権尊重と男女共同参画社会の実現に向けた基盤づくり

－7－



重点課題１－１　男女共同参画社会づくりに向けた意識の醸成

施策の方向１）　人権尊重・男女共同参画に関する広報・啓発の推進　〔24頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

　男女共同参画の目指す姿や制度の内容に関す
る理解を促進できるよう、ホームページや広報
誌における掲載内容を分かりやすくするととも
に、掲載内容の中身の充実に努めた。

　男女共同参画ページの掲載項目を整理
し、より分かりやすく見やすいものにし
た。

－

　男女共同参画の目指す姿や制度の内容に
関する理解を促進できるよう、ホームペー
ジや広報誌における掲載内容を分かりやす
くするとともに、掲載内容の中身の充実に
努める。

－

【男女共同参画推進大会】
○期日　平成３１年2月２４日（日）
○場所　小林市文化会館　小ホール
○内容　講演会、アンケート報告
○講師　樋口　恵子氏（高齢社会をよくする女
性の会理事長）
〇演題：「 これからの女性と男性のより良い関
係 」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○参加人数　１７８人　
　市内で活動する女性団体から実行委員を募
り、男女共同参画推進のための講演会等を実施
し意識改革に努めた。

　ポスター、チラシなどで周知を図った
が、参加者が少なかった。

701,978

【男女共同参画推進大会】
○期日　令和元年１１月１０日（日）
○場所　小林市文化会館
○内容　講演会
　男女共同参画の推進を図るための講演会
を行う。

811,000

【人権啓発講演会】
　かがやく「命」講演会
○平成３０年７月１２日（木）
　　栗須小学校ＰＴＡ、輝けフロンティアのじ
り共同開催　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○場所　栗須小学校　体育館　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○内容　講演会
〇講師　浦田　理恵 さん（2012ﾛﾝﾄﾞﾝﾊﾟﾗﾘﾝ
ﾋﾟｯｸｺﾞｰﾙﾎﾞｰﾙ 金ﾒﾀﾞﾘｽﾄ）
〇演題　「夢への挑戦」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○参加人数　２１６人

【人権啓発映画祭】
　「こころとこころがつながれば・・・・」
○平成３１年２月１０日（日）
○場所　小林市文化会館　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○内容　映画祭　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○題名　「あん」
○参加人数　２９５人

　栗須小学校ＰＴＡ、輝けフロンティア
のじりとの共同開催により、集客を図る
ことが出来た。

470,726

人権啓発講演会
「こころとこころがつながれば・・・」
○期日　令和２年2月１６日（日）
○場所　小林市文化会館
○内容　講演会
　講演会等を行い、人権意識の高揚に努め
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

500,000

　「男女共同参画週間（６月）」に啓発活動と
して、のぼりの掲示、新任課長による来庁者へ
の啓発物の配布を行った。

　市民へ向けて、男女共同参画週間を周
知するきっかけになった。

－
　「男女共同参画週間（６月）」に啓発活
動として、のぼりの掲示、課長による来庁
者への啓発物の配布を行う。

－

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

1

①
男女共同
参画を推
進する啓
発活動の
促進

●ホームページや広
報紙等をよりわかり
やすく内容を充実す
ることによる男女共
同参画の目指す姿や
制度の内容に関する
理解の促進

●若い世代や男性を
対象とした広報・啓
発活動の充実

●男女共同参画づく
りについての理解を
深めるための講演
会、講座などの情報
提供と学習機会の拡
大

●男女共同参画月間
（６月）や仕事と家
庭を考える月間（10
月）における様々な
啓発事業の重点的実
施

●男女共同参画週間
（6/23～6/29）の
周知と同期間中にお
けるのぼりの掲出や
パネルの展示

①
男女共同
参画を推
進する啓
発活動の
促進

1..男女共同参画社会
の実現に向けた市民
の意識の醸成を図る
ため、広報誌や市の
ホームぺージ等をよ
りわかりやすく内容
を充実することで、
男女共同参画の目指
す姿や制度の内容に
関する理解の促進に
取り組みます。

2.若い世代や男性を
対象とした広報・啓
発活動の充実に努め
ます。

3.男女共同参画づく
りについての理解を
深めるための講座や
研修会を実施し、市
民の意識啓発を促進
します。

4.男女共同参画月間
（６月）や仕事と家
庭を考える月間（10
月）では、様々な啓
発事業を重点的に行
います。

5.男女共同参画週間
（6/23～6/29）の
周知に努め、その期
間にはのぼりの掲出
やパネル展示などを
実施します。

市民課

－8－



実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

【男女共同参画推進大会】
○期日　平成３１年2月２４日（日）
○場所　小林市文化会館　小ホール
○内容　講演会、アンケート報告
○講師　樋口　恵子氏（高齢社会をよくする女
性の会理事長）
〇演題：「 これからの女性と男性のより良い関
係 」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○参加人数　１７８人　
　市内で活動する女性団体から実行委員を募
り、男女共同参画推進のための講演会等を実施
し意識改革に努めた。

　ポスター、チラシなどで周知を図った
が、参加者が少なかった。

701,978

【男女共同参画推進大会】
○期日　令和元年１１月１０日（日）
○場所　小林市文化会館
○内容　講演会
○講師　羽林　由鶴氏（心理カウンセ
ラー）
〇演題：「 これからも輝ける大人、そして
子供たち　～みんなが幸せに生きるために
～ 」

811,000

　ホームページや広報誌を活用して、市や県男
女共同参画センターが主催する講座等の情報提
供に努めた。

　男女共同参画に関するリーフレットや
講座情報誌を各庁舎に掲示した。

－

　ホームページや広報誌をうまく活用し
て、市や県男女共同参画センターが主催す
る講座等の実施に係る情報の提供に努め
る。

－

　「男女共同参画推進大会」の実行委員会にお
いて、県男女共同参画センター職員を講師に招
いて講話をいただいた。

　男女共同参画の必要性を説明していた
だき、実行委員の積極性が図られた。

－
　県男女共同参画センターより講師を招い
ての講座を計画中。　　　　　　

－

3

③
男女共同
参画に関
する調査
研究の実
施

●市が主催する講演
会や事業などの機会
を通じた市民の男女
共同参画意識に関す
る各種調査や研究の
推進

●男女共同参画社会
の形成に関する各種
調査・研究と情報の
提供

　第２次小林市男女共同参画基本計画改訂版の
策定に伴い、意識調査を実施。
　〇月日　平成30年6月8日～6月25日　
　〇対象　20才以上2,000人
　〇結果　626件（回収率31.3％）

　市民の意識や実態調査の現状把握と、
施策や目標値設定の基礎資料として活用
した。

231,481

③
男女共同
参画に関
する調査
研究の実
施

9.市が主催する講演会
や事業などの機会を通
じて、市民の男女共同
参画意識に関する各種
調査、研究を行うこと
を推進します。

10.男女共同参画社会
の形成に関する各種調
査、研究に取り組み、
情報を提供していきま
す。

　講演会や講座等の開催に合わせて、参加
者へのアンケート調査を実施する。

ー  
市民課
全課

4

④
市職員の
男女共同
参画に関
する理解
の促進

●市役所職員の男女
共同参画の視点を養
うことを目的とした
男女共同参画に対す
る理解を深めるため
の研修の実施や学習
機会の提供等

【男女共同参画推進大会】
○期日　平成３１年2月２４日（日）
○場所　小林市文化会館　小ホール
○内容　講演会、アンケート報告
○講師　樋口　恵子氏（高齢社会をよくする女
性の会理事長）
〇演題：「 これからの女性と男性のより良い関
係 」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○参加人数　１７８人　
　市内で活動する女性団体から実行委員を募
り、男女共同参画推進のための講演会等を実施
し意識改革に努めた。

　ポスター、チラシなどで周知を図った
が、参加者が少なかった。

701,978

④
市職員の
男女共同
参画に関
する理解
の促進

11.市職員が男女共
同参画の視点を養う
ことができるよう、
男女共同参画に対す
る理解を深めるため
の研修の実施や学習
機会の提供等に取り
組みます。

【男女共同参画推進大会】
○期日　令和元年１１月１０日（日）
○場所　小林市文化会館
○内容　講演会
　男女共同参画の推進を図るための講演会
を行う。

811,000 市民課

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

2

②
男女共同
参画に関
する学習
機会の提
供

●男女共同参画社会
づくりに向けた理解
を深めるための講座
や研修会の実施と市
民の意識啓発の促進

●各種情報誌や市の
ホームページなどあ
らゆる媒体を通じた
市や県男女共同参画
センターが主催する
講座・講演会実施の
情報の提供

●講師派遣事業の活
用による市民の男女
共同参画への理解を
促進する場の創出

②
男女共同
参画に関
する学習
機会の提
供

6.男女共同参画社会
づくりについての理
解を深めるための講
演会、講座などの情
報提供を行い、学習
機会の拡大を図りま
す。

7.各種情報誌や市の
ホームページなど、
あらゆる媒体を通じ
て、市や県男女共同
参画センターが主催
する講座・講演会実
施の情報を提供しま
す。

8.講師派遣事業を活
用し、市民の男女共
同参画への理解を促
進する場の創出に努
めます。

市民課

－9－



施策の方向２)　男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し　〔25頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

5

①
制度や慣
行につい
ての見直
しを促進
するため
の学習機
会と情報
の提供

●男女共同参画意識
の啓発を図ることを
目的とした家庭や地
域、職場などそれぞ
れの生活場面ごとに
見直すべき社会慣行
例の情報の発信

●固定的な性別役割
分担意識の解消を図
るための啓発・広報
活動の実施

　講演会やホームページ、広報誌を活用し、家
庭や地域、職場における固定的な性別役割分担
意識の解消を図るための広報活動に努めた。

　ホームページや広報を活用し、性別役
割分担の解消を図るための広報活動を
行ったが、実情としてはなかなか難し
い。今後も、継続して広報活動を行って
いく。　　　

－

①
制度や慣
行につい
ての見直
しを促進
するため
の学習機
会と情報
の提供

12.男女共同参画意
識の啓発を図るため
に、家庭や地域、職
場など、それぞれの
生活場面ごとに見直
すべき社会慣行例の
情報を発信します。

13.固定的な性別役
割分担意識の解消が
図られるよう、広く
啓発・広報活動を行
います。

　ホームページや広報誌を活用し、家庭や
地域、職場における固定的な性別役割分担
意識の解消を図るための広報活動に努め
る。

－ 市民課

6

②
職場・家
庭・地域
における
ジェン
ダーに敏
感な視点
に立った
慣行の見
直し

●家庭、職場におい
ての役割分担意識の
見直しを促進するた
めの講座や広報紙に
よる啓発の推進

　講演会やホームページ、広報誌を活用し、家
庭や地域、職場における固定的な性別役割分担
意識の解消を図るための広報活動に努めた。

　ホームページや広報を活用し、性別役
割分担の解消を図るための広報活動を
行ったが、実情としてはなかなか難し
い。今後も、継続して広報活動を行って
いく。　　　

－

②
職場・家
庭・地域
における
ジェン
ダーに敏
感な視点
に立った
慣行の見
直し

14.家庭、職場にお
いての役割分担意識
の見直しを促進する
ために、講座や広報
紙による啓発を推進
します。

　ホームページや広報誌を活用し、家庭や
地域、職場における固定的な性別役割分担
意識の解消を図るための広報活動に努め
る。

－ 市民課

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

－10－



　　施策の方向３）　家庭・学校・地域における男女共同参画への理解の促進施策の方向３）　家庭・学校・地域における男女共同参画への理解の促進　〔26頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

7

①
家庭教育
における
理解の促
進

●各種講座やセミ
ナーなどの学習機
会、広報紙や市の
ホーページなど様々
な媒体の活用を通じ
た男女共同参画につ
いての情報の発信に
よる家庭教育におけ
る理解の促進

　各種講座を計画運用する際に、受講生の性差
関係なく幅広く関心を持っていただき、取り組
んでいただけるよう学習機会の提供に努めた。
　役員に男性がなられた学級があった。

　男女が偏らない講座やセミナーの開催
ができたが、仕事などの都合により、参
加者は女性の方が多い。

－

①
家庭教育
における
理解の促
進

15.家庭教育における
理解を促進するため
に、各種講座やセミ
ナーなどの学習機会
や、広報紙や市のホー
ページなど様々な媒体
を活用して、男女共同
参画についての情報を
発信します。

　ひきつづき父親も参加しやすい環境づく
りに務める。

－ 社会教育課

8

②
学校教育
における
理解の促
進

●様々な学習機会を
通じた男女が互いの
人権を尊重する教育
の推進

　道徳の時間や学級活動、及び「西諸みんなで
人権を考える取組」等、様々な教育活動を通
じ、男女が互いに尊重する態度の育成を目指
し、人権教育を推進した。

　授業を通し、児童生徒や教職員が人権
について考える機会となった。また「西
諸みんなで人権を考える取組」により、
保護者も子どもも共に人権について考え
る機会となった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
時間の経過とともに意識の形骸化となら
ないように、人権教育の重要性について
伝えていく必要がある。

－

②
学校教育
における
理解の促
進

16.男女が互いの人
権を尊重する教育
を、様々な学習機会
を通じ推進します。

　人権教育担当者研修会において、市の取
組について伝えるとともに、充実した研修
会を実施することで、各学校において男女
が互いに人権を尊重する教育を推進し、さ
らに理解を促進する。

－ 学校教育課

　実績なし。 -

　ホームページや広報誌における掲載内容
を検討し、自治会や地域イベントなどの地
域活動に男女が協働して参加することが促
進されるための情報の掲載に努める。

－ 企画政策課

　地域イベントへ女性団体から参加をいただい
た。

　地域イベントへの女性団体の参加が促
進されている。

－
　女性団体へ地域イベントへの参加を働き
かける。

－ 商工観光課

【男女共同参画推進大会】
○期日　平成３１年2月２４日（日）
○場所　小林市文化会館　小ホール
○内容　講演会、アンケート報告
○講師　樋口　恵子氏（高齢社会をよくする女
性の会理事長）
〇演題：「 これからの女性と男性のより良い関
係 」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○参加人数　１７８人　
　市内で活動する女性団体から実行委員を募
り、男女共同参画推進のための講演会等を実施
し意識改革に努めた。

　ポスター、チラシなどで周知を図った
が、参加者が少なかった。

701,978

【男女共同参画推進大会】
○期日　令和元年１１月１０日（日）
○場所　小林市文化会館
○内容　講演会
　男女共同参画の推進を図るための講演会
を行う。

811,000 市民課

　事業主、各種リーダー、指導者に対して、男
女共同参画社会に関する研修等の情報提供を
ホームページ、市広報等に掲載し周知を図っ
た。

　各種分野におけるセミナーの周知を図
り、セミナー受講へ繋げる事によって、
職場改善が期待される。

－
　事業主、各種リーダー、指導者に対し
て、男女共同参画社会に関する研修等の情
報提供を行う。

－ 商工観光課

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

9

③
地域にお
ける理解
の促進

●自治会や地域イベ
ントなどの地域活動
に、男女が協働して
参加することが促進
されるための情報提
供や啓発活動の推進

③
地域にお
ける理解
の促進

17.自治会や地域イ
ベントなどの地域活
動に、男女が協働し
て参加することが促
進されるよう、情報
提供や啓発活動を推
進します。

10
④
人材の育
成

●男女共同参画を推
進するための事業主
や各種リーダーを対
象とした研修の実施
と様々な分野におい
て男女共同参画を推
進するリーダー役を
養成する講座の開催

④
人材の育
成

18.男女共同参画を
推進するために、事
業主や各種リーダー
への研修などを実施
するとともに、様々
な分野において男女
共同参画を推進する
リーダー役を養成す
る講座を開催しま
す。

－11－



重点課題１－２　男女共同参画を推進する教育・学習の充実

　　施策の方向１)　男女平等を推進する教育・学習の充実　〔29頁〕施策の方向１)　男女平等を推進する教育・学習の充実　〔29頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

11

①
男女平等
の視点に
立った学
校教育の
推進

●各学校における全
ての教育活動を通じ
た基本的人権に関す
る教育の積極的な推
進

●男女平等に配慮し
た学校運営の推進

●男女平等の視点に
立った指導方法や運
営体制についての情
報収集

　学校訪問や研修会等において、各学校の男女
共同参画の意識が高まるよう指導した。また、
「性で分けない名簿」を各学校で作成するとと
もに、男女平等に配慮した学校運営をさらに推
進するよう指導した。

　全学校で男女混合名簿を作成し運用し
ている。また、今後も、教職員を含め男
女の固定化された意識を見直し、男女平
等の視点に立った学校運営を推進してい
く必要がある。

－

①
男女平等
の視点に
立った学
校教育の
推進

1.各学校における全て
の教育活動を通して、
基本的人権に関する教
育を積極的に推進しま
す。

2.男女平等に配慮した
学校運営を推進しま
す。

3..男女平等の視点に
立った指導方法や運営
体制について、情報収
集を行います。

　学校訪問や研修会の機会を活かし、各学
校が男女平等の視点に立った学校運営に取
り組むよう指導する。

－ 学校教育課

12

②
男女共同
参画の視
点に立っ
た社会教
育の推進

●固定的な役割分担
意識にとらわれない
社会性を持つことが
できるための様々な
機会における男女平
等に配慮した教育の
推進

　平日ではなく、日曜日等の行事を計画し、父
親の参加を促した。

　例年父親の参加が少なく苦慮している
が、その中でもわずかながら男性の参加
は増えてきている。
　また、子どもと父親が一緒に物づくり
をした。

666,000

②
男女共同
参画の視
点に立っ
た社会教
育の推進

4.固定的な役割分担
意識にとらわれない
社会性を持つことが
できるよう、様々な
機会において男女平
等に配慮した教育を
推進します。

　学校と連携し、家庭教育学級に父親の積
極的な参加を促し、啓発する。

629,000 社会教育課

　「わが家の夢（自分の夢）」を題材とした作
文を募集した。今年度は２，１７５通の応募が
あった。

　児童・生徒の家庭における夢への思い
を再認識するきっかけづくりになった。

－
　令和元年度も家族の作文を実施し、父
親、母親、子どもなど家族の一員であるこ
とを考えさせたい。

－ 社会教育課

　家庭教育運営委員会内で家庭教育サポートプ
ログラムの演習を実施した。

　母親のみならず父親にとっても、より
よい子どもへの接し方につながってい
る。

－ 　さらなる父親の積極的参加を促す。 － 社会教育課

　「乳幼児すこやか学級」の出前講座を実施し
た。

　開催した１講座は２５％の男性（父
親）の参加があった。

0 　さらなる父親の積極的参加を促す。 30,000 社会教育課

　しあわせ学園では広報や口コミで周知を図っ
た。

　新規受講生や男性の参加を促した。 32,760
　男性の参加があるので、さらにPR活動を
進めたい。

29,200 社会教育課

　各種健康診査、健康教育講座開催時に、男女
共同参画社会づくりの視点をもって取組みを
行った。
　出産前にパパママ教室を年8回開催した。72
名の参加があり、父親の参加は29名であった。

　男性が参加がしやすい環境を整える。
－

　各種健康診査、健康教育講座開催時に、
男女共同参画社会づくりの視点をもって取
組みを行う。
　出産前にパパママ教室を年12回開催す
る。

－ 健康推進課

　小中学校社会科担当者及び人権教育担当者研
修会を実施し、教職員の人権教育に関する授業
力向上と意識の啓発を図った。

　研修会を活かし、人権担当者以外の職
員の意識の高揚を図る必要がある。

－

　男女平等に関する発達の段階に応じた生
徒指導を全体的に推し進められるよう、引
き続き研修会の充実を図るとともに、研修
会への積極的な参加を継続して指導する。

－ 学校教育課

　社会教育関係者の男女共同参画に関する理解
を促進した。

　研修等を利用し、理解の促進につなげ
られた。

－
　職員、関係者の男女共同参画に関する研
修等への積極的な参加を促し、より理解を
深めるよう取り組む。

社会教育課

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

13

③
男女共同
参画に関
する学習
の機会の
提供

●男女共同参画社会
づくりに対する理解
を深めるためのライ
フステージに応じた
各種講座等の開催

●現代風井戸端会議
の開設と父親の参加
の促進

●家庭教育学級の更
なる充実と市内の幼
稚園
・保育所を対象とし
た家庭教育力の向上
を図る対策の検討

●しあわせ学園の更
なる充実を図るため
の男性会員の加入促
進と自主運営化の推
進

③
男女共同
参画に関
する学習
の機会の
提供

5.男女共同参画社会
づくりに対する理解
を深めるために、ラ
イフステージに応じ
た各種講座等を開催
します。

6.現代風井戸端会議
を開設し、父親の参
加を促進します。

7.家庭教育学級の更
なる充実を図るとと
もに、市内の幼稚園
・保育所に対しても
家庭教育力の向上を
図る対策を検討しま
す。

8.しあわせ学園の更
なる充実を図るため
に、男性会員の加入
促進と自主運営化を
推進します。

14

④
教育関係
者等の意
識啓発

●教職員をはじめと
する教育・保育関係
者の男女共同参画の
意識を高めることを
目的とした研修会等
の開催と啓発

④
教育関係
者等の意
識啓発

9.教職員をはじめと
する教育・保育関係
者が、男女共同参画
の意識を高めること
ができるよう、研修
会等を開催し、啓発
に努めます。

－12－



　　施策の方向２）　多様な選択を可能にする教育・学習機会の充実施策の方向２）　多様な選択を可能にする教育・学習機会の充実　〔30頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

15

①
進路・就
職指導の
充実

●児童、生徒の将来
の進学や就職等につ
いての多様な選択を
可能にすることを目
的とした個性や能力
を活かせるような指
導の充実と相談体制
の充実

●職場体験学習など
の体験的な学習によ
る主体的に進路を選
択する能力の育成の
推進

　こすもす科や特別活動による進路学習や、職
場体験学習等の体験学習を通し、児童生徒の進
路選択能力の育成を図った。また。キャリア教
育支援事業を推進し、研究授業の実施やキャリ
ア教育支援センターの活用により、各学校の
キャリア教育の充実を図った。

　各学校のキャリア教育がさらに充実す
るように、小林市教育研究センターによ
るキャリア教育に関する研究を推進し、
各学校での実践化を図る必要がある。

3,375,000

①
進路・就
職指導の
充実

10.児童、生徒が将
来の進学や就職等に
ついての多様な選択
ができるよう、個性
や能力を活かせるよ
うな指導の充実と相
談体制の充実を推進
します。

11.職場体験学習な
どの体験的な学習に
より、主体的に進路
を選択する能力の育
成を推進します。

　小林市教育研究センターにおいて、キャ
リア教育の研究を進め、こすもす科による
キャリア教育や小林市キャリア教育支援セ
ンターを活用したキャリア教育について指
導方法を確立し、各学校における、キャリ
ア教育のさらなる充実を目指す。

2,892,000 学校教育課

　県及び県男女共同参画センターが開催する講
座等について各施設や関係機関へのチラシの配
布による周知に努めた。

　多くの人に女性のエンパワーメントを
知ってもらうために、今後も周知活動を
継続していく必要がある。

－
　県及び県男女共同参画センターが開催す
る研修会・講座の情報等を関係機関へ提供
する。

－ 市民課

　生涯学習講座の募集を市報とチラシにより行
い、生涯学習通信を発行し市民に雰囲気を理解
していただいた。

　講座を市報等で募集案内・周知し、多
数参加していただいたが、年齢、男女の
別問わずもっと参加いただけるよう参加
促進に努めたい。

615,048

　生涯学習講座の募集を市報、お知らせと
ともにチラシにより実施する。講座内容に
ついては、生涯学習通信を発行・配布し、
講座についての周知を図る。多くの方に募
集案内や通信を手に取っていただくよう工
夫したい。

576,000 社会教育課

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

16

②
エンパ
ワーメン
トのため
の女性教
育・学習
指導の充
実

●女性のエンパワー
メントのための研修
会の開催と情報提供
や啓発の推進

●県及び県男女共同
参画センターが開催
する講座等の各施設
や関係機関へのチラ
シの配布による周知

②
エンパ
ワーメン
トのため
の女性教
育・学習
指導の充
実

12.女性のエンパ
ワーメントのための
研修会を開催し、情
報提供や啓発を推進
します。

13.県及び県男女共
同参画センターが開
催する講座等につい
て、各施設や関係機
関へのチラシを配布
して周知します。

－13－



重点課題１－３　男女の人権の尊重

　　施策の方向１）　人権に関する意識の啓発施策の方向１）　人権に関する意識の啓発　〔34頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

【人権啓発講演会】
　かがやく「命」講演会
○平成３０年７月１２日（木）
　　栗須小学校ＰＴＡ、輝けフロンティアのじ
り共同開催　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○場所　栗須小学校　体育館　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○内容　講演会
〇講師　浦田　理恵 さん（2012ﾛﾝﾄﾞﾝﾊﾟﾗﾘﾝ
ﾋﾟｯｸｺﾞｰﾙﾎﾞｰﾙ 金ﾒﾀﾞﾘｽﾄ）
〇演題　「夢への挑戦」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○参加人数　２１６人

【人権啓発映画祭】
　「こころとこころがつながれば・・・・」
○平成３１年２月１０日（日）
○場所　小林市文化会館　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○内容　映画祭　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○題名　「あん」
○参加人数　２９５人

　栗須小学校ＰＴＡ、輝けフロンティア
のじりとの共同開催により、集客を図る
ことが出来た。

470,726

人権啓発講演会
「こころとこころがつながれば・・・」
○期日　令和２年2月１６日（日）
○場所　小林市文化会館
○内容　講演会
　講演会等を行い、人権意識の高揚に努め
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

500,000 市民課

　しあわせ学園、生きがい学級では、高齢者虐
待や聴覚障がい者の人権尊重の学習に取り組ん
だ。

　人権や差別について知らなかったこと
への気づき等もあり、より理解を深める
ことができた。

―
　「人権講座」を計画しており、「正しい
ことを知ること」に重点を置いて、人権尊
重などについて学習する。

― 社会教育課

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

17

①
人権尊重
に対する
理解を深
めるため
の取組み
の推進

●男女それぞれの人
権に関する講座や研
修の開催各種媒体を
活用した広報・啓発
活動の推進

●家庭教育支援の講
座への男性の参加促
進

①
人権尊重
に対する
理解を深
めるため
の取組の
推進

1.男女それぞれの人
権に関する講座や研
修を開催するととも
に、各種媒体を活用
した広報・啓発活動
を推進推進します。

2.家庭教育支援の講
座への、男性の参加
促進を図ります。

－14－



　　施策の方向２）　男女間におけるあらゆる暴力の予防と根絶に向けた環境づくり施策の方向２）　男女間におけるあらゆる暴力の予防と根絶に向けた環境づくり　〔34頁～35頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

　成人式や「女性に対する暴力をなくす運動」
（11月12日～25日）の期間を活用し、ＤＶ防
止に向けた啓発に努めた。

　広報への掲載・のぼりの掲出を行っ
た。
　また、成人式には成人式に出席したす
べての成人者にデートＤＶ啓発のパンフ
レットを配布した。

－
　成人式や「女性に対する暴力をなくす運
動」（11月12日～25日）の期間を活用
し、ＤＶ防止に向けた啓発に努める。

－ 市民課

　第2次小林市男女共同参画基本計画に掲載した
「小林市配偶者からの暴力防止及び被害者の保
護に関する基本計画」を広く市民に周知した。
窓口においては、DVに関するパンフレットを配
置し、市民に広く周知した。

　特になし。 －

　第2次小林市男女共同参画基本計画に掲
載した「小林市配偶者からの暴力防止及び
被害者の保護に関する基本計画」を広く市
民に周知する。窓口においては、DVに関
するパンフレットを配置し、市民に広く周
知する。

－ 子育て支援課

　家庭教育学級や生きがい学級、しあわせ学園
等の事業計画に人権学習の時間を盛り込み、人
権尊重への意識啓発を図った。

 　人権学習をとおして参加者の人権に対
する意識を向上させることにつながっ
た。

－
　家庭教育学級や生きがい学級、しあわせ
学園などの事業で人権学習を取り入れ、意
識の啓発を図る。

－ 社会教育課

　ポスター掲示により周知を図った。
　市の機関での広報等で周知を図ること
ができた。

－
　各種団体と連携し、ポスター掲示などに
より周知を図る。

－ 商工観光課

　成人式や「女性に対する暴力をなくす運動」
（11月12日～25日）の期間を活用し、ＤＶ防
止に向けた啓発に努めた。

　広報への掲載・ポスターの掲示を行っ
た。
　また、成人式には成人式に出席したす
べての成人者にデートＤＶ啓発のパンフ
レットを配布した。

－
　成人式や「女性に対する暴力をなくす運
動」（11月12日～25日）の期間を活用
し、ＤＶ防止に向けた啓発に努める。

－
市民課

長寿介護課

　小林警察署及び宮崎県女性相談所と連携して
相談体制の充実に努めた。

　特になし。 －
　小林警察署及び宮崎県女性相談所と連携
して相談体制の充実に努めていく。

－ 子育て支援課

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

18

①
男女間に
おける人
権侵害を
根絶する
ための基
盤づくり

●男女間における暴
力が性差別に基づく
人権侵害であること
の認識を徹底するた
めの市民への意識啓
発の推進

●広報紙や市のホー
ムページ等を活用し
た関係法令の周知

●広報紙や市のホー
ムページ等を活用し
た暴力に関する相談
窓口の周知

●各種団体と連携し
た活動の推進

●各種団体等との連
携によるポスター掲
示、チラシ配布によ
る周知

①
男女間に
おける人
権侵害を
根絶する
ための基
盤づくり

3.男女間における暴力
が性差別に基づく人権
侵害であることの認識
を徹底するために、広
く市民への意識啓発を
推進します。

4.広報紙や市のホーム
ページ等を活用し、関
係法令の周知を図りま
す。

5.暴力に関する相談窓
口について、広報紙や
市のホームページ等を
活用し、広く周知を図
ります。

6.各種団体と連携した
活動を推進します。

7.各種団体等との連携
を図り、ポスター掲
示、チラシ配布による
周知に努めます。

19

②
夫・パー
トナーか
らの暴力
への対策
の推進

●「女性に対する暴
力をなくす運動」
（11月12日～25
日）の期間を活用し
た講座や講演会の開
催など、あらゆる機
会を通じたＤＶ該当
行為の周知徹底とＤ
Ｖ防止に向けた啓発

●相談体制の充実や
問題解決のための関
係各課や関係機関の
連携・協力体制の強
化

●安全確保のための
シェルター等の確保
といった被害者に対
する支援の充実

●警察署、地区防犯
協会等と連携した防
犯パトロール・防犯
キャンペーンや関係
機関の会議の開催等

②
夫・パー
トナーか
らの暴力
への対策
の推進

8.「女性に対する暴力
をなくす運動」（11月
12日～25日）の期間
を活用し、講座や講演
会の開催など、あらゆ
る機会を通じて、ＤＶ
該当行為の周知徹底と
ＤＶ防止に向けた啓発
に努めます。

9.相談体制の充実や問
題解決のために、関係
各課や関係機関の連
携・協力体制の強化を
進めます。

10.安全確保のために
関係機関と連携し、被
害者に対する支援の充
実を図ります。

11.警察署、地区防犯
協会等と連携し、防犯
パトロール・防犯キャ
ンペーンや関係機関の
会議等を行います。

－15－



実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

　小林市人権同和問題啓発推進協議会を通じ、
人権啓発の一環として、職場での人権研修開催
を依頼した。
　○実績　８業所・団体

　全ての事業所での取り組みが難しいた
め、広報紙等を通じて、取組む必要があ
る。

－
　小林市人権同和問題啓発推進協議会を通
じ県等の情報誌の配付を行う。

－ 市民課

　採用10年目以下職員（未受講者含む）を対象
とした、セクシャル・ハラスメントを含むハラ
スメント研修を実施した。
　平成30年度までに全職員の研修が終了した。

　セクシャル・ハラスメント防止に向け
た意識の向上を図れた。継続して全職員
にハラスメント研修の実施を行う。

419,140
　引き続きハラスメント研修を実施し、職
員の啓発を図るとともに、相談しやすい環
境整備に努める。

187,940 総務課

　セクシュアル・ハラスメントや労働相談窓口
の案内、セクシュアル・ハラスメント防止対策
セミナーについて、ホームページや市広報に掲
載し、周知を図った。

　相談窓口を案内することにより、被害
者の方が相談出来る場所が確保される。
また、職場が率先してセクシュアル・ハ
ラスメント防止対策セミナーを受講する
事によって、再度認識を図り、未然防止
へと繋げられる。

－

 　男女雇用機会均等法に関するポスターの
掲示や、チラシの配布、セクシュアル・ハ
ラスメントや労働相談窓口の案内、セク
シュアル・ハラスメント防止対策セミナー
について、周知を図る。

－ 商工観光課

　管理職を中心とした教職員の服務研修を実施
し、意識の向上を図った。

　各学校において、計画的な研修が実施
されているかを把握し、必要に応じて指
導等をしていく。.

－

　引き続き、セクハラの相談体制・研修を
充実させつつ、服務規律に係る研修等を活
かし全教職員へのセクハラの意識向上を図
る。併せて、管理職を対象とした研修を充
実させる。

－ 学校教育課

21
④
法令や条
約の周知

●性別に関らず、市
民が女性の権利に関
して正しい知識を持
つことができるため
の女性の権利に関す
る法令や条約に関す
る情報の周知

　男女共同参画推進大会において、パネル展等
を通じ周知に努めた。

－
④
法令や条
約の周知

17.性別に関らず、
市民が女性の権利に
関して正しい知識を
持つことができるよ
うに、女性の権利に
関する法令や条約に
関する情報の周知に
努めます。

　講座・講演会を通して、パンフレット等
の配布を行い周知に努める。

－ 市民課

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

20

③
セクシュ
アル・ハ
ラスメン
ト防止対
策の推進

●事業所に対する講
座の開催やパンフ
レット配布などあら
ゆる手段を通じたセ
クシュアル・ハラス
メント防止に向けた
啓発

●男女雇用機会均等
法といった職場にお
ける関係法令の周知

●女性が相談しやす
いよう一定の専門的
知識をもった女性相
談員の配置

●セクシュアル・ハ
ラスメント防止のた
めの相談員の配置に
よる適切な対応と学
校関係者に向けた研
修会等の実施の推進

●職員への啓発と相
談しやすい環境の整
備

③
セクシュ
アル・ハ
ラスメン
ト防止対
策の推進

12.事業所に対する講
座の開催やパンフレッ
ト配布など、あらゆる
手段を通じてセクシュ
アル・ハラスメント防
止に向けた啓発に努め
ます。

13.男女雇用機会均等
法といった、職場にお
ける関係法令の周知に
努めます。

14.女性が相談しやす
いように、一定の専門
的知識をもった女性相
談員の配置に努めると
ともに、関係機関の連
携を図ります。

15.セクシュアル・ハ
ラスメント防止のため
に、相談員を配置して
適切な対応を図るとと
もに、学校関係者に向
けた研修会等の実施を
推進します。

16.職員への啓発を図
るとともに、相談しや
すい環境整備に努めま
す。

－16－



　　施策の方向３）　被害者の保護・支援体制の充実　〔36頁〕施策の方向３）　被害者の保護・支援体制の充実　〔36頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

　広報紙等で相談窓口（人権・行政・なやみご
と相談）の周知徹底を図った。
　○平成３０年度実績　４５件

  人権・行政・なやみごと相談として、
毎月小林地区3回、須木地区1回、野尻
地区1回実施した。（対応は、人権擁護
委員、行政相談委員）

913,422

  人権・行政・なやみごと相談として毎月5
回相談日を設けて、人権擁護委員、行政相
談委員が相談会を行う。周知は広報紙で毎
月行う。

938,000 市民課

　小林警察署及び宮崎県女性相談所と連携して
相談体制の充実に努めた。

　ＤＶやＤＶ防止に関する情報について、広報
誌やホームページ等で広く市民に周知した。

　特になし。 －

　小林警察署及び宮崎県女性相談所と連携
して相談体制の充実に努めていく。

　ＤＶやＤＶ防止に関する情報について、
広報誌やホームページ等で広く市民に周知
していく。

－ 子育て支援課

　相談件数2件
　警察署との連絡会議1回開催。

　子育て支援課、警察署と情報共有、連
携強化等の支援体制の充実を図ることが
できた。H30年度は被保護者のDVや暴
力等による被害者はいなかったが、DV
を受けていた人からの保護申請は2件あ
り生活保護を決定している。

－
　子育て支援課、警察署、女性相談所と情
報の共有を図り連携して支援を行ってい
く。

－ 福祉課

　各関係機関との連携を図り、高齢者虐待の相
談に対応した。

　関係機関にパンフレットを配布し、周
知を行った。

－

　高齢者虐待について、虐待する側が虐待
であると認識していないケースもあり、第
三者の目というものが大切になっている。
疑わしいと感じた時点で窓口等を相談でき
るような体制づくりと周知を行っていく。

－ 長寿介護課

　関係機関と連携を図りながら、被害者への相
談・支援の充実を図った。

　緊急一時保護はなし。 ―　
　関係機関と連携を図りながら、被害者へ
の相談・支援の充実を図る。

―　 管財課

 　昨年同様、患者相談窓口を設置し、メディカ
ルソーシャルワーカーを中心に患者の相談に応
じている。また、相談内容に応じて適切な回答
を行うことや、多職種が連携して問題解決がで
きるよう毎週１回、関係部署の代表と会議を
行った。

　本件に該当するような相談実績なし。
― 令和元年度も継続実施 ― 市立病院

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

22

①
被害者へ
の相談・
支援体制
の充実

●各種人権問題の窓
口の充実

●被害にあった場合
に速やかに相談がで
きるための相談体制
の充実

●広報紙やホーム
ページパンフレット
によるＤＶやＤＶ防
止法、相談窓口に関
する情報の提供

●小林警察署や県女
性相談所、県男女共
同参画センター等の
関係機関との連携に
よる相談・支援体制
の充実

①
被害者へ
の相談・
支援体制
の充実

18.各種人権問題の
窓口を充実します。

19.被害にあった場
合に速やかに相談が
できるよう、相談体
制の充実に努めま
す。

20.広報紙や市の
ホームページ、パン
フレットにより、Ｄ
ＶやＤＶ防止法、相
談窓口に関する情報
を幅広く提供しま
す。

21.小林警察署や県
女性相談所、県男女
共同参画センター等
の関係機関との連携
を図り、相談・支援
体制の充実を図りま
す。

－17－



実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

　県女性相談所と連携し、シェルターによる一
時保護を行った。

　迅速に対応することが出来た。 －
　県警が主催する関係機関との意見交換会
に参加し、情報共有を行い広域でのシェル
ター設置について協議を行う。

－ 市民課

　女性相談所などの関係機関と連携を図った。 　特になし。 ―
女性相談所などの関係機関と連携を図って
いく。

― 子育て支援課

　取組みなし ― 　計画なし － 福祉課

　身体的・経済的虐待により、やむを得ない措
置による保護を実施できるよう関係機関との連
携を図った。

　やむを得ない措置はなし。 0
　緊急的な保護が必要な場合は、随時対応
していく。

2,000,000 長寿介護課

　関係機関と連携を図りながら、被害者への相
談・支援の充実を図った。

　緊急一時保護はなし。 ―　
　関係機関と連携を図りながら、被害者へ
の相談・支援の充実を図る。

―　 管財課

　昨年度に引き続き、患者、患者家族の身に危
険が及ぶような事案については、メディカル
ソーシャルワーカーと事務部が連携し、各救済
機関との連携に努めた。

　患者相談窓口への左記に該当する事案
の相談はない。今後の課題としては、時
間外や休日の対応がリアルタイムで対応
できないことが課題である。

― 令和元年度も継続実施 ― 市立病院

　女性相談所などの関係機関と連携を図った。 －
　緊急の場合でも対応できるよう、日頃か
ら関係課等と情報交換をするなどして連携
を図るよう努める。

－ 市民課

　女性相談所などの関係機関と連携を図った。 　特になし。 ―
　女性相談所などの関係機関と連携を図っ
ていく。

― 子育て支援課

　26名の被保護者に対し就労支援をおこなっ
た。

　26名の内13名が就労を開始した。
　被保護者の希望と現実的な求人のミス
マッチがあり、いったん就労を開始して
も長続きしないなどの問題点がある。

2,003,148

　就労支援相談専門員とハローワークとの
連携により被保護者の就労自立に向けた支
援を行っていく。また,就労の定着支援も
行っていく。

2,195,000 福祉課

　優先入居制度を継続するとともに、関係機関
と連携を図りながら、被害者の受け入れ体制の
充実に努めた。

　優先入居制度によるDV被害者の市営
住宅等への受け入れはなし。

―　
　関係機関との連携を図りながら、被害者
への相談・支援の充実を図る。

管財課

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

23

②
被害者の
安全確保
体制の充
実

●安全確保のための
シェルター等の確保
といった被害者に対
する支援の充実

●地域医療連携室に
配置されたメディカ
ルソーシャルワー
カーと本庁等の救済
機関との連携強化

②
被害者の
安全確保
体制の充
実

22.安全確保のため
に関係機関と連携
し、被害者に対する
支援の充実を図りま
す。

23.地域医療連携室
に配置されたメディ
カルソーシャルワー
カーと本庁等の救済
機関との連携強化を
図ります。

24

③
生活基盤
を整える
ための支
援

●緊急一時保護のた
めの施設の市内での
確保

●被害者の生活を保
護するための貸付け
等による経済的支援

●市営住宅の入居抽
選における優先入居
制度を用いた被害者
への支援

●国・県・関係機関
との連携による就労
の支援

③
生活基盤
を整える
ための支
援

24.被害者の生活を
保護するために、貸
付け等による経済的
支援を行います。

25.市営住宅の入居
抽選において、優先
入居制度を用いて、
被害者への支援を図
ります。

26.国・県・関係機
関との連携により、
就労を支援します。

－18－



　　施策の方向４）　生涯を通じた女性の健康支援　〔37頁〕施策の方向４）　生涯を通じた女性の健康支援　〔37頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

　母子健康手帳交付時の保健指導、妊婦、乳幼
児健診等でのフォローを行い、各種母子保健事
業を通して安心した子育てできる環境づくりに
努めた。また、中学生を対象として赤ちゃんふ
れあい体験や性感染症に関する健康教育を実施
し19名の参加があった。性感染症に関する健康
教育では、お互いの性を大切にし、病気を予防
できるよう取り組んだ。

 それぞれ意識があっても、個人差があ
り、男女間での意識の差が大きい。

－

　母子健康手帳交付時の保健指導、妊婦、
乳幼児健診等でのフォローを行い、各種母
子保健事業を通して安心した子育てできる
環境づくりに努める。また、継続して性に
関する正しい知識の普及･啓発に取り組む。

－ 健康推進課

　各学校において、発達段階に応じた性に関す
る教育を着実に行うよう、学校訪問を通じて指
導・助言を行った。

　系統的な指導が推進されるよう、小学
校と中学校とが連携し、指導を実践して
いく必要がある。

－

　性に関する指導が系統的に行われるよ
う、各学校と連携するとともに、指導の充
実が図られるよう各学校の指導を支援して
いく。

－ 学校教育課

　家庭教育学級で、女性の健康に関する学習や
親子の活動を実施した。

　各学級ごとに講座の内容を工夫して取
り組めた。

-
　家庭教育学級で、性に関する講座を開設
し、親子での参加を求めていく。

- 社会教育課

　母子健康手帳交付時の保健指導、妊婦、乳幼
児健診等でのフォローを行い、各種母子保健事
業を通して安心した子育てできる環境づくりに
努めた。また、青年期から高齢者までそれぞれ
のライフステージに合わせ、機会を捉えて健康
管理の必要性等について普及･啓発を行った。

　環境の変化に応じたサービスに結びつ
くような啓発が今後とも必要である。

－

　妊婦健診ついては全額公費負担とし14枚
の助成券及び妊婦子宮頸がん検診助成券、
産婦健康診査助成券２枚を配布し母体や胎
児期からの健康管理を行っていく。
　また、各種健（検）診日開催数の増加、
受診者の事後指導の充実、健康相談、健康
教育の内容充実を図る。また、青年期、子
育て期、中高年期とライフステージに合わ
せた相談や健康教育の場を定期的に提供
し、内容充実を図る。H28年度より女性特
有の乳がん･子宮がん検診のクーポン券の対
象年齢の拡大を図り検診を受けやすい環境
づくりを行う。

－

　健診結果を踏まえた相談や、各種健康教育、
健康相談を実施し、必要に応じて訪問指導を
行った。

　よりきめ細かいサービスが求められて
おり、事業の周知、啓発が必要である。

－

　健診結果を踏まえた相談や、各種健康教
育、健康相談を実施し、必要に応じて訪問
指導を行う。また、各種健（検）診開催日
数の増加、受診者の事後指導の充実、健康
相談、健康教育の内容充実を図る。

－

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

25

①
リプロダ
クティ
ブ・ヘル
ス／ライ
ツに関す
る意識の
浸透

●母子健康手帳交付
時の健康相談や乳幼
児健康診査等での情
報提供とリプロダク
ティブ・ヘルス／ラ
イツの概念の意識付
けや周知の推進

●性に関する正しい
知識を浸透させるた
めの各種セミナーの
開催による啓発と情
報提供

●各学校における全
ての教育活動を通じ
た発達段階に応じた
性に関する指導

●医療機関等との連
携体制の整備と心身
ともに健康で健やか
な児童・生徒の育成
を目指した性に関す
る教育の推進

●家庭教育学級にお
ける学習内容の工夫
と女性の健康に関す
る学習の実施

①
リプロダ
クティ
ブ・ヘル
ス／ライ
ツに関す
る意識の
浸透

27.母子健康手帳交付
時の健康相談や乳幼児
健康診査等で情報提供
を行い、リプロダク
ティブ・ヘルス／ライ
ツの概念の意識付けや
周知を推進します。

28.性に関する正しい
知識を浸透させるため
に、各種セミナーを開
催し啓発と情報提供に
努めます。

29.各学校において、
全ての教育活動を通し
て、発達段階に応じた
性に関する指導を行い
ます。

30.医療機関等との連
携体制の整備を図りな
がら、心身ともに健康
で健やかな児童・生徒
の育成を目指して、性
に関する教育を推進し
ます。

31.家庭教育学級にお
いて、今後も継続し
て、学習内容を工夫し
ながら女性の健康に関
する学習を行います。

26

②
生涯を通
じた健康
の管理・
保持増進
対策の推
進

●妊娠から出産まで
の一貫した母子保健
サービスの提供

●ライフステージに
応じた健康管理を行
うための指導

●女性特有の健康問
題に対応するための
相談体制の充実や専
門相談員の養成の推
進

●成人期、高齢期の
健康づくりの支援

②
生涯を通
じた健康
の管理・
保持増進
対策の推
進

32.妊娠から出産までの一
貫した母子保健サービス
の提供に努めます。

33.ライフステージに応じ
た健康管理ができるよ
う、指導につとめます。

34.女性特有の健康問題に
対応するために、相談体
制の充実や専門相談員の
養成を推進します。

35.女性特有の乳がん、子
宮がん検診のクーポン券
の対象年齢の拡大を図
り、検診を受けやすい環
境づくりを継続して行い
ます。

36.成人期、高齢期の健康
づくりを支援します。

健康推進課

－19－



実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

　関係機関より配布されたポスターの掲示を実
施した。
　母子手帳発行時、喫煙・飲酒歴の聞き取り調
査をしながら影響について情報提供を行った。

　市の機関でのポスター掲示で周知を図
ることができた。

－

　乳幼児健康診査の中で、喫煙・飲酒歴の
調査を行う。同時に喫煙の影響や分煙につ
いて普及啓発を図る。
　各機関からの配布ポスターの掲示を行な
う。

－ 健康推進課

　性に関する教育と合わせ、薬物などの健康被
害などの教育についても充実させるよう努め
た。

　すべての学校で薬物乱用防止教室等は
実施されていない。

ー

　性に関する教育と合わせ、警察等の外部
講師を活用し薬物乱用防止などの教育も充
実させるよう継続して学校に指導助言を行
う。

ー 学校教育課

　　施策の方向５）　メディアにおける人権の尊重　〔37頁〕施策の方向５）　メディアにおける男女の人権の尊重　〔38頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

　各課に人権を侵害する表現についての配慮を
呼びかけた。併せて、各庁舎のロビーに啓発資
料を展示し人権意識の高揚に努めた。

○事業名　いきいきふれあいリレー啓発展
○時　期　平成３０年８月１０日～２１日
○内　容　本庁、須木庁舎、野尻庁舎のロビー
に人権啓発関係の資料やパネルを展示し、来庁
者に啓発を行った。

　立ち止まり、ポスターや作文を眺めた
り、パンフレットを手に取る姿が見ら
れ、人権について考える良い機会になっ
た。

－

○事業名　いきいきふれあいリレー啓発展
○時　期　令和元年7月25日～8月5日
○内　容　本庁、須木庁舎、野尻庁舎のロ
ビーに人権啓発関係の資料やパネルを展示
し、来庁者に啓発を行った。

－ 市民課

　関係課と連携し、女性の人権を尊重する取組
みを推進した。
　ブリリアント（県男女共同参画センター発行
の男女共同参画に関する情報誌）を各課及び関
係機関へ配布した。

　ブリリアント（情報誌）を関係機関に
設置することで、多くの人に配布するこ
とができた。

－
　ブリリアント（県男女共同参画センター
発行の男女共同参画に関する情報誌）を各
課及び関係機関へ配布した。

－ 市民課

　青少年育成市民会議各支部で見守り活動を
行った。県や警察署と連携して、有害図書販売
機等の立ち入り調査や書店の見回り活動を行っ
た。

　性や女性の人権についての啓発が足り
なかった。

－
　継続して環境浄化や女性の人権尊重の啓
発活動に努める。

－ 社会教育課

29

②
メディ
ア・リテ
ラシー向
上のため
の広報・
啓発活動
の促進

●講座等の開催によ
る情報モラルに関す
る学習機会の拡充

●広報こばやしの活
用によるメディア・
リテラシー向上のた
めの情報提供の推進

　講演会、県情報誌（ブリリアント）等を活用
し情報提供に努めた。

　講演会等参加者が少なかったため、あ
らゆる機会での情報提供に努める。

－

②
メディ
ア・リテ
ラシー向
上のため
の広報・
啓発活動
の促進

45.講座等を開催し、
情報モラルに関する学
習機会の拡充を図りま
す。

46.広報誌の活用によ
るメディア・リテラ
シー向上のための情報
提供を推進します。

　講演会、県情報誌（ブリリアント）を配
付し情報提供に努める。
　小林市人権同和問題啓発推進協議会を通
じての情報提供も行う。

－ 市民課

平成30年度 令和元年度

平成30年度 令和元年度

番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

27

③
女性の健
康を脅か
す問題へ
の対策の
推進

●喫煙や飲酒が及ぼ
す悪影響についての
情報提供の推進

●受動喫煙防止のた
めの禁煙、分煙対策
についての啓発活動
の推進

●性感染症や薬物乱
用の防止のための学
校や地域職場といっ
た様々な場において
の啓発活動の推進

③
女性の健
康を脅か
す問題へ
の対策の
推進

37.喫煙や飲酒が及ぼ
す悪影響についての情
報提供を推進します。

38.受動喫煙防止のた
めに、禁煙・分煙対策
についての啓発活動を
推進します。

39.性感染症や薬物乱
用の防止について、学
校や地域、職場といっ
た様々な場においての
啓発活動を推進しま
す。

番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

28

①
女性の人
権を尊重
した表現
への取組
みの促進

●市の刊行物や各課
が作成配布する印刷
物での性差別助長に
つながらない表現へ
の取組みと研修等に
よる職員の意識啓発
の推進

●性の商品化や暴力
表現といった女性の
人権を侵害するよう
な風潮をなくすため
の啓発と有害環境の
浄化

●有害図書、有害ビ
デオ等の規制の推進

●青少年育成市民会
議と連携した女性の
人権を尊重する取組
みの推進

●県こども家庭課、
小林警察署と連携し
た有害図書、有害ビ
デオ等の規制の推進

①
女性の人
権を尊重
した表現
への取組
みの促進

40.市の刊行物や庁内
各課において作成配布
される印刷物などにお
いて、性差別助長につ
ながらない表現に努
め、研修等による職員
の意識啓発を進めま
す。

41.性の商品化や暴力
表現といった女性の人
権を侵害するような風
潮をなくすために、啓
発と有害環境の浄化に
努めます。

42.有害図書、有害ビ
デオ等の規制を推進し
ます。

43.青少年育成市民会
議と連携し、女性の人
権を尊重する取組みを
推進します。

44.県こども家庭課、
小林警察署と連携し、
有害図書、有害ビデオ
等の規制を推進しま
す。

－20－



　　施策の方向５）　メディアにおける人権の尊重　〔37頁〕施策の方向６）　多様な性への理解促進

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

30 － － －

①性的少
数者
（LGBT
等)に対す
る市民及
び市職員
の理解促
進

47.性的少数者（LGBT
等）に対する理解を深
め、多様性を尊重する
ことを目的に、講演会
等を通して、市民及び
市職員の理解促進を図
る。

　事業所等においても、性的少数者への理
解が深まるように、研修会等の開催を依頼
する。
　また、県内で開催される啓発イベントや
情報誌等の配付に努める。

－ 市民課

31 － － －

②性的少
数者
（LGBT
等）への
理解促進
のための
啓発・教
育

48.性的少数者（LGBT
等）への理解促進のた
め、広報等を通じて広
く啓発・教育を行う。

　事業所等においても、性的少数者への理
解が深まるように、研修会等の開催を依頼
する。
　また、県内で開催される啓発イベントや
情報誌等の配付に努める。

－
市民課

学校教育課

32 － － －

③市の手
続き等に
おける配
慮

49.市例規及び要綱の
様式の見直しを行い、
不必要な性別記入欄に
ついては、設定しない
など配慮をする。

　平成30年度に市で取り扱う性別記入欄の
ある申請書については調査し、不必要な性
別記入欄については、削除を行った。
　新たに作成する申請書についても、性別
記入欄基本方針に基づき配慮していく。

－
市民課
全課

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課
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基本目標２ 男女がともに個性と能力を発揮できる就業環境づくり

－23－



重点課題２－１　雇用の分野における男女の均等な機会と待遇の確保

施策の方向１）　雇用の場における男女間格差解消のための環境整備　〔41頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

33

①
男女雇用
機会均等
法の履行
確保

●様々な媒体の活用
による雇用者及び被
雇用者双方に対する
男女雇用機会均等法
といった各種法律に
ついての周知・啓発
の推進

男女労働者間に生じる差の解消を図る取組みと
して、個々の企業が行う、自主的かつ積極的な
取組みである、ポジティブ・アクション及び市
内の取組企業について市ホームページ等により
周知を行った。

　市ホームページ等で周知を図ることが
でき、実際にポジティブ・アクションに
取組む市内企業をホームページに掲載す
ることで、企業へ感化を促した

－

①
男女雇用
機会均等
法の履行
確保

1.様々な媒体を活用
して、雇用者及び被
雇用者双方に対し
て、男女雇用機会均
等法といった各種法
律についての周知・
啓発を推進します。

 　ポジティブ・アクションの情報提供及び
取組を行っている市内企業について、市
ホームページへ掲載する。

－ 商工観光課

34

②
セクシュ
アル・ハ
ラスメン
トに関す
る雇用管
理上の配
慮の徹底

●事業者向けのセミ
ナーや講座の情報提
供による事業者への
セクハラ防止に関す
る啓発活動の推進

　セクシュアル・ハラスメント防止対策セミ
ナーについて、ホームページや市広報等に掲載
し、周知を図った。

　職場が率先してセクシュアル・ハラス
メント防止対策セミナーを受講する事に
よって、再度認識を図り、未然防止へと
繋げられる。

－

②
セクシュ
アル・ハ
ラスメン
トに関す
る雇用管
理上の配
慮の徹底

2.事業者向けのセミ
ナーや講座の情報提
供を行い、事業者へ
のセクハラ防止に関
する啓発活動を推進
します。

　セクシュアル・ハラスメント防止対策セ
ミナーについて、ホームページや市広報等
に掲載し、周知を図る。

－ 商工観光課

35

③
事業所に
おける女
性の能力
発揮のた
めの積極
的改善措
置の促進

●女性の意思決定の
場への参画機会が拡
大されるためのポジ
ティブ・アクション
についての優良事例
や導入方法に関する
情報提供と取組みの
促進

　ポジティブ・アクションの取組を行っている
市内企業について、市ホームページに掲載し
た。

　市ホームページ等で周知を図ることが
でき、実際にポジティブ・アクションに
取組む市内企業をホームページに掲載す
ることで、企業へ感化を促した。

－

③
事業所に
おける女
性の能力
発揮のた
めの積極
的改善措
置の促進

3.女性の意思決定の
場への参画機会が拡
大されるよう、ポジ
ティブ・アクション
についての優良事例
や導入方法に関する
情報提供を行い、取
組みの促進に努めま
す。

　国、県より案内のあるセミナーのポス
ターの掲示、チラシの配布により周知を図
る。ポジティブ・アクションの取組を行っ
ている市内企業について、市ホームページ
へ掲載する。

－ 商工観光課

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

－24－



施策の方向２）　女性労働者の就業能力の取得・向上と就労の支援　〔41頁～42〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

36

①　
在職中の
女性に対
する能力
習得・向
上等の支
援

●職業能力の習得・
向上、職域拡大のた
めの講座の実施と情
報提供

　中小企業大学校及び小林職業訓練校より送ら
れてくる講座案内及びのポスター掲示、チラシ
配布及びによる周知を図った。

　市の機関での広報等で周知を図ること
ができ、講座受講促進へ繋げた。

－

①　
在職中の
女性に対
する能力
習得・向
上等の支
援

4.職業能力の習得・
向上、職域拡大のた
めの講座を実施する
とともに、情報提供
に努めます。

　中小企業大学校及び小林職業訓練校より
送られてくる講座案内のポスター掲示、チ
ラシ配布による周知から、講座の受講促進
へ繋げ、女性の活躍の場を広げる。

－ 商工観光課

37

②
育児、介
護等によ
り退職し
た女性に
対する支
援

●講座の紹介、関係
機関への仲介、各種
支援制度に関する情
報など様々な媒体を
活用した総合的な情
報の提供

●職業訓練等を通じ
た就業を希望する女
性に対しての職業能
力を開発するための
支援の推進

　国・県等より送られてくる情報を市の広報に
掲載するなどして周知を図った。
また、ハローワークより毎月提送られてくる、
求人情報を窓口等にて配布した。

　市の機関での広報等で周知を図ること
ができた。

－

②
育児、介
護等によ
り退職し
た女性に
対する支
援

5.講座の紹介、関係
機関への仲介、各種
支援制度に関する情
報など、様々な媒体
を活用して総合的に
情報の提供を行いま
す。

6.職業訓練等を通じ
て、就業を希望する
女性が職業能力を開
発するための支援を
推進します。

　国・県及びハローワーク等から送られて
くる情報を市の広報に掲載するなどして周
知を図る。

－ 商工観光課

　県及び県男女共同参画センターが開催する女
性のチャレンジに関する講座・セミナーの案内
チラシ等で周知を図った。

　チラシを配布したことで、来庁した市
民への周知が図られた。

－
　前年度に引き続き、県及び県男女共同参
画センターの講演等に関するチラシの配布
を行い、広報・周知に努める。

－ 市民課

　県及び各種団体が行っている、女性の各種
チャレンジ支援のための様々な情報提供、講
座、セミナー開催について周知を行った。

　セミナー受講へ繋げることにより、多
様な働き方、職場への働き方改革に繋が
り、育児出産を経た女性のキャリア・プ
ランニングや職場改善が図られる。

－

　県及び各種団体が行っている、女性の各
種チャレンジ支援のための様々な情報提
供、講座、セミナー開催について周知を行
う。

－ 商工観光課

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

38

③
女性の
チャレン
ジ支援

●県及び県男女共同
参画センターが主催
する女性のチャレン
ジに関する講座、セ
ミナーのチラシ等に
よる広報

●女性の各種チャレ
ンジ支援のための
様々な情報提供や啓
発の積極的かつ効果
的な実施

●関係機関や団体と
の連携の強化とチャ
レンジ支援に関する
情報提供の推進

③
女性の
チャレン
ジ支援

7.県及び県男女共同参
画センターが主催する
女性のチャレンジに関
する講座、セミナーに
ついて、チラシ等によ
り広報を行います。

8.女性の各種チャレン
ジ支援のために、様々
な情報提供や啓発を積
極的かつ効果的に実施
します。

9.関係機関や団体との
連携を強化し、チャレ
ンジ支援に関する情報
提供を推進します。

－25－



　　施策の方向３)　多様な生き方、多様な能力の発揮を可能にするための支援　〔42頁〕施策の方向３)　多様な生き方、多様な能力の発揮を可能にするための支援　〔42頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

39

①
多様な就
業形態に
応じた支
援の充実

●フレックスタイム
やワークシェアリン
グ、在宅就労、労働
時間の短縮など多様
な働き方の実現に向
けた情報紙やホーム
ページなどによる関
係法令などの情報提
供や意識啓発と周知

●各種団体との連携
の強化とポスター掲
示やチラシ配布によ
る周知

　多様な働き方、働き方改革について、関係法
令やセミナー開催の周知をチラシ配布や市広
報、ホームページにより行った。

　周知により職場づくりのための普及・
啓発に繋がった。

－

①
多様な就
業形態に
応じた支
援の充実

10.フレックスタイム
やワークシェアリン
グ、在宅就労、労働時
間の短縮など多様な働
き方の実現に向け、情
報紙やホームページな
どにより関係法令など
の情報提供を行い、意
識啓発や周知をおこな
います。

11.各種団体との連携
を強化し、ポスター掲
示やチラシ配布による
周知に努めます。

　多様な働き方、働き方改革について、関
係法令やセミナーの周知をチラシ配布や市
広報、ホームページにより行う。

－ 商工観光課

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

－26－



重点課題２－２　農業・商工業など自営業における男女共同参画の確立

施策の方向１)　男女共同参画の推進　〔43頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

　実績なし －
　セミナー・研修に関する案内等情報収集
を図り、ホームページ等で周知を図る。

－ 商工観光課

　各種講演会等への積極的な参加を促し、慣習
を見直すきっかけに繋げた。
　国、県が主催するセミナーに参加した。

　セミナー等に参加することにより、女
性が外に出ることや、固定的な役割の見
直しへの理解が得られてきている。

－
　引き続き講演会等への積極的な参加を促
し、慣習を見直す機会の提供と、啓発活動
を推進していく。

- 農業振興課

　県が主催するｱｸﾞﾘ★ﾍﾞｰｼｯｸｾﾐﾅｰに参加
　・開催日　：Ｈ30.6.28～Ｈ30.9.27　　　　
毎月1回開催　（参加者数　延べ20名）
　・開催場所：普及センター　　　　　　　　　　　　

　女性農業者の資質の向上が図られた。. －

　女性農業委員、女性農地利用最適化推進
委員として、そして西諸県地区農村女性会
議の委員として、農村女性の活躍しやすい
環境づくりに努める。

－ 農業委員会

　仕事と家庭の両立応援宣言登録制度等の各種
事業や関係法令等について、チラシ配布やホー
ムページによる周知を図った。

　市の機関での広報等で周知を図ること
ができた。

－
　セミナー・研修に関する案内等情報収集
を図り、ホームページ等で周知を図る。

－ 商工観光課

　家族の女性地位向上や役割分担、就業条件を
明確に確認していくため、家族経営協定締結の
さらなる推進に努めた。

　新規に家族経営協定を11件締結し
た。（うち39歳以下は2件）

－
　家族の女性地位向上や役割分担、就業条
件を明確に確認していくため、家族経営協
定締結のさらなる推進を図る。

－ 農業委員会

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

40

①
農業・商
工業に残
る慣習の
見直し

●家族経営や小規模
事業所に従事する女
性の労働実態の把握
と就労環境改善に向
けた啓発の推進

●講演会等への参加
の促進と地域慣習や
しきたりの見直しを
進めるための啓発活
動の充実

●各種講座、セミ
ナー等の情報提供の
継続的な実施と男女
共同参画に関する学
習機会の拡大

①
農業・商
工業に残
る慣習の
見直し

1.家族経営や小規模
事業所に従事する女
性の労働実態の把握
に努め、就労環境改
善に向けた啓発を推
進します。

2.講演会等への参加
を促進し、地域慣習
やしきたりの見直し
を進めるための啓発
活動の充実に努めま
す。

3.各種講座、セミ
ナー等の情報提供を
継続的に行い、男女
共同参画に関する学
習機会の拡大を図り
ます。

41

②
固定的な
役割分担
意識の是
正

●共同経営者として
お互いを対等なパー
トナーとして認め合
い経営と生活の両面
で相互協力し合える
関係づくりを推進す
るための広報紙や
ホームページなどで
の情報提供や啓発

②
固定的な
役割分担
意識の是
正

4.共同経営者として
お互いを対等なパー
トナーとして認め合
い、経営と生活の両
面で相互協力し合え
る関係づくりを推進
するため、広報紙や
ホームページなどで
情報提供や啓発活動
に努めます。

－27－



実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

　女性経営者が十分に能力を発揮できるよう経
営能力向上に関するセミナーや交流会等につい
て、継続的に情報提供を行った。

　情報提供を行うことにより、セミナー
等へ女性が参加することで、経営能力向
上意識が高まりつつある。

－
　女性経営者が十分に能力を発揮できるよ
う経営能力向上に関するセミナーや交流会
等について、継続的に情報提供を行う。

－ 農業振興課

　ヘルパー組合への助成を行うことにより、女
性農業者への環境整備を整え、様々な活動への
参加を支援した。

・西諸県地域酪農ヘルパー利用組合負担金
　　　　　　　　　　  　　　454,035円
・和牛ヘルパー組合運営費補助
　　　　　　　　　　　　　1,100,000円 
　　　　　　　　　　合計　1,554,035円

　家畜の運搬・飼養管理の支援を行い、
労働力の軽減が図られ、地域活動参加へ
の機会の増加につながった。.

1,554,035

　ヘルパー組合への助成を行い、女性農業
者への環境整備を整え様々な活動への参加
を支援する。

・西諸県地域酪農ﾍﾙﾊﾟｰ利用組合負担金　
　　　　　　　　　　　　447,750円
・和牛ﾍﾙﾊﾟｰ組合運営費補助
　　　　　　　　　　　 1,000,000円
　　　　  　　　  合計　1,447,750円

1,447,750 畜産課

　ＪＡのがん検診の助成事業への協力を実施し
た。更にＪＡ各支所にがん検診ＰＲののぼり旗
を設置し啓発活動を行った。

  単独の開催は、集客が難しい。 －

  各種健 （検） 診のＰＲ、ＪＡ女性部助成
金の紹介を行うとともに、ＪＡと連携しな
がら、事後指導の充実、健康相談、健康教
育の内容充実を図る。

－ 健康推進課

　各種イベント（秋祭り・市民体育大会等）に
おいて、特定健康診査・各種がん検診・こころ
の健康のＰＲ活動を行った。

　健康指導等と組み合わせて勧奨活動を
行うことにより健診に対する認識や健康
状態を把握することが出来るとともに、
健診の重要性を動機付けすることが出来
た。

－
　各種イベントや地域の祭り等において、
特定健診・各種がん検診等のＰＲ活動を行
う。

－ 健康推進課

　チラシ配布やホームページによる周知を図っ
た。

　広報による周知を図ることができた。 －
　セミナーの開催案内や情報の提供を図
る。

－ 商工観光課

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

42

③
女性就業
者の自立
を支援す
る環境整
備

●女性経営者の十分
な能力の発揮を目的
とした関連団体が行
う女性の経営能力向
上に関するセミナー
や交流会の開催に当
たっての積極的な情
報提供

●ヘルパー組合への
助成や女性農業者へ
の環境整備と女性へ
の様々な活動への参
加への支援

●ＪＡ女性部との連
携による女性農業者
の健康管理への支援

●農業部門や商工会
議所女性部との連携
を通じた商工業に携
わる女性の農商工連
携や６次産業化等へ
の進出を図ることを
目的としたセミナー
等の開催への積極的
な情報提供

③
女性就業
者の自立
を支援す
る環境整
備

5.女性経営者が十分
に能力を発揮できる
よう、関連団体が行
う女性の経営能力向
上に関するセミナー
や交流会の開催につ
いて、積極的に情報
提供を行います。

6.ヘルパー組合への
助成を行い、女性農
業者への環境整備を
整え、女性の様々な
活動への参加を支援
します。

7.ＪＡ女性部と連携
し、女性農業者の健
康管理を支援しま
す。

8.農業部門や商工会
議所女性部と連携
し、商工業に携わる
女性が、農商工連携
や６次産業化等へ進
出できるよう、セミ
ナー等開催について
積極的に情報提供を
行います。

－28－



施策の方向２）　女性の就業条件及び環境の整備　〔44頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

　認定農業者会は、１０の支部を中心に活動を
実施し、各支部ごとの視察研修や各種講座、講
演会（西諸県農林振興局主催）を継続的に行う
とともに、女性認定農業者数の増加を図るた
め、認定農業者制度の周知を推進した。

　認定農業者数６５３名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（うち女性43名）
　農家戸数の減少に伴い、認定農業者数
も横ばいから、減少傾向にある。

350,000

　各支部（１０支部）ごとの視察研修や各
種講座、講演会（西諸県農林振興局主催）
を継続的に行うとともに、女性認定農業者
数の増加を図るため、認定農業者制度の周
知をさらに推進する。

300,000 農業振興課

　家族の女性地位向上や役割分担、就業条件を
明確に確認していくため、家族経営協定締結の
さらなる推進に努めた。

　新規に家族経営協定を11件締結し
た。（うち39歳以下は2件）

－
　家族の女性地位向上や役割分担、就業条
件を明確に確認していくため、家族経営協
定締結のさらなる推進を図る。

－ 農業委員会

　県や各種団体と連携し、職業訓練校の案内、
経営管理能力の向上を目指した意見交換会、交
流会、研修会、セミナー等ポスター掲示やチラ
シ配布、市広報及びホームページ掲載により周
知を図った。

　各種イベントへの継続的な参加を促す
ことにより、職場は女性活躍推進へ、個
人はキャリアアップへの意欲向上に繋が
る。

－

　県や各種団体と連携し、職業訓練校の案
内、経営管理能力の向上を目指した意見交
換会、交流会、研修会等ポスター掲示やチ
ラシ配布、市広報及びホームページ掲載に
より周知を図る。

－ 商工観光課

　西諸県地区農村女性アドバイザーＯＧ会「で
こんの花」が行う、交流会や勉強会等の自主活
動に対する支援を行った。

　定期的に意見交換会等を開催し、講演
会等に参加することで、女性の技術向上
につながった。

－
　農業施策・方針決定過程への女性参画の
拡大、女性農業者の地位の向上を目指し、
積極的に女性の社会参画を推進していく。

－ 農業振興課

　和牛および酪農の各女性部に対して運営費の
助成を行い、技術・経営能力の向上に努めた。

　和牛および酪農の各女性部に対して運
営費の助成を行い、技術・経営能力の向
上に努めた。

200,000
　女性部へ活動費の助成を行い、また、研
修会等の開催により技術・経営能力の向上
に努める。

200,000

　貸付事業の積極的な活用を促進し、経営能力
の向上を図った。

　貸付事業の積極的な活用を促進し、経
営能力の向上を図った。

358,319,000
　農家戸数の減少に伴い飼養頭数は減少傾
向にあるが、本貸付事業の積極的な活用を
促進し、経営能力の向上を図る。

358,319,000

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

43

①
家族経営
協定締
結・認定
農業者制
度の推進

●女性農業者が活躍
できる環境づくりと
して、家族間の役割
分担や就業条件を明
確にした家族経営協
定締結の啓発と普及
の推進

●女性認定農業者数
の増加を図るための
認定農業者制度の周
知の推進

①
家族経営
協定締
結・認定
農業者制
度の推進

9.女性農業者が活躍
できる環境づくりと
して、家族間の役割
分担や就業条件を明
確にした家族経営協
定締結の啓発と普及
を推進します。

10.女性認定農業者
数の増加を図るた
め、認定農業者制度
の周知を推進しま
す。

44

②
技術・経
営管理能
力の向上

●女性の技術、経営
管理能力の向上を目
指した意見交換会、
交流会、研修会等へ
の参加の継続的な促
進

●畜産振興会連合会
による女性部への活
動費の助成を通じた
研修等の支援や技
術・経営能力の向上

②
技術・経
営管理能
力の向上

11.女性の技術、経
営管理能力の向上を
目指し、継続的に意
見交換会、交流会、
研修会等への参加を
促します。

12.畜産振興会連合
会から女性部への活
動費を助成し、研修
等の支援を行い、技
術・経営能力の向上
に努めます。

畜産課

－29－



施策の方向３）　農業・商工関係団体への女性の参画拡大　〔44頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

　実績なし －
　各種団体と連携し、ポスター掲示やチラ
シ配布により周知を図る。

－ 商工観光課

 　農業施策・方針決定過程への女性参画の拡
大、女性農業者の地位の向上を目指し、積極的
に女性の社会参画を推進した。

　各地域の集落営農組織等において、役
員への就任など少しずつ女性参画が推進
されている。

－
　農業施策・方針決定過程への女性参画の
拡大、女性農業者の地位の向上を目指し、
積極的に女性の社会参画を推進していく。

－ 農業振興課

　女性農業委員、女性農地利用最適化推進委員
による各種会議等への参画強化に努めた。

　女性農業委員３人、女性農地利用最適
化推進委員２名が積極的に会議・研修会
に参加した。

－
　女性農業委員、女性農地利用最適化推進
委員による各種会議等への参画強化を図
る。

－ 農業委員会

　実績なし －
　各種団体と連携し、ポスター掲示やチラ
シ配布により周知を図る。

－ 商工観光課

　女性農業者グループの育成につながるよう情
報提供や交流支援を図った。

　農村女性アドバイザーＯＧ会「でこん
の花」の活動支援を継続的に行ってい
る。

－
　引き続き、女性農業者グループの育成に
つながるよう情報提供や交流支援を図る。

－ 農業振興課

　普及センター・県農業会議やＪＡ団体との積
極的な交流を行った。

　女性の立場からの農業情勢に関する意
見交換ができる。

－
　関係商工団体への女性農業委員と女性農
地利用最適化推進委員の参画による交流支
援を行う。

－ 農業委員会

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

45

①
女性の能
力が発揮
できる環
境づくり
と条件整
備

●農業施策・方針決
定過程への女性参画
の拡大、女性農業者
の地位の向上、共同
経営参画の推進、女
性農業委員としての
活動強化

①
女性の能
力が発揮
できる環
境づくり
と条件整
備

13.農業施策・方針
決定過程への女性参
画の拡大し、女性農
業者の地位の向上や
共同経営参画の推進
を行うとともに、女
性委員としての活動
強化を図ります。

46

②
活力ある
農業・商
工業の実
現に向け
た男女共
同参画の
推進

●女性農業者グルー
プの育成のための情
報提供や様々な世代
との交流の支援

②
活力ある
農業・商
工業の実
現に向け
た男女共
同参画の
推進

14.女性農業者グ
ループの育成につな
がるよう、情報提供
や様々な世代との交
流の支援を図りま
す。

－30－



重点課題２－３　仕事と生活の調和の推進

　　施策の方向１）　家庭や企業における仕事と生活の調和に関する意識啓発の推進　〔47頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

　講演会、県情報誌（ブリリアント）等を活用
し情報提供に努めた。

　研修会だけでなく、広報紙を活用した
啓発等も必要。

－
　講演会、県情報誌（ブリリアント）等を
活用し情報提供に努める。
　ホームページ上にも掲載する。

－ 市民課

　結婚・妊娠・出産・子育て等に希望がもてる
暮らしの豊かさ日本一を実現するため、仕事と
家庭の両立と心豊かに子育てができる社会の実
現を目指して、みやざき「イクボス宣言」を
行った。

　特になし －
　仕事と家庭の両立と心豊かに子育てがで
きる社会の実現を目指し、情報や制度の周
知を行う。

－ 子育て支援課

　仕事と生活の両立応援宣言登録制度等の各種
事業や関係法令等及び、「多様な働き方」に係
る各種セミナーについて、チラシ配布や市広
報、ホームページによる周知を図った。

　制度や働き方について周知を図ること
が出来た。

－

　仕事と生活の両立応援宣言登録制度等の
各種事業や関係法令等及び、「多様な働き
方」に係る各種セミナーについて、チラシ
配布や市広報、ホームページによる周知を
図る。

－ 商工観光課

　子育て支援に関する事項をまとめた「小林市
子育ておうえんBOOK」を作成した。

　特になし －
　30年度中に作成した「小林市子育ておう
えんBOOK」を窓口や機会のあるごとに配
布する。

－ 子育て支援課

　仕事と生活の両立応援宣言登録制度等の各種
事業や関係法令等及び、「多様な働き方」に係
る各種セミナーについて、チラシ配布や市広
報、ホームページによる周知を図った。

　制度や働き方について周知を図ること
が出来た。

－

　仕事と生活の両立応援宣言登録制度等の
各種事業や関係法令等及び、「多様な働き
方」に係る各種セミナーについて、チラシ
配布や市広報、ホームページによる周知を
図る。

－ 商工観光課

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

47

①
ワーク・
ライフ・
バランス
実現のた
めの広報
啓発活動
の促進

●ワーク・ライフ・
バランス（仕事と生
活の調和）の普及に
向けた各種媒体の活
用による意識啓発の
推進

●仕事や家庭を考え
る月間（10月）中の
様々な啓発事業の重
点的な実施

●毎月19日を「育児
の日」とし市民全体
で子育て支援に取り
組む日として地域や
職場等に広く啓発

①
ワーク・
ライフ・
バランス
実現のた
めの広報
啓発活動
の促進

1.ワーク・ライフ・
バランス（仕事と生
活の調和）の普及に
向けて、各種媒体を
活用して意識啓発を
推進します。

2.仕事や家庭を考え
る月間（10月）で
は、様々な啓発事業
を重点的に行いま
す。

3.毎月19日を「育児
の日」とし、市民全
体で子育て支援に取
り組む日として、地
域や職場等に広く啓
発していきます。

48

②
仕事と育
児・介護
の両立に
関する法
律・制度
の周知の
推進

●母子健康手帳交付
時健康相談や乳幼児
健診、各種健康相談
を通じた育児・介護
休業制度や職場復帰
後の両立制度に関す
る情報提供

●母子健康手帳交付
時健康相談や乳幼児
健診、各種健康相談
を通じた育児・介護
に関する情報の提供

●子育て支援に関す
る事項をまとめたガ
イドブックの配布に
よる啓発や情報提供

②
仕事と育
児・介護
の両立に
関する法
律・制度
の周知の
推進

4.母子健康手帳交付
時健康相談や乳幼児
健診、各種健康相談
を通じて、育児・介
護休業制度や職場復
帰後の両立制度に関
する情報提供を行い
ます。

5.母子健康手帳交付
時健康相談や乳幼児
健診、各種健康相談
を通じて育児・介護
に関する情報の提供
を行います。

6.子育て支援に関す
る事項をまとめたガ
イドブックを配布
し、啓発や情報提供
を行います。

－31－



49 －

③特定事
業主行動
計画に基
づく取組
の推進

7.特定事業主行動計
画に基づき、働きや
すい職場づくりに向
けた取組を推進す
る。

 　女性職員がキャリアについて考え、自分
らしく能力を発揮しようとする意欲を高め
るための、女性職員活躍推進研修を実施す
る。

－ 総務課

50 －

④女性活躍
推進法に基
づく一般事
業主行動計
画策定の推
進のための
企業への啓
発・支援

8.企業経営者に対する
働き方改革等に関する
普及・啓発を行うとと
もに、労働者３００人
以下の企業を対象に、
女性活躍推進法に基づ
く、一般事業主行動計
画策定の支援に努めま
す。

　関係機関と連携し、各事業所に対し、一
般事業主行動計画策定についての資料や情
報提供を行う。

－
商工観光課

市民課

－32－



　　施策の方向２）　多様なライフスタイルに対応した子育てや介護の支援　〔47頁～49頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

　県情報誌（ブリリアント）等を活用し情報提
供に努めた。

　特になし －
　県情報誌（ブリリアント）等を活用し情
報提供に努める。　

－ 市民課

　結婚・妊娠・出産・子育て等に希望がもてる
暮らしの豊かさ日本一を実現するため、仕事と
家庭の両立と心豊かに子育てができる社会の実
現を目指して、みやざき「イクボス宣言」を
行った。

　特になし －
　仕事と家庭の両立と心豊かに子育てがで
きる社会の実現を目指し、情報や制度の周
知を行う。

－ 子育て支援課

　仕事と生活の両立応援宣言登録制度等の各種
事業や関係法令等及び、「多様な働き方」に係
る各種セミナーについて、チラシ配布や市広
報、ホームページによる周知を図った。

　制度や働き方について周知を図ること
が出来た。

－

　仕事と生活の両立応援宣言登録制度等の
各種事業や関係法令等及び、「多様な働き
方」に係る各種セミナーについて、チラシ
配布や市広報、ホームページによる周知を
図る。

－ 商工観光課

　男女共同参画週間に併せて、庁舎多目的ス
ペースで啓発を行った。

　特になし －
　県及び県男女共同参画センターのチラ
シ・ポスター等を活用し周知を図る。

－ 市民課

　結婚・妊娠・出産・子育て等に希望がもてる
暮らしの豊かさ日本一を実現するため、仕事と
家庭の両立と心豊かに子育てができる社会の実
現を目指して、みやざき「イクボス宣言」を
行った。

　特になし －
　仕事と家庭の両立と心豊かに子育てがで
きる社会の実現を目指し、情報や制度の周
知を行う。

－ 子育て支援課

　仕事と生活の両立応援宣言登録制度等の各種
事業や関係法令等について、チラシ配布やホー
ムページによる周知を図った。

　市の機関での広報等で周知を図ること
ができた。

－

　今後も仕事と生活の両立応援宣言登録制
度等の各種事業や関係法令等について、チ
ラシ配布やホームページによる周知を図
る。

－ 商工観光課

　介護保険法改正に伴う介護保険制度の変更点
を、市の各施設や地域包括支援センター等の窓
口にパンフレット等を設置し、周知や啓発に努
めた。

　窓口対応の際にパンフレットを利用し
スムーズな説明を行うことができ、相談
者の手助けとなった。

544,320

　介護保険法改正に伴う介護保険制度の変
更点を、市の各施設や地域包括支援セン
ター等の窓口にパンフレット等を設置し、
周知や啓発に努める。

693,000 長寿介護課

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

51

①
ワーク・
ライフ・
バランス
に配慮し
た職場環
境づくり
の推進

●ワーク・ライフ・
バランス（仕事と生
活の調和）の普及に
向けた企業・団体へ
の意識啓発

●市ホームページや
地区民生委員などを
通じた相談体制の情
報の提供

①
ワーク・
ライフ・
バランス
に配慮し
た職場環
境づくり
の推進

9.ワーク・ライフ・
バランス（仕事と生
活の調和）の普及に
向けた、企業・団体
への意識啓発に努め
ます。

10.市ホームページ
や地区民生委員など
を通じて、相談体制
の情報を提供しま
す。

52

②
男性の育
児・介護
への参画
の推進

●男性の育児休暇取
得の促進や家庭と仕
事の両立を支援する
ための男性の家庭へ
の参画についての企
業に対する啓発の推
進

●労働時間や雇用形
態といった働き方の
見直しや職場環境の
改善の促進、仕事と
家庭の両立がし易い
環境づくり

●家庭における男性
の家事・育児・介護
への参画を促進する
ための各種講座の開
催

②
男性の育
児・介護
への参画
の推進

11.男性の育児休暇
取得の促進や、家庭
と仕事の両立を支援
するため、男性の家
庭への参画につい
て、企業に対する啓
発を推進します。

12.労働時間や雇用
形態といった働き方
の見直しや職場環境
の改善を促進し、仕
事と家庭の両立がし
易い環境づくりに努
めます。

13.家庭における男
性の家事・育児・介
護への参画を促進す
るため、各種講座を
開催します。
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実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

　ファミリーサポートセンター事業
　まかせて会員　114名
　おねがい会員　498名
　両方会員             7名
　活動件数         255件

　乳幼児健診等で制度の周知を図り、引
き続き子育て中の保護者の支援を行って
いく。

2,800,000
　子育て支援団体へ事業を委託し実施す
る。
運営委託料　4,000,000円

4,000,000 子育て支援課

　放課後児童クラブ事業
　14クラブ（定員　410名）

　野尻地区に1箇所（定員20人）の児童
クラブを開設し、総定員増につながっ
た。

64,524,000
　引き続き、各学校単位の利用状況の把握
に努め、適正な定員管理に取り組む。

76,597,000 子育て支援課

　保育所　           15か所
　認定こども園       9か所
　幼稚園（新制度） 3か所
　定員　            2040名

　認定こども園や施設型給付を受ける幼
稚園への移行に際し、事業者や県と連携
し事業を行った。

1,827,580,189
　引き続き事業を推進し、子育て支援を
行っていく。

1,905,103,000 子育て支援課

　地域組織活動育成事業
　児童センターと連携した高齢者・小中学生の
交流事業として、夏祭りや秋祭りを実施した。

　実施団体や事業内容が固定化されてお
り、補助金を1団体あたり130,000円
から100,000円に減額した(100,000
円×3団体=300,000円交付)。

300,000
　各団体の事業実施に対し、引き続き小林
市地域組織活動育成事業補助金交付要綱に
基づく補助を行い、連携を図る。

300,000 子育て支援課

　一時預かり事業　　9法人
＊補助対象
【一般型】　実施園　14園
　　　延べ利用者数　2,472人
【幼稚園型】実施園　5園
　　　延べ利用者数　10,284人

　保育所では保護者の病気やけが、冠婚
葬祭など一時的に保育が必要となった児
童を受入れ育児支援を行っている。また
幼稚園では、教育時間の終了後も引き続
き園児を預かり保護者の就労等に合わせ
た預かりを行っている。

31,529,140
　引き続き事業を推進し、子育て支援を
行っていく。

28,487,000 子育て支援課

　障がい児保育事業
　実施園　11法人　16園

　身体の障害や発達障害など支援を要す
る児童を受け入れている保育所等で、保
育士を加配し細やかな保育ができるよう
補助を行っている。

6,954,870
　引き続き事業を推進し、子育て支援を
行っていく。

6,960,000 子育て支援課

　在宅介護手当や介護用品の支給を行った。
　・在宅介護手当　5,085,000円
　・介護用品　　　１,799,252円

　在宅介護手当支給対象者数　５０人
　　　　　（Ｈ31年１～３月）

6,884,252
　在宅介護者の身体的・精神的・経済的な
負担軽減を図るため、引き続き、在宅介護
手当や介護用品の支給等を行う。

8,355,000 長寿介護課

　母子健康手帳交付時に生活状況に関するアン
ケート調査を実施し必要なケースについては支
援サービスを提供したり健康相談を行ってい
る。
　乳幼児健診、各種健康相談で、安心して仕
事、出産、育児が出来るよう各種情報提供を
行った。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
乳幼児健康診査時に育児支援を行なっている他
の団体、施設も参加し関係機関の連携を図りな
がらサービスの充実を図った。

　妊婦一般健康診査助成券14枚、妊婦
子宮がん検診助成券１枚、乳児一般健康
診査助成券2枚を交付し、母と子の健康
管理に努めるとともに経済的支援を行
なった。更に新生児聴覚検査助成券を発
行し、経済的支援と健康管理の充実を
図った。

43,610,642

　引き続き妊婦健康診査助成券14枚、乳児
健康診査助成券2枚、子宮頸がん検査助成
券、新生児聴覚検査助成券、産婦健康診査
助成券２枚を交付し経済的支援と健康管理
の充実を図っていく。
　妊娠届出時や乳幼児健診、各種健康相談
で、安心して仕事、出産、育児が出来るよ
う各種情報提供等を継続的に実施し支援を
行なう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
乳幼児健康診査時は、子育て支援センター
等育児支援を行う団体も参加するため支援
サービス等の情報提供を行う。

51,062,000 健康推進課

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

53

③
育児・介
護に関す
る経済的
支援や
サービス
の充実

●妊婦健康診査につ
いて公費負担を実施
し受診を促進するこ
とによる妊婦の健康
管理の充実及び経済
的負担の軽減

●在宅の寝たきり高
齢者等の介護者の経
済的負担等を軽減す
るための介護に必要
な介護用品の給付

●ファミリー・サ
ポートセンター事業
の積極的な推進と保
育所や放課後児童ク
ラブ等の施設の充実

●地域活動クラブや
放課後児童クラブの
充実と地域全体で子
育て支援に取り組む
体制の整備

●一時預かり事業、
障がい児保育など市
民のニーズに応じた
保育サービスの充実

③
育児・介
護に関す
る経済的
支援や
サービス
の充実

14.妊婦健康診査に
ついて、公費負担を
実施し、受診を促進
することにより、妊
婦の健康管理の充実
及び経済的負担の軽
減を図ります。

15.在宅の寝たきり
高齢者等の介護者の
経済的負担等を軽減
するため、介護に必
要な介護用品を給付
します。

16.ファミリー・サ
ポートセンター事業
を積極的に推進する
とともに、保育所や
放課後児童クラブ等
の施設の充実を図り
ます。

17.地域活動クラブ
や放課後児童クラブ
の充実を図り、地域
全体で子育て支援に
取り組む体制を整備
します。

18.一時預かり事
業、障がい児保育
等、市民のニーズに
応じた保育サービス
の充実を図ります。
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実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

　保育所　           17か所
　認定こども園       6か所
　幼稚園（新制度） 4か所
　定員　            2025名

　認定こども園や施設型給付を受ける幼
稚園への移行に際し、事業者や県と連携
し事業を行った。

1,796,241,955
　引き続き事業を推進し、子育て支援を
行っていく。

1,905,103,000

　子育て支援子ども医療費助成
　乳幼児　医療費助成額　     75,351,143円
              審査支払手数料　    3,047,472円
　　　  　 助成件数　                 47,356件

　小学生  医療費助成額　     39,205,167円
             審査支払手数料　    1,556,172円
             助成件数　                 23,645件

　中学生  医療費助成額　       2,112,330円
             審査支払手数料　         67,099円
             助成件数　                   1,041件

　平成31年1月診療分から中学生に対す
る助成を開始した。ひと月の自己負担は
1診療分につき、乳幼児350円、小・中
学生800円。

121,339,383
　引き続き事業を推進し、子育て支援を
行っていく。

144,463,000

　仕事と生活の両立応援宣言登録制度等の各種
事業や関係法令等及び、「多様な働き方」に係
る各種セミナーについて、チラシ配布や市広
報、ホームページによる周知を図った。

　制度や働き方について周知を図ること
が出来た。

－

　仕事と生活の両立応援宣言登録制度等の
各種事業や関係法令等及び、「多様な働き
方」に係る各種セミナーについて、チラシ
配布や市広報、ホームページによる周知を
図る。

－ 商工観光課

　母子健康手帳交付時に健康相談や乳幼児健
診、各種健康相談で、安心して仕事、出産、育
児が出来るよう各種情報提供を行った。

　情報提供はしているが、各企業間での
差がある。　

－

  妊娠届出時の健康相談や乳幼児健診、各
種健康相談で、安心して仕事、出産、育児
ができるようパンフレット等を配布し各種
情報提供を行なう。

－ 健康推進課

　介護保険法改正に伴い、介護保険制度が大き
く変化し煩雑化したため、市の各施設や地域包
括支援センター等の窓口にパンフレット等を設
置し、周知や啓発に努めた。

　窓口対応の際にパンフレットを利用し
スムーズな説明を行うことができ、相談
者の手助けとなった。

544,320

　介護保険法改正に伴い、介護保険制度が
大きく変化し煩雑化したため、市の各施設
や地域包括支援センター等の窓口にパンフ
レット等を設置し、周知や啓発に努めた。

693,000 長寿介護課

平成30年度 令和元年度

番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

54

④
仕事と育
児、介護
の両立の
ための制
度の定着
促進

●保育サービス充実
や育児休暇制度の利
用、短時間勤務制度
の普及啓発などによ
る子育てしやすい環
境づくりの推進

●乳幼児医療制度、
子ども医療助成（入
院のみ）児童手当及
び児童扶養手当制度
の周知

●母子健康手帳交付
時健康相談や乳幼児
健診、各種健康相談
を通じた育児・介護
休業制度や職場復帰
後の両立制度、その
他家事に関する制度
の情報の提供

●妊婦健康診査にお
ける公費負担の実施
と受診の促進による
妊婦の健康管理の充
実及び経済的負担の
軽減

●介護サービスや施
設等の情報など介護
保険制度の利用に関
する情報の適宜提供

④
仕事と育
児、介護
の両立の
ための制
度の定着
促進

19.保育サービス充
実や育児休暇制度の
利用、短時間勤務制
度の普及啓発などに
より、子育てしやす
い環境づくりを推進
します。

20.子育て支援子ど
も医療費助成、児童
手当及び児童扶養手
当制度の周知を図り
ます。

21.母子健康手帳交
付時健康相談や乳幼
児健診、各種健康相
談を通じて、育児・
介護休業制度や職場
復帰後の両立制度、
その他家事に関する
制度の情報の提供を
行います。

22.妊婦健康診査に
おける公費負担を実
施し、受診を促進す
ることにより、妊婦
の健康管理の充実及
び経済的負担の軽減
を図ります。

23.介護サービスや
施設等の情報など、
介護保険制度の利用
に関する情報を適宜
提供します。

子育て支援課
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実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

　子育て支援センター運営事業
　3か所の支援センターをすべて委託し実施。

　ＫＥＴ（小林・えびの・高原）サン
シャインネットワークとして、5か所の
子育て支援センターの交流を図った。

25,473,000
　引き続き事業を推進し、子育て支援を
行っていく。

26,109,000 子育て支援課

　在宅介護支援センターに委託し、センター職
員の訪問活動により、生活状況の調査や介護に
関する相談・要望を受ける「高齢者実態把握・
総合相談支援事業」を実施した。

　各種サービスの周知・説明により、在
宅生活の支援や介護予防につながってい
る。
　支援困難なケース（ゴミ屋敷、サービ
ス利用の拒否等）が増加しており、介入
が難しいケースが増えてきている。

6,000,000

　引き続き、在宅介護支援センターによる
「高齢者実態把握・総合相談支援事業」を
実施し、情報提供や相談体制の充実を図
る。

6,000,000 長寿介護課

　母子健康手帳交付時には生活状況に関するア
ンケート調査を行い相談へ繋いでいる。また、
妊娠中の妊婦全員を対象に妊娠中期・後期に電
話相談を実施する。妊娠中からの不安解消や、
出産後の母体管理や育児方法、予防接種等の情
報提供を行った。
　乳幼児健康診査での相談や赤ちゃん全戸家庭
訪問を通じて育児の不安解消を図った。
　さらに、乳幼児を対象とした相談を毎月行
い、栄養・育児相談等を行なった。子育て支援
センター、ファミリーサポートセンター、及び
児童館等との連携により育児の負担軽減が図ら
れた。

　問題のケースは、継続的に対応して支
援していくことが必要である。

－

　保健センター内に子育て世代包括支援セ
ンターを設置し,母子保健専門員を配置して
いる。妊娠期から子育て期にわたるまで総
合的な相談に応じていく。乳幼児相談や健
康診査時に保健師等が相談に対応し、不安
解消や、情報提供を行う。

－ 健康推進課

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

55

⑤
育児・介
護支援の
ための情
報提供と
相談の充
実

●介護に関する情報
提供や介護技術の取
得への支援を通じた
介護しやすい環境づ
くりの推進

●地域包括支援セン
ターを核とする総合
相談窓口の設置と関
係団体等の協力のも
とでの個別の相談体
制の強化充実

●子育ての不安に対
する相談や地域にお
ける子育て支援に対
応するための既存の
地域子育て支援セン
ターの充実

●子育て支援に関す
る事項をまとめたガ
イドブックの配布と
情報提供

●保健・福祉・教育
その他関係機関との
連携による情報の共
有や虐待・閉じこも
り等の防止などへの
取組みと子育てに関
する相談・情報提供
体制の充実

●母子健康手帳交付
時健康相談や乳幼児
健診、各種健康相談
を通じた育児・介護
に関する情報の提供

⑤
育児・介
護支援の
ための情
報提供と
相談の充
実

24.介護に関する情
報提供や、介護技術
の取得を支援するこ
とに努め、介護しや
すい環境づくりを推
進します。

25.地域包括支援セ
ンターを核とする総
合相談窓口を設け、
関係団体等の協力の
もと個別の相談体制
を強化充実します。

26.子育ての不安に
対する相談や地域に
おける子育て支援に
対応するため既存の
地域子育て支援セン
ターの充実を図りま
す。

27.子育て支援に関
する事項をまとめた
ガイドブックを配布
し、情報提供を図り
ます。

28.保健・福祉・教
育その他関係機関と
連携し、情報を共有
しながら、虐待・閉
じこもり等の防止な
どに取り組み、子育
てに関する相談・情
報提供体制を充実し
ます。

29.母子健康手帳交
付時健康相談や乳幼
児健診、各種健康相
談を通じて、育児・
介護に関する情報の
提供を行います。

30.子育て包括支援
センターを設置し、
母子保健専門員を配
置します。妊娠貴か
ら子育て貴にわたる
まで総合的な相談に
応じ、不安解消や情
報提供を行います。
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実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

　要保護児童対策等地域協議会を開催し、要保
護児童等の状況把握に努めた。
　ポスター掲示による児童虐待防止の周知を
図った。

　関係機関との情報交換や連携を図り、
適切な支援を行っていく。

6,100
　要保護児童対策等地域協議会を中心に、
児童相談所等の関係機関と連携して早期発
見に努め児童虐待防止を図る。

19,000 子育て支援課

　保健師や母子健康推進員による乳児家庭全戸
訪問、健診未受診者訪問を実施した。早期発見
ができるよう家庭環境の状況等を観察しながら
訪問している。また、妊娠届出時に生活状況等
のアンケート調査を行い、妊婦の不安や経済的
不安等を把握し、早期からの支援に努めた。

　訪問等により家庭環境が把握できてい
る母子保健推進員と情報共有し活動の支
援を行なう必要がある。また、継続的に
支援の必要な方については、関係機関と
の緊密な連携による対応が必要である。　

－

  母子保健推進員の研修会等を開催し、訪
問等の内容の充実を図りながら虐待の早期
発見に努める。問題を抱える家庭について
は、他機関と連携しながら保健師が訪問指
導するなどの支援をしていく。

－ 健康推進課

　関係機関との連携や学校との情報共有によ
り、問題の未然防止に取り組むとともに、問題
発生時に早期に対応する体制づくりを図った。

　問題発生時に、学校や関係機関と連携
し、対応することができた。家庭環境の
改善を図ることができないケースもあ
り、今後も関係機関と連携を図っていく
必要がある。

－

　関係機関との連携や、各学校との情報共
有により、問題の未然防止と、問題発生時
における早期に対応できる支援体制の構築
を図っていく。

－ 学校教育課

施策の方向３）　働く男女の健康管理対策の推進　〔50頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

　家庭相談員3名に加えて、必要に応じて臨床心
理士によるカウンセリングを行った。
○家庭児童相談室　相談受付件数　135件

　臨床心理士によるカウンセリングによ
り相談者の精神的な不安を解消すること
ができた。

6,546,974
　家庭相談員3名に加えて、必要に応じて
心象心理士によるカウンセリングを行う。

6,927,000 子育て支援課

　働く女性の健康管理面では、身体的精神的支
援の相談があり随時対応した。また、乳幼児を
持つ女性については、健診の場や相談･訪問指導
時に個別的に対応した。

　困難となる要因が複数ある場合が多い
ので、関係機関との緊密な連携が必要で
ある。

－
  働く女性、乳幼児を持つ女性について
は、子どもの健診や訪問等の機会に対応す
る。

－ 健康推進課

58

②
性別に応
じた検診
や医療の
充実

●女性特有のがんの
予防と早期発見のた
めのがんに関する正
しい知識の普及啓発
やがん検診の受診率
向上対策、相談支援
体制の充実など総合
的ながん対策の推進

　２８年度からは、胃がん（内視鏡）検診を
クーポン事業に追加、また、子宮・乳がん検診
は受診しやすい年齢に変更し、大腸がん検診と
ともに、一定の年齢の方に無料クーポン券実
施、各種検診は地域に出向いて実施した。
　要精密の未受診者については電話等での受診
勧奨を行った。

　子宮がん検診は20歳からが対象とな
るが、若年層の検診受診率が低い。

－

②
性別に応
じた検診
や医療の
充実

36.女性特有のがん
の予防と早期発見の
ため、がんに関する
正しい知識の普及啓
発やがん検診の受診
率向上対策に取り組
むほか、相談支援体
制の充実など、総合
的ながん対策の推進
を図ります。

  乳がん、子宮がん、胃がん、大腸がん検
診は、一定の年齢の方に無料クーポン券を
継続実施する。更に日曜検診・地域に出向
いての検診等実施する。若い世代へのPRに
努める。
　子宮がん検診時、40歳以上で希望者は大
腸がん検診を同時受診で実施する。

－ 健康推進課

平成30年度 令和元年度

平成30年度 令和元年度

番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

56

⑥
虐待防止
のための
啓発活動
と体制の
強化

●学校、関係機関の
協力体制の強化と定
期的な情報の共有の
推進

●広報紙やパンフ
レット等による児童
虐待防止のための周
知

●母子保健推進員へ
の乳幼児健診への従
事や赤ちゃん訪問、
健診未受診者訪問の
依頼による虐待の予
防・早期発見

●要保護児童対策等
地域協議会を中心と
した児童相談所等の
関係機関との連携
と、啓発活動から相
談、支援までの体制
の強化

⑥
虐待防止
のための
啓発活動
と体制の
強化

31.学校、関係機関の
協力体制の強化を図る
とともに、定期的な情
報の共有を推進しま
す。

32.広報紙やパンフ
レット等により、児童
虐待防止のための周知
を図ります。

33.母子保健推進員に
乳幼児健診への従事、
赤ちゃん訪問や健診未
受診者訪問を依頼し、
虐待の予防・早期発見
に努めます。

34.要保護児童対策等
地域協議会を中心に、
児童相談所等の関係機
関との連携を図り、啓
発活動から相談、支援
までの体制を強化しま
す。

番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

57

①
女性の健
康保持の
支援・相
談体制の
充実

●保健・福祉・教育
その他関係機関と連
携による情報の共有
を通じた虐待・閉じ
こもり等の防止など
や、子育てに関する
相談・情報提供体制
の充実

①
女性の健
康保持の
支援・相
談体制の
充実

35.保健・福祉・教
育その他関係機関と
連携し情報を共有し
ながら、虐待・閉じ
こもり等の防止など
に取り組み、子育て
に関する相談・情報
提供体制の充実を推
進します。

－37－



－38－



基本目標３ 誰もが安心して暮らせる環境づくり

－39－



重点課題３－１　高齢者・障がい者が安心して暮らせる環境づくり

　　施策の方向１）　高齢者・障がい者が安心して暮らせる環境づくり　〔52頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

59

①
介護保険
サービス
の充実

●各種介護サービス
の向上や、介護に関
する情報提供、相談
体制の充実

●第５期介護保険事
業計画に基づいた身
近な住み慣れた地域
での生活を支援する
ための必要な介護
サービスの提供

　パンフレットを作成し、介護サービスについ
ての情報提供を充実させた。また、職員間の情
報共有により窓口での相談体制を充実させた。
　第７期介護保険事業計画の初年度として介護
サービスの提供を行った。
　社会福祉法人減免については、引き続き各法
人へ働きかけを促した。

　窓口における各種申請は利用者がわか
りやすい対応ができ、各事業所の申請代
行等もスムーズに行えるようになった。

544,320

①
介護保険
サービス
の充実

1.各種介護サービスの
向上や、介護に関する
情報提供、相談体制の
充実に努めます。

2.第7期介護保険事業
計画に基づき、身近な
住み慣れた地域での生
活を支援するため、必
要な介護サービスの提
供に努めます。

　社会福祉法人の減免については、未実施
の法人に対して引き続き実施をお願いして
いく。

693,000 長寿介護課

　地域密着型サービス事業所及び居宅介護支援
事業所の集団指導及び実地指導を実施した。

　実地指導　ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ　１事業所
　　　　　　ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ　  ３事業所
　　　　　　居宅支援　　４事業所

－
　地域密着型サービス事業所及び居宅介護
支援事業所について集団指導及び実地指導
を実施する。

－ 長寿介護課

　にしもろ定住自立圏共生ビジョンの事業とし
て、圏域2市1町で指定相談支援事業者へ委託
し、障がい者等からの相談に応じ、必要な情報
の提供及び助言等障がい者福祉サービスの利用
支援のための必要な支援を引き続き行うことが
できた。

　相談者への必要な情報の提供及び助言
などを行うとともに、各関係機関との連
携に取り組むことができたので、各種相
談支援体制の充実が図られた。
　H30年度実績
　　      利用者数：       　91人
　　      相談支援件数：1013件

4,451,000

　にしもろ定住自立圏共生ビジョンの事業
として、圏域2市1町で指定相談支援事業者
へ委託し、障がい者等からの相談に応じ、
必要な情報の提供及び助言等、障がい者福
祉サービスの利用支援や権利擁護のための
必要な支援を引き続き行う。

4,464,000 福祉課

　各種健（検）診の実施や健康相談、健康教育
の中で生活習慣病予防、介護予防に対する意識
付けを行なった。

　生活習慣病患者が増加している。健康
づくりに対して意識の薄い人などが多い
ので、意識付けが必要である。

5,223,232
  各種健（検）診日の増加、受診者の事後
指導の充実、健康相談、健康教育内容の充
実を図り生活習慣病予防に努める。

4,647,000 健康推進課

　二次予防事業対象者把握事業と関連づけ、介
護予防教室等に不参加傾向にある方に対し、介
護予防に対する機会を作り、健康寿命の推進を
目指した。

・一般介護予防事業
ハッスル教室　　　　６０回　９３４人
お元気クラブ　　　　３３回　３２１人
太極拳教室　　　　　４６回　５３５人
貯筋クラブ　　　　　２４回　４６０人
ｽﾄﾚｯﾁｳｫｰｷﾝｸﾞ教室    ４８回  ３,６７８人

2,733,000
　平成２９年度同様、一般介護予防事業を
推進する。また、地域で自主的に実施でき
る貯筋運動の普及を図る。

2,857,000 長寿介護課

　次の健診等を実施した。
　　・特定健診
　　・長寿健診
　　・人間ドック
　　・節目健診
　　・特定保健指導

　特定健診受診率 41.8％
　長寿健診受診率 35.0%
　人間ドック 一般 129人 脳 251人

100,971,387

　次の健診等を実施する。
・特定健診
・長寿健診
・人間ドック
・節目健診
・特定保健指導
・各種イベントでのPR活動
　被保険者個々人にあったより効果的な受
診勧奨を行うことで、受診率の向上、継続
受診者数の増を図る。

113,905,000 健康推進課

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

60

②
介護サー
ビス及び
障がい福
祉サービ
スの基盤
整備

●必要に応じて各種
サービスが適切に提
供されるための的確
な情報提供を通じた
サービスの質的向上
の促進と事業所に対
する指導監督の適切
な実施

②
介護サー
ビス及び
障がい福
祉サービ
スの基盤
整備

3.必要に応じて各種
サービスが適切に提
供されるよう、的確
な情報提供を行い
サービスの質的向上
を促進するととも
に、事業所に対する
指導監督を適切に実
施します。

61

③
介護予
防・生活
支援の充
実

●高齢者が自分自身
の健康に関心を持
ち、日頃の生活習慣
として主体的に健康
づくりや生きがいづ
くりに取り組めるた
めの生活機能維持・
向上を目指した介護
予防事業の推進

●各種健診、健康相
談、健康教育等を通
じた生活習慣病予
防・介護予防に関す
る意識付け

●介護者の精神的負
担の軽減を図ること
を目的とした家族介
護者の集い等の開催

③
介護予
防・生活
支援の充
実

4.高齢者が自分自身
の健康に関心を持
ち、日頃の生活習慣
として主体的に健康
づくりや生きがいづ
くりに取り組めるよ
う、生活機能維持・
向上を目指した介護
予防事業を推進しま
す。

5.各種健診、健康相
談、健康教育等を通
じて生活習慣病予
防・介護予防に関す
る意識付けを行いま
す。

6.介護者の精神的負
担の軽減が図られる
よう目家族介護者の
集い等を開催しま
す。

－40－



実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

　第７期介護保険事業の初年度ということで、
計画に基づき、施設整備のため指定予定事業者
の公募を行った。

　特別養護老人ホームの待機者を解消す
るため、地域密着型サービスの指定予定
事業者を２事業者選定し、H31.4.1開設
を目標に施設整備を進めた。

－
　第７期介護保険事業計画の中間年度とし
て、令和２年度開設予定の施設整備に向け
て、公募等を滞りなく進める。

－ 長寿介護課

　障害福祉サービスの充実等障がい者等の日常
生活及び社会生活を総合的に支援するため、必
要な福祉サービスを提供した。

　障がいの特性に応じた各種障がい福祉
サービスを提供することで、地域生活及
び自立生活を推進する。

1,488,321,719

　障がい者の社会参加促進、地域生活への
移行等の自立支援に必要な介護給付費、訓
練等給付費、地域生活支援事業費、自立支
援医療費等の扶助を行う。

1,532,292,000 福祉課

63

⑤
介護や生
活支援に
係る人材
の確保

●介護分野の雇用改
善への支援、良好な
雇用創出及び労働力
確保の促進

　小林市高齢者保健福祉計画策定懇話会の中
で、人材確保について、各方面の意見や実態を
聞き取ることができた。

　介護人材の確保については、どの事業
所も苦慮している状況であり、経済的支
援も含め、今後検討する必要がある。

－

⑤
介護や生
活支援に
係る人材
の確保

8.介護分野の雇用改
善への支援を行い、
良好な雇用創出及び
労働力確保を促進し
ます。

　より良い介護サービスを提供するための
介護従事者への研修等を継続していく。

－ 長寿介護課

64

⑥
高齢者福
祉サービ
スの充実

●要援護高齢者の在
宅での生活の維持を
図ることを目的とし
た高齢者一人ひとり
の状況に応じた福祉
サービスの提供

　総合事業の開始に伴い見直しを行い、事業を
廃止した。

　－ －

⑥
高齢者福
祉サービ
スの充実

9.要援護高齢者が在
宅での生活が維持で
きるよう、高齢者一
人ひとりの状況に応
じた福祉サービスを
提供します。

　－ － 長寿介護課

施策の方向２　高齢者・障がい者の積極的な社会参画の促進と生きがい対策　〔53頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

　高齢者が働くことを通して活力ある地域社会
を作るために貢献している。そのためシルバー
人材センターへ補助を行うことで事業の支援を
行った。

　就業体制の組織化を図るなど就業の適
正化、就業機会の公平化をさらに推進す
る必要がある。

14,739,000
　シルバー人材センターが取り組む事業の
内容を精査し、事業に見合った補助を行っ
ていく。

14,739,000 長寿介護課

　一般就労を希望する障がい者が、身近な地域
で安心して生活するために関係機関と連携し、
相談支援体制及び雇用の確保に努めた。
　また、障がい者就労に関する会議や自立支援
協議会就労部会において、管内の実績や事例等
の情報収集を行った。

　ハローワーク、こばやし障害者就業・
生活支援センター等の相談窓口及び就労
支援事業所と情報交換・共有を行い、障
がい者雇用の促進に向けて、企業へ情報
を発信するとともに、障がい者の相談支
援体制の充実を図る必要がある。

－

　企業に対し、障がい者雇用を働きかける
など、障がい者の福祉的就労の場の拡充を
図りながら、就労移行支援を行い、最終的
に一般就労に結びつくよう関係機関との連
携を強化する。
　また、毎年ハローワークと連携して都城
市で開催されていた「障害者ふれあい就職
説明会」を小林市で共催として開催する予
定。

－ 福祉課

平成30年度 令和元年度

平成30年度 令和元年度

番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

62

④
利用者保
護と信頼
できる介
護サービ
ス及び障
がい福
祉ービス
の育成

●制度改革により創
設される多様なサー
ビスへの事業者の参
入の促進（地域密着
型サービスに重点を
置き、利用者の意向
を把握することが前
提）

④
利用者保
護と信頼
できる介
護サービ
ス及び障
がい福
祉ービス
の育成

7.地域密着型サービ
スに重点を置き、制
度改革により創設さ
れる多様なサービス
について、利用者の
意向を把握しながら
事業者の参入を促進
します。

番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

65
①
雇用の促
進

●シルバー人材セン
ターの活用

●障害者就労支援セ
ンターやハローワー
クとの連携

①
雇用の促
進

10.シルバー人材セ
ンターを活用しま
す。

11.障害者就労・生
活支援センターやハ
ローワークとの連携
を図ります。

－41－



実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

　小林地区５学級43講座、野尻地区３学級１９講
座、須木地区８講座を実施し、延べ１，５７９名の学
級生が参加した。
（小林９２７名、野尻４６４名、須木１８８名）
５月に３地区合同の開級式及び演芸大会では、２８５
名が参加し、９月に開催したグラウンドゴルフ大会で
は、１７２名が参加した。

　３地区合同開催の開級式や演芸大会、
グラウンドゴルフ大会も盛会の内に実施
でき、また各講座も計画通りに実施する
ことができた。参加者も男女ともに和気
あいあいの雰囲気で楽しく活動すること
ができた。
　ここ数年、各学級とも生徒数や各講座
参加者数が減少傾向にあり、参加者数が
増加するよう取り組んでいる。

240,322

　令和元年度も３０年度と同じ数の講座を
計画している。参加者増加のためにもでき
るだけ学級生の要望等を生かし、男女問わ
ず楽しく活動できる内容になるよう充実に
努める。

316,300 社会教育課

　友愛クラブ連合会へ補助金を支給し、活動の
支援を行った。

　クラブ会員及びクラブ数が減少してい
るため、会員獲得が課題である。

6,030,500

　友愛クラブ連合会への補助を行うこと
で、高齢者の生きがい支援を行っていく。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
また、活動内容を広報することで、会員増
へ繋げていきたい。

6,524,000 長寿介護課

　学校支援地域本部事業では、学校と地域コー
ディネーターが連携・協働し、地域のボラン
ティアの方々の特性を活かした活動が行われ
た。

　様々な支援ができるよう、ボランティ
アをしてくださる方の発掘が課題であ
る。

3,673,785

　学習支援をしていただけるボランティア
の方を要請していくほか、高齢者ならでは
の経験や体験を活かした幅広い支援活動が
実施できるよう、ボランティア活動を支援
していく。

3,681,000

　小林市内１学級において、1小学校4学年との
世代間交流を実施した。

　遊びや歌ゲームが中心である。孫、ひ
孫世代との交流で和んだ空気のなかで行
われるが、ややマンネリ化してきてい
る。

－

　今年度の世代間交流の内容としては、1
学級のみの予定である。１年かけて方向性
を検討していく。他の事業とも連携を図
る。

－

　全学級が積極的に交流活動に取り組むよう働
きかけを行った。

　全学級が交流活動を実施できた。 －

　各小中学校、幼・保育園と連携を図り、
学校行事等の中で参加可能な行事へ積極的
に参加ができるように情報提供し、支援す
る。

－

　学校運営協議会や地域学校協働本部事業を通
じて、地域ボランティアの積極的な活用に取り
組んだ。
　また、協働の学校づくり推進協議会を開催
し、学校・家庭・地域の連携の必要性について
啓発を図った。

　児童生徒の視野を広げるために、さら
に多種多様な分野での地域ボランティア
が必要となる。

1,146,000
　引き続き、学校運営協議会や地域学校協
働本部事業を通じて、学校・家庭・地域の
連携強化を図っていく。

1,275,000 学校教育課

　友愛クラブ連合会へ補助金を支給し、活動の
支援を行った。

　クラブ会員及びクラブ数が減少してい
るため、会員獲得が課題である。

6,030,500

　友愛クラブ連合会への補助を行うこと
で、高齢者の生きがい支援を行っていく。
また、活動内容を広報することで、会員増
へ繋げていきたい。

6,524,000 長寿介護課

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

66

②
高齢者へ
の学習機
会の提供

●高齢者の生きがい
のある生活実現を目
的とした高齢者学級
における各種講座や
地域との交流会と
いった多様な学習機
会の提供

●老人大学や高齢者
学級への参加の促進

●生涯学習の充実
（情報提供体制の整
備）

②
高齢者へ
の学習機
会の提供

12.高齢者の生きが
いのある生活実現の
ため、生きがい学級
において、各種講座
や地域との交流会と
いった多様な学習機
会を提供します。

13.生きがい学級へ
の参加を促進しま
す。

14.生涯学習を充実
します（情報提供体
制の整備）。

67

③
高齢者の
社会活動
の促進

●学校支援地域本部
事業の中での地域の
学校支援ボランティ
アの積極的な活用

●高齢者学級におけ
る世代間交流事業の
促進

●地域の高齢者と児
童・生徒の交流を推
進することを目的と
した地域と連携した
生きがいづくりにつ
なげる取組みへの支
援

●単位老人クラブの
活動の充実

③
高齢者の
社会活動
の促進

15.学校支援地域本
部事業の中で、地域
の学校支援ボラン
ティアの積極的な活
用に取り組みます。

16.生きがい学級に
おいて、世代間交流
事業を促進します。

17.地域の高齢者と
児童・生徒の交流を
推進するために、地
域と連携して生きが
いづくりにつなげる
取組みを支援しま
す。

18.単位友愛老人ク
ラブの活動の充実を
図ります。

社会教育課

－42－



施策の方向３）　高齢者・障がい者の自立支援　〔54頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

　高齢者住宅改造助成事業にて助成を行い、高
齢者の自立した生活の維持・促進及び介護者の
負担を図った。

　１５件 2,322,338
　県の補助事業廃止に伴い事業を終了し
た。

0 長寿介護課

　在宅の障がい者（児）のいる世帯の住宅を、
居住に適するよう改造する費用を助成すること
により、障がい者（児）の自立した生活の維
持、促進及び介護者の負担の軽減を図った。

　申請者の障がいの状態等に適した改造
となるよう、申請者、関係者等と十分に
協議しながら実施する必要がある。

180,000

　申請者の障がいの状態に適した住宅改造
計画を立て、障がい者の自立の維持、介護
者の負担軽減を図るとともに、将来的な見
通しをもった改造となるよう、事業を推進
する。

680,000 福祉課

【バリアフリー整備事業】　　　　　　　　　　　　
・側溝改良、蓋設置箇所　4８箇所　　　　　　　
・路面等段差解消箇所　　75箇所

　高齢者・障がい者・子どもなどを含め
た利用者に対し、安全な歩行環境の整備
を推進した。

313,461,680

　高齢者・障がい者・子どもなどの歩行安
全に対応するため、路面・歩道の段差解消
及び側溝有蓋化により、安全性の確保を図
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
令和元年度予定施工箇所数　　　　　　　　
・側溝改良、蓋設置箇所　   ２箇所　　　　　　　
・路面等段差解消箇所　　   ９箇所

76,000,000 建設課

　バリアフリー整備事業は完了のため計画な
し。

― ―
　バリアフリー整備事業は完了のため計画
なし。

―
須木庁舎

地域整備課

・道路改良工事　            →5箇所
・市道補修等　　            →58箇所
・バリアフリー整備事業　→2箇所

　高齢者・身体障がい者・通学生等及び
通行する車輌全ての利用者の安全・安心
を確保するため路面及び排水路等の改修
や道路改良を実施した。バリアフリー整
備事業では、側溝の蓋がけを実施し、通
学路の環境整備を行った。

201,639,000

・道路改良工事　            →35箇所
・市道補修等　　            →85箇所
・バリアフリー整備事業　→32箇所
通行の安全・安心及び利便性の向上を図る
ため路面及び排水路等の改修や改良を実施
する。

177,000,000
野尻庁舎

地域整備課

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

68

①
高齢者、
障がい者
が暮らし
やすいま
ちづくり

●高齢者、身体障が
い者、通学生等の誰
もが安心して活動し
社会参加できるため
のバリアフリー化

●高齢者、障がい者
が暮らしやすい環境
の整備や安心して生
活できる事業や制度
の周知徹底

①
高齢者、
障がい者
が暮らし
やすいま
ちづくり

19.高齢者・身体障
がい者・通学生等の
誰もが安心して活動
し、社会参加できる
よう、バリアフリー
化バリアフリー化を
図ります。

20.高齢者・障がい
者が暮らしやすい環
境の整備や安心して
生活できる事業や制
度を周知徹底しま
す。

－43－



実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

69

②
安心して
生活でき
るまちづ
くり

●高齢者が意欲や能
力に応じて社会との
かかわりを持ち続
け、様々な形で充実
した生活を実現でき
るための高齢者の社
会参画機会の提供や
環境の整備

　関係機関と連携し、成年後見制度の啓発等を
行った。

　高齢化により日々の自立した暮らしに
困難を抱える人が増加していくなかで、
成年後見制度の活用が求められている
為、啓発等していく必要がある。

－

②
安心して
生活でき
るまちづ
くり

21.高齢者が意欲や
能力に応じて社会と
のかかわりを持ち続
け、様々な形で充実
した生活を実現でき
るような高齢者の社
会参画機会の提供や
環境の整備を図りま
す。

　市長申立てを含め、成年後見制度の周
知・啓発に努める。

－ 長寿介護課

　緊急通報システム事業や認知症サポーター養
成講座の開催、認知症に関する様々な施策事業
の推進、高齢者の実態把握など事業の継続を
行った。

　緊急通報システム利用者数　１８２人
　　　（Ｈ３１年３月末）

6,075,232

　緊急通報システム事業や認知症サポー
ター養成講座の開催認知症に関する様々な
施策事業の推進、高齢者の実態把握（重点
課題2-3⑤でも計上）など事業を継続して
いく。

6,407,000 長寿介護課

　平成25年度から当課内に「小林市障がい者虐
待防止センター」を設置し、障がい者虐待の未
然防止や早期発見、迅速な対応等の適切な支援
に努めた。

　毎年度、当課担当グループ職員が当該
研修会に参加しており、グループ内での
情報共有を図っている。社会福祉士等の
専門職がいないため、困難な相談案件が
寄せられた時の対応に苦慮している。

　H30年度実績　　相談件数　1件

－

　今年度も県主催の障がい者虐待防止研修
会に担当グループから参加予定であり、研
修内容をもとにグループ内で共有を図る。
また、365日24時間対応で障がい者等か
らの相談に対応する。

－ 福祉課

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

70

③
安心なま
ちづくり
体制の充
実

●地域包括支援セン
ター在宅介護支援セ
ンター、民生委員等
による高齢者宅への
訪問の実施による情
報提供や生活実態の
把握

●ひとり暮らし高齢
者等や災害時要援護
者の在宅での生活の
維持を可能にするた
めの高齢者一人ひと
りの状態に対応した
福祉サービスの提供

●認知症に対する家
族や地域住民の理解
及び協力体制の構築
を推進することを目
的とした広報、啓発

●高齢者虐待防止の
ための啓発や被害者
に対する支援及び認
知症高齢者の支援施
策の推進

●障がい者虐待防止
体制の構築及び障が
い者の支援施策の推
進

③
安心なま
ちづくり
体制の充
実

22.地域包括支援セン
ターや在宅介護支援セ
ンター、民生委員等に
よる高齢者宅への訪問
を行い情報提供や生活
実態の把握に努めま
す。

23.ひとり暮らし高齢
者等や、災害時要援護
者の在宅での生活が維
持できるよう、高齢者
一人ひとりの状態に対
応した福祉サービスを
提供します。

24.認知症に対する家
族や地域住民の理解及
び協力体制の構築を推
進するよう広報、啓発
を行います。

25.高齢者虐待防止の
ための啓発や被害者に
対する支援及び認知症
高齢者の支援施策の推
進を図ります。

26.障がい者虐待防止
体制の構築及び障がい
者の支援施策の推進を
図ります。

－44－



重点課題３－２　様々な生活困難を抱える人に対する支援

施策の方向１）　相談・支援体制の充実　〔56頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

　健康推進課や福祉課と情報を共有しながら対
応した。

　特になし。 -
　健康推進課や福祉課と情報を共有しなが
ら対応する。

- 子育て支援課

　小林市生活自立相談支援センターを設置し、
生活困窮者の社会的・経済的自立の支援を行っ
た。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（相談62件）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
小林市生活困窮者自立支援ネットワーク会議、
調整会議等を開催し、関係機関との連携強化、
情報共有を図った。

　生活困窮者自立支援法による事業であ
り、当市は任意事業の家計相談事業も取
り組んでいる。今後は就労準備支援事業
等の取り組みを検討していく必要があ
る。

9,773,252

　小林市生活自立相談支援センターで生活
困窮者の相談・支援を通じ、自立を促進す
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
各会議を通じ、情報共有、連携強化等の支
援体制の充実を図る。

14,606,000 福祉課

　相談窓口の周知については、毎月相談日を広
報紙に掲載し、案内を行った。
　人権擁護委員・行政相談委員など、自主研修
会を開催し、相談対応能力の向上に努めた。
　また、相談日でない日に来られた方について
は市民課職員で対応した。

　人権・行政・なやみごと相談として、
人権擁護委員・行政相談委員が相談を受
けた。
平成３０年度実績　45件

　担当課へ依頼するべき案件について
は、各課と連携し対応できた。

1,046,222

・人権・行政・なやみごと相談を毎月５回
行う。
　（小林３回、須木１回、野尻１回）
・相談日以外の相談については、職員が対
応し、関係機関や関係課と連携する。

1,062,000 市民課

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

71

①
関係機関
のネット
ワーク構
築の推進

●生活困難を抱える
人の自立を促進する
ための市と関係機関
の連携の強化と相
談、支援体制の充実

●人権、行政、なや
みごと相談窓口の周
知と、さまざまな問
題を抱える人々の課
題解決のための相
談、支援体制の充実

①
関係機関
のネット
ワーク構
築の推進

1.生活困難を抱える
人の自立を促進する
ために、市と関係機
関の連携を強化と相
談・支援体制の充実
に努めます。

2.人権・行政・なや
みごと相談窓口を周
知して、様々な問題
を抱える人々の課題
解決のために、相
談・支援体制の充実
に努めます。

－45－



施策の方向２）　ひとり親家庭等に対する支援の充実　〔56頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

72
①
自立支援
の充実

●児童扶養手当支給
や医療費助成の実施
によるひとり親家庭
等への経済的支援
と、安定した生活の
維持への支援

・児童扶養手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　
離婚の相談等があった際に、窓口でパンフレッ
トを使い、制度の説明、申請について案内し
た。また、ひとり親になってからの支援につい
ても、県のパンフレットを使い説明した。　　　　　　　　　
8月の現況届時にそれぞれの世帯の実態を把握し
適正な支給を行った。

　受給資格者　　 656名
　受給者数　　　 592名
　停止者数　　　   55名
　未届者数　　　     9名

313,208,130
①
自立支援
の充実

3.児童扶養手当支給
や医療費助成を行
い、ひとり親家庭等
への経済的支援を図
り、安定した生活を
送れるよう支援しま
す。

・児童扶養手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　
離婚の相談等があった際に、窓口でパンフ
レットを使い、制度の説明、申請について
案内する。また、ひとり親になってからの
支援についても　県のパンフレットを使い
説明する。　　　　　　　　　　　　　　　
8月の現況届時にそれぞれの世帯の実態を
把握し適正な支給を行う。

412,590,000 子育て支援課

・ひとり親家庭医療費助成　　　　　　　　　　　　
児童扶養手当の制度の説明をする際に、医療費
の助成についてもチラシを使い説明した。ま
た、8月の現況届時に、適正な医療費助成につい
て再度、周知を行った。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　入院　　　　　 92件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　入院外　　  2,818件

16,570,560

・ひとり親家庭医療費助成　　　　　　　　　　　　
児童扶養手当の制度の説明をする際に　医
療費の助成についてもチラシを使い説明す
る。また、8月の現況届時に、適正な医療
費助成について再度、周知を行なう。　　　　　　　　　　　　　　　　　

21,600,000 子育て支援課

・母子世帯生活つなぎ資金　　　　　　　　　　　　　
小林市母子寡婦福祉協議会へ市より貸付を行
い、協議会において会員に対し、臨時的な緊急
支援としての貸付を行った。

3,000,000

・母子世帯生活つなぎ資金　　　　　　　　　　　　　
小林市母子寡婦福祉協議会へ市より貸付を
行い、協議会において会員に対し、臨時的
な緊急支援としての貸付を行なう。

3,000,000 子育て支援課

施策の方向３）　自立に向けた支援の充実　〔56頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

　高等職業訓練訓練促進給付金事業を実施し, 看
護師、保育士等の資格を取得するための支援を
実施した。

　○自立支援教育訓練給付金　     4件
　○高等職業訓練促進給付金事業  6件　　　
　○修了一時金                        2件　

6,640,588
　○自立支援教育訓練給付金　     4件
　○高等職業訓練促進給付金事業  6件　　　
　○修了一時金                        2件　

7,239,000 子育て支援課

　生活保護受給者等就労自立促進事業により、
生活保護受給者等の就労による経済的自立の実
現を図った。

　平成30年度中は延べ26名の被保護者
に対して就労支援を行い、13名が就労
又は増収を果たした。うち3名の方が保
護の廃止になり自立した。

2,003,148
　被保護者就労支援事業により、生活保護
受給者等の就労による経済的自立の実現を
図る。

2,195,000 福祉課

平成30年度 令和元年度

平成30年度 令和元年度

具体的施策具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

73

②
ひとり親
家庭の経
済的負担
の軽減

●広報紙やホーム
ページ等によるひと
り親家庭を対象とす
る福祉資金貸付制度
やひとり親家庭医療
費助成制度の周知

②
ひとり親
家庭の経
済的負担
の軽減

4.広報紙や市のホー
ムページ等により、
ひとり親家庭を対象
とする福祉資金貸付
制度やひとり親家庭
医療費助成制度の周
知を図ります。

番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

74

①
再就職へ
の支援の
充実

●ハローワーク等の
関係機関との連携の
強化と再就職への支
援の推進による困難
を抱える人の自立の
促進

①
再就職へ
の支援の
充実

5.ハローワーク等の
関係機関と連携を強
化し、再就職への支
援を推進し、困難を
抱える人の自立を促
進します。
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基本目標４ あらゆる分野への社会参画の推進
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重点課題４－１　政策・方針決定過程への女性参画の促進

施策の方向１）　政策・方針決定過程への女性の参画拡大　〔58頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

75

①
審議会等
への女性
の参画促
進

●全ての審議会にお
ける女性の参画の実
現を目的とした女性
委員の登用の促進
と、一方の性別に偏
らない審議会の運営
の推進

●幅広い分野からの
女性の人材について
の情報の収集と女性
委員の登用の推進

　審議会等における女性委員の幅広い分野から
の積極的登用について、関係課へ依頼したが、
登用率の向上に繋がらなかった。

　小林市男女共同参画基本計画では、平
成34年末までに審議会等における女性
の登用率を40％まで達成することとし
ているが平成３０年度においては、２
６．０％であった。
　今後も関係課へ積極的な登用を依頼し
ながら、女性の登用率の向上に努めてい
く必要がある。

－

①
審議会等
への女性
の参画促
進

1.全ての審議会にお
いて女性の参画が実
現するよう、女性委
員の登用を促進し、
一方の性別に偏らな
い審議会の運営を推
進します。

2.審議会等委員につ
いて、幅広い分野か
ら女性の人材を集
め、女性委員の登用
を推進します。

　平成31年4月1日時点での、女性の参画
率は、２４．３％で１．７ポイント減少し
た。
　今後も、審議会における女性委員の幅広
い分野からの積極的登用等について関係課
へ依頼しながら、各審議会委員の登用率向
上についての理解促進に努める。

－
市民課
全課

76

②
あらゆる
分野にお
ける政
策・方針
決定過程
への女性
の参画促
進

●企業、教育関係、
各種団体、ＰＴＡ等
における女性の政
策・意思決定過程へ
の参画促進について
の啓発活動の推進

　講演会、県情報誌（ブリリアント）等を活用
し情報提供に努めた。

　多くの市民や事業所等に情報提供が必
要。

－

②
あらゆる
分野にお
ける政
策・方針
決定過程
への女性
の参画促
進

3.企業、教育関係、
各種団体、PTA等に
おける女性の政策・
意思表示決定過程へ
の参画推進について
の啓発活動を推進し
ます。

　講演会、県情報誌（ブリリアント）等を
活用し情報提供に努める。
　関係機関を通じての啓発に努める。

－
市民課
全課

77

③
女性市職
員の採
用、登用
等の促進

●男女雇用機会均等
法の趣旨に則るとと
もに、小林市職員の
任用に関する規則に
基づいた採用の適正
な実施

●女性職員の登用拡
大、性別に関わらず
能力を有する職員を
公平に評価して管理
職に登用することの
推進

①女性職員の新規採用・登用拡大については、
引続き適正に実施していく。

②女性職員の意識改革を目的とした研修を適正
に実施した。

①平成31年4月1日付で、新たに女性職
員2名を管理職（課長級）に登用した。
　また、新規職員試験を実施し平成31
年4月1日付採用者21名の内女性を6名
採用した。

－

③
女性市職
員の採
用、登用
等の促進

4.採用については、男
女雇用機会均等法の趣
旨に則り、また、小林
市職員の任用に関する
規則に基づき、適正に
実施していきます。

5.女性職員の登用拡大
を図るとともに、性別
に関わらず、能力を有
する職員を公平に評価
して管理職に登用する
ことを推進します。

①引き続き適正に実施していく。

②女性職員意識改革研修を実施する。
引き続き適正に実施していく。

－ 総務課

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課
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施策の方向２）　女性の人材育成と人材情報の提供　〔59頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

78

①
エンパ
ワーメン
トのため
の学習機
会の提供

●各種学習会の開催
と、学習会について
の情報の提供

●女性の政策決定の
過程への参画を促進
するための講座等の
開催

【男女共同参画推進大会】
○期日　平成３１年2月２４日（日）
○場所　小林市文化会館　小ホール
○内容　講演会、アンケート報告
○講師　樋口　恵子氏（高齢社会をよくする女
性の会理事長）
〇演題：「 これからの女性と男性のより良い関
係 」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○参加人数　１７８人　
　市内で活動する女性団体から実行委員を募
り、男女共同参画推進のための講演会等を実施
し意識改革に努めた。

　ポスター、チラシなどで周知を図った
が、参加者が少なかった。

701,978

①
エンパ
ワーメン
トのため
の学習機
会の提供

6.各種学習会の開催
と学習会についての
情報を提供します。

7.女性の政策・方針
決定過程への参画を
促進するための講座
等を開催します。

【男女共同参画推進大会】
○期日　令和元年１１月１０日（日）
○場所　小林市文化会館
○内容　講演会
　男女共同参画の推進を図るための講演会
を行う。

811,000 市民課

79

②
市民グ
ループの
活動支援

●市民グループ同士
の情報交換への支援
と交流の場の提供に
よる市民グループの
ネットークの構築の
推進

　市民活動支援センターで団体登録を行い、各
種問い合わせや団体の紹介等を行った。また、
団体支援業務としてスキルアップ講座（２
回）、水辺の環境学習支援（３回）を開催し団
体間のネットワーク構築の推進を図った。

　講師を招きスキルアップ講座「初めて
の手話体験講座」「NPOのための会計講
座」を行った。
　市内小学生を対象とし、本庄川水質調
査を行う「水辺の環境学習支援」を行
い、団体間の交流を図った。

7,505,000

②
市民グ
ループの
活動支援

8.市民グループ同士
の情報交換を支援
し、交流の場を提供
することで、市民グ
ループのネットーク
の構築を推進しま
す。

　NPO法人政策連絡会の開催、市民活動支
援センターに登録のある団体の実態調査を
行い、市民グループ同士の情報交換支援を
行う。
　市民活動支援センターの登録制度の周知
をセンター便りで行い、市民グループ間の
ネットワーク構築を推進する。

7,505,000 企画政策課

80

③
人材育成
のための
養成事業
の充実

●女性リーダーを育
成する各種講座の開
催と優秀な人材の情
報の発信

【男女共同参画推進大会】
○期日　平成３１年2月２４日（日）
○場所　小林市文化会館　小ホール
○内容　講演会、アンケート報告
○講師　樋口　恵子氏（高齢社会をよくする女
性の会理事長）
〇演題：「 これからの女性と男性のより良い関
係 」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○参加人数　１７８人　
　市内で活動する女性団体から実行委員を募
り、男女共同参画推進のための講演会等を実施
し意識改革に努めた。

　ポスター、チラシなどで周知を図った
が、参加者が少なかった。

701,978

③
人材育成
のための
養成事業
の充実

9.女性リーダーを育
成する各種講座を開
催し、優秀な人材の
情報の発信に努めま
す。

【男女共同参画推進大会】
○期日　令和元年１１月１０日（日）
○場所　小林市文化会館
○内容　講演会
　男女共同参画の推進を図るための講演会
を行う。

811,000 市民課

81

④
女性の人
材に関す
る情報の
収集、整
備・提供

●市政に女性の声を
反映させるための幅
広い分野からの女性
の人材に関する情報
収集と募集情報の提
供

　広報紙を通じて広く募集を行った。
　広報紙を利用し広く周知する必要があ
る。

－

④
女性の人
材に関す
る情報の
収集、整
備・提供

10.市政に女性の声
を反映させるため
に、幅広い分野から
の女性の人材に関す
る情報収集を進める
とともに、と募集情
報の提供を行いま
す。

　公募委員については、広報紙を通じて広
く募集を呼びかけることを各課へ依頼す
る。

－ 市民課

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課
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重点課題４－２　まちづくりにおける男女共同参画の推進

施策の方向１）　市民と行政の協働によるまちづくり・市民活動の推進　〔62頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

82

①
小林市男
女共同参
画審議会
の充実

●計画の効果的な推
進を図るための民意
を反映した意見や提
言の積極的な施策へ
の反映

　「第2次小林市男女共同参画基本計画」に基づ
いた、関係課の事業の取組み状況や審議会等へ
の女性委員の参画状況について審議いただい
た。
　また、「第2次小林市男女共同参画基本計画」
の中間見直しに伴い、3回の協議を行い「第2次
小林市男女共同参画基本計画改訂版」を策定し
た。

　「第2次小林市男女共同参画基本計画
改訂版」を策定した。

67,100

①
小林市男
女共同参
画審議会
の充実

1.計画の効果的な推
進を図るため、民意
を反映した意見や提
言を積極的に施策に
反映します。

　「第2次小林市男女共同参画基本計画改
訂版」に基づき、各課の取組について審議
いただき、男女共同参画推進に努める

61,000 市民課

83

②
市民活動
の支援と
市民参画
の促進

●地域住民による地
域の見守りの促進
や、地域の魅力を高
める新たな取組みを
行うための自治会や
婦人会などの活動の
活性化への支援

●男女共同参画に関
して自主的活動を
行っている団体、グ
ループの活動への支
援

　市民との協働を進める施策の一つとしての
「元気なまちづくり支援補助金」については、
男女共同参画関係の申請はなかったが、同補助
金の活用により市民活動の支援と市民参画の促
進に努めた。

　元気なまちづくり支援補助金
・交付団体数　６団体

1,186,801

②
市民活動
の支援と
市民参画
の促進

2.地域住民による地
域の見守りを促進し
たり、地域の魅力を
高める新たな取組み
を行うことができる
よう、自治会などの
活動の活性化を支援
します。

3.男女共同参画に関
して自主的活動を
行っている団体・グ
ループの活動を支援
します。

　市民活動団体の活動補助として「元気な
まちづくり支援補助金を活用する。同補助
の活用により、市民活動の活性化とまちづ
くりへの市民参画の促進を図る。
　また、ハード事業補助金を活用し地域住
民等によるまちづくりを行う施設等の整備
を支援する。

13,400,000 企画政策課

平成30年度 令和元年度
番号具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

84

③
男女共同
参画の視
点に立っ
た地域コ
ミュニ
ティの構
築

●地域づくり団体へ
の情報提供や地域づ
くりリーダー育成、
団体間の連携・交流
の促進と自主的な地
域づくり活動への支
援

　三松中校区、東方中校区協議会が設立され
た。

（須木）
・地域担当職員１１名（内　女性２名）
（野尻）
・地域担当職員１３名（内　女性１名）
（三松）
・地域担当職員９名（内　女性２名）
（南）
・地域担当職員９名（内　女性４名）
（東方）
・地域担当職員１４名（内　女性２名）
（永久津）
・地域担当職員１１名（内　女性２名）
・地域支援員　１５名（内　女性４名）

283,200

③
男女共同
参画の視
点に立っ
た地域コ
ミュニ
ティの構
築

4.地域づくり団体へ
の情報提供や地域づ
くりリーダーの育
成、団体間の連携・
交流を促進して、男
女を問わず自主的な
地域づくり活動を支
援します。

　永久津中校区及び小林校区において、地
域担当職員及び地域支援員を配置するに当
たり、積極的に女性の参画に配慮する。
　また、きづな協働体においても、積極的
な女性の参画に配慮する。
　なお、リーダーの育成については、継続
的に市民活動支援センターと連携を図り、
各種団体への情報提供や地域リーダー育成
の強化を図る。

732,000 企画政策課

－50－



施策の方向２）　地域活動における男女共同参画の促進　〔62頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

　男女共同参画推進大会において、パネル展を
行い情報発信を図った。

　ポスター、チラシなどで周知を図った
が、参加者が少なかった。

－
　男女共同参画推進大会等で啓発に努め
る。また、関係課と連携し、様々な地域活
動の情報の提供に努める。

－ 市民課

　各種イベント毎に女性団体へ働きかけを行
い、地域イベントへ参加をいただいた。

　地域イベントへの女性団体の参加が促
進された。

－
　引き続き女性団体へ地域イベントへの参
加を働きかける。

－ 商工観光課

　保育所においては、高齢者施設等への訪問や
餅つきなどを実施し世代間交流に努めた。
　地域活動クラブにおいては、3クラブで世代間
交流を実施した。

　特になし。 －

　保育所においては、高齢者施設等への訪
問や餅つきなどを実施し世代間交流に努め
る。
　地域活動クラブにおいても、世代間交流
を実施する。

－ 子育て支援課

　友愛クラブにおいて、世代間交流を継続し
た。

　一定の地区のみの実施となっているた
め、市内全域で取り組めるようにする必
要がある。

6,030,500
　継続して世代間交流を実施している地区
を参考にし、未実施地区への周知等を行
う。

6,524,000 長寿介護課

　2団体がそれぞれに工夫して特色ある
活動を実施し、世代間交流を深めること
によって地域の絆を深めることができ
た。
　自主財源の確保が難しいので、区等の
地域組織と連携した、計画作成の依頼が
必要である。

2,815,600
　これからもより多くの自治公民館が世代
間交流事業に取り組めるよう、引き続き周
知や支援に努める。

2,403,000
社会教育課
企画政策課

　市民活動支援センターと連携し、各種講座を
開催した。
　設置予定の各きずな協働体の支援員や地域担
当職員として多くの女性が地域活動へ参加をし
た。

　きずな協働体の取組を通して、地域活
動への女性参画が促進された。
　しかし、講座に関しては、地域活動へ
の男女の積極的な参加を促進するための
講座、イベント等への呼びかけは特に行
わなかった。

－

　講座への参加、各種イベントへの参加に
ついては、市民活動支援センターを通じ
て、積極的な女性参画の呼びかけを行って
いく。
　また、設置予定であるきずな協働体の支
援員、地域担当職員についても、引き続き
積極的な女性参画の呼びかけを行う。

－ 企画政策課

　各種イベント毎に女性団体へ働きかけを行
い、地域イベントへ参加をいただいた。

　地域イベントへの女性団体の参加が促
進された

－
　引き続き女性団体へ地域イベントへの参
加を働きかける。

－ 商工観光課

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

85

①
地域活動
への男女
共同参画
を促進す
るための
広報啓発
活動の促
進

●地域活動の活性化
を図るための様々な
地域活動の情報や参
画機会の提供と、多
くの男女の地域活動
への参画の促進

●各種団体等との連
携によるポスター掲
示、チラシ配布によ
る周知

①
地域活動
への男女
共同参画
を促進す
るための
広報啓発
活動の促
進

5.地域活動の活性化
を図るため、様々な
地域活動の情報や参
画機会の提供に努
め、多くの男女の地
域活動への参画を促
進します。

6.各種団体等との連
携を図り、ポスター
掲示、チラシ配布に
よる周知に努めま
す。

86

②
男女によ
る地域教
育力の再
生

●保育所における高
齢者との交流事業の
実施

●地域活動クラブに
おける世代間交流事
業の実施

●小林市自治公民館
連絡協議会のコミュ
ニティづくり事業を
活用した男女による
世代間交流事業の支
援

②
男女によ
る地域教
育力の再
生

7.保育所において、
高齢者との交流事業
を実施します。

8.地域活動クラブに
おいて、世代間交流
事業を実施します。

87

③
地域社会
活動へ参
加しやす
い環境整
備

●地域活動への男女
の積極的な参加を促
進するための地域活
動のきっかけとなる
講座やイベントの開
催

●新たな地域づくり
の枠組みである「き
ずな協働体」の設立
の支援と男女の地域
活動への参加の促進

③
地域社会
活動へ参
加しやす
い環境整
備

9.地域活動への男女
の積極的な参加を促
進するために地域活
動のきっかけとなる
講座やイベントを開
催します。

10.新たな地域づく
りの枠組みとして
「きずな協働体」の
設立の支援し、男女
の地域活動への参加
を促進します。

－51－



施策の方向３）　観光・環境・その他の分野等における男女共同参画の推進　〔63頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

88

①
観光に関
する情報
収集と情
報提供の
推進

●女性力を活かした
観光分野での活動を
推進するための人材
育成やネットワーク
の構築の推進

　観光協会と連携し、コスモスレディ等と各種
イベントへ積極的に参加し、ネットワークの構
築を図った。

　コスモスレディ等と連携し、各種イベ
ントへ参加することで、より多く人に当
市の魅力ある情報発信が図られ、観光
PRへ繋がった。

656,000

①
観光に関
する情報
収集と情
報提供の
推進

11.女性力を活かし
た観光分野での活動
を支援するために、
人材育成やネット
ワークの構築を推進
します。

　引き続き観光協会と連携し、コスモスレ
ディ等と各種イベントへ積極的に参加し、
ネットワークの構築を図る。

656,000 商工観光課

89

②
環境問題
への取組
みの推進

●地域や家庭での環
境保全活動における
男女共同参画の推進

　平成30年度のリサイクル品分別指導員（第九
期後半）は、２６１名中３７名が女性であっ
た。また、要望があった分別器具・帽子・作業
用ゴム手袋を配布した。
　生活環境課・清掃工場への分別問い合わせも
非常に多く廃棄物への関心が高かった。

高齢化に伴い、男・女を問わず、指導員
の選出が年々難しくなってきている。

7,022,400

②
環境問題
への取組
みの推進

12.地域や家庭にお
いて、環境保全活動
における男女共同参
画を推進します。

　令和元年度のリサイクル品分別指導員
（第十期前半）に対し、分別指導について
協力をお願いする。
　令和元年度のリサイクル品分別指導員２
５４名医のうち、女性が４１名推薦され委
嘱している。

7,644,000 生活環境課

　県や県男女共同参画センター等と連携し、男
女共同参画の視点に立った地域づくり活動の優
良事例の情報収集・情報発信に努めた。

　県や男女共同参画センターから送られ
てくる情報誌を広く情報発信することが
できた。

－

　県や県男女共同参画センター等と連携
し、男女共同参画の視点に立った地域づく
り活動の優良事例の収集・情報発信に努め
る。

－ 企画政策課

　実績なし。 －
　各種イベントにおける委員への女性の参
画が図れるようチラシ配布等による周知を
図る。

－ 商工観光課

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

90

③
地域おこ
し、まち
づくりへ
の男女共
同参画の
推進

●男女共同参画の視
点に立った地域づく
り活動の優良事例の
収集・情報発信

③
地域おこ
し、まち
づくりへ
の男女共
同参画の
推進

13.男女共同参画の
視点に立った地域づ
くり活動の優良事例
の収集・情報発信に
努めます。

－52－



施策の方向４）　国際理解・協力の推進　〔63頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

91

①
男女平等
に対する
世界の取
組みにつ
いての情
報提供

●男女共同参画に関
する国際的な動向に
ついての情報発信
や、国際交流活動の
促進による国際的視
野に立った男女共同
参画の意識啓発

　地方創生課と連携し啓発に努めた。 　関係課と連携し取り組んだ。 －

①
男女平等
に対する
世界の取
組みにつ
いての情
報提供

14.男女共同参画に
関する国際的な動向
についての情報発信
や、国際交流活動の
促進により、国際的
視野に立った男女共
同参画の意識啓発を
進めます。

　講演会、県情報誌（ブリリアント）等を
活用し情報提供に努める。

－ 市民課

　学校訪問や国際交流事業以外に、生きがい学
級等の講座に参加するなど、幅広い世代への国
際理解活動を行った。

　活動内容も様々なものが展開できてお
り、国際理解や外国人との交流が促進さ
れている。

4,886,649

　学校訪問や講座等の活動に加え、国際交
流員の周知により市内在住の外国人の方々
にも国際理解活動に協力していただき、よ
り多くの外国人の方々との交流を促進して
いく。

1,745,000 社会教育課

　在住外国人への情報提供と在住外国人のサ
ポートを目的とした「にほんごサロン」を実施
した。防災マップの中国語（簡体字）、ベトナ
ム語、英語への翻訳を行った。

　市内の在住外国人の男女比率はおおよ
そ1：5であり、女性の割合が高い。在
留資格は、技能実習生が多い。
　防災マップの翻訳について、全ての言
語で対応するのは不可能であり、人数の
多いベトナム語、中国語での翻訳とし
た。

9,198,700
文化庁の実施する「地域日本語教育スター
トアッププログラム」を活用し、本市にお
ける日本語教育体制を検討する。

12,208,000 地方創生課

平成30年度 令和元年度
番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

92

②
国際交
流・協
力、国際
化の推進

●国際交流を地域に
根付いたものとして
いくための様々な分
野での国際交流の推
進

●国際的な男女共同
参画の取組みに関す
る情報収集と情報の
発信

●招致外国青年によ
る国際理解活動事業
の推進

●小学校訪問、外国
語教室、フレンド
シップ等の事業の充
実による、市民の国
際感覚の醸成・在住
外国人の地域への参
画推進

②
国際交
流・協
力、国際
化の推進

15.国際交流を地域
に根付いたものとし
ていくため、様々な
分野での国際交流を
推進します。

16.国際的な男女共
同参画の取組みに関
する情報収集を行
い、情報の発信を行
います。

17.招致外国青年に
よる国際理解活動事
業を推進します。

18.小学校訪問、外
国語教室、フレンド
シップ等の事業の充
実にさせ、市民の国
際感覚の醸成を図る
とともに、在住外国
人の地域への参を促
します。

19.国際化に向けた
人材育成を図りま
す。

20.公共施設や情報
発信における多言語
化を図ります。

－53－



重点課題４－３　防災分野における男女共同参画の推進

　　施策の方向１）　災害対策における女性力の活用　〔65頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

93

①
災害マ
ニュアル
作成時に
おける男
女共同参
画の推進

●地域防災計画に即
した女性の視点を活
かした防災支援対策
の推進

　行政における関係課の職員で構成する地域防
災計画委員会の委員について、女性職員の推薦
を促してきましたが結果的には増にはつながら
なかった。

　各委員は各種団体の代表となっている
ことから、公募制度を創設するなど、女
性が参画できる環境を整備する必要があ
る。

19,280,149

①
災害マ
ニュアル
作成時に
おける男
女共同参
画の推進

1.地域防災計画に即
して、女性の視点を
活かした防災支援対
策の推進を図りま
す。

　行政における関係課の職員で構成する地
域防災計画策定委員会の委員について、女
性職員の推薦を促進する。また、自主防災
組織の結成や活動において女性の参画を促
進し、女性の視点を活かした防災支援体制
を推進する。

23,330,000 危機管理課

施策の方向２）　防災分野への女性の参画の促進　〔65頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

●防災現場への女性
の参画を図るための
女性消防団員の加入
の促進

　女性消防団員による話し合いや勉強会の機会
を増やし加入の促進に努め、消防防災フェスタ
でのPR効果もあり新規入団者の確保はできた
が、退団者もいたため、結果的には増にはつな
がらなかった。

　火災予防啓発活動や加入促進活動の推
進として消防防災フェスタや秋まつりパ
レードでのPR活動を実施し、新規の女
性消防団員の加入はあったが、仕事と家
庭の両立が困難な団員もいるため活動し
やすい環境の整備が必要である。

89,399,885

2.男女共同参画の視
点を取り入れた施策
を展開するため、防
災現場への女性の参
画として、女性消防
団員の加入を促進し
ます。

　全国女性消防操法大会の出場が決定し、
団員のきずなをより深める活動を実施し、
火災等への予防啓発活動を引き続き推進す
る。また、女性消防団員の新規加入を促進
するとともに、さらなる活動の活性化を図
る。

97,564,000 危機管理課

●自主防災組織の活
動活性化を図るため
の市民防災リーダー
養成講習会の開催

　市民を対象とした市民防災リーダー養成講座
を開催し、102名の受講があり、そのうち37名
の女性の受講があった。

　102名を新たに市民防災リーダーとし
て養成し、総数が844名となった。

11,621,833

3.自主防災組織の活
動活性化のために、
市民防災リーダー養
成講習会を開催しま
す。

　自主防災組織の結成を引き続き図るとと
もに、真に稼動する自主防災組織の育成を
図る。女性の市民防災リーダーの養成も促
進する。

13,664,000 危機管理課

95

②
防災施設
等の整備
における
女性ニー
ズの反映

●男女のニーズの違
いの把握と避難施設
などのトイレや更衣
場所の整備にあたっ
ての女性の声の反映

　自主防災組織が結成された地区を中心に防災
訓練が実施されたが、避難施設等のあり方につ
いて検討することができた。

　防災施設等のあり方や整備方針等につ
いて、時勢の声を反映する機会を創設す
る必要がある。

19,280,149

②
防災施設
等の整備
における
女性ニー
ズの反映

4.男女のニーズの違
いを把握し、避難施
設などのトイレや更
衣場所については、
女性の声を反映させ
るよう努めます。

　訓練等を通じて、課題や対応策等を集約
し、女性の目線から整備等を検討する。

23,330,000 危機管理課

平成30年度 令和元年度

平成30年度 令和元年度

番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

94

①
自主防災
組織にお
いての女
性リー
ダー養成
の支援

①
自主防災
組織にお
いての女
性リー
ダー養成
の支援

－54－



３ 計画の推進

－55－



重点課題５－１　計画の推進体制

(1) 庁内推進体制の充実と強化　〔68頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

97

②
小林市男
女共同参
画推進条
例の周知
徹底

●小林市男女共同参
画推進条例の理念等
の啓発と周知徹底

　「第2次小林市男女共同参画基本計画改訂版」
の策定と合わせホームページでの周知に努め
た。

　今後も「第2次小林市男女共同参画基
本計画改訂版」と合わせホームページで
の周知に努める。

－

②
小林市男
女共同参
画推進条
例の周知
徹底

3.小林市男女共同参
画推進条例の理念等
について啓発し、周
知徹底を図ります。

　「第2次小林市男女共同参画基本計画改
訂版」と合わせホームページでの周知に努
める。

－ 市民課

98

③
国、県、
関係機
関、民間
との連携
強化

●国、県、関係機関
をはじめ事業所、市
民団体との連携、協
力体制の強化の推進
及び情報の共有化

　県や国が発行する情報誌についても関係課・
担当課へ回覧した。

　国や県が行っている事業の情報誌の提
供や講座等の案内をもっと広く行う必要
がある。

－

③
国、県、
関係機
関、民間
との連携
強化

4.国、県、関係機関
をはじめ事業所、市
民団体との連携と協
力体制の強化の推
進、情報の共有化を
図ります。

　庁内各課へ情報誌の配付を行い、情報の
共有を図る。
　また、事業所等へも県情報誌の配付を行
う。

－ 市民課

(2) 近隣市町村との連携による広域的な取組みの推進　〔68頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

99

①
近隣市町
村と連携
した男女
共同参画
社会の実
現に向け
た取組み
の促進

●近隣市町村の行政
担当者といきいき女
性アドバイザーや地
域リーダーとの合同
研修会の実施

●男女共同参画社会
づくりに関する調
査、研究

　各市町で開催する、講演会等に地域外からも
参加出来るよう、ポスター掲示等に努めた。

【男女共同参画推進大会】
○期日　平成３１年2月２４日（日）
○場所　小林市文化会館　小ホール
○内容　講演会、アンケート報告
○講師　樋口　恵子氏（高齢社会をよくする女
性の会理事長）
〇演題：「 これからの女性と男性のより良い関
係 」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○参加人数　１７８人　
　市内で活動する女性団体から実行委員を募
り、男女共同参画推進のための講演会等を実施
し意識改革に努めた。

　ポスター、チラシなどで周知を図った
が、参加者が少なかった。

701,978

①
近隣市町
村と連携
した男女
共同参画
社会の実
現に向け
た取組み
の促進

5.近隣市町村の行政
担当者と男女共同参
画地域推進員や地域
リーダーとの合同研
修会を実施します。

6.男女共同参画社会
づくりに関する調
査・研究をします。

　各市町で開催する、講演会等に地域外か
らも参加出来るよう、ポスター掲示等に努
める。

【男女共同参画推進大会】
○期日　令和元年１１月１０日（日）
○場所　小林市文化会館
○内容　講演会
　男女共同参画の推進を図るための講演会
を行う。

811,000 市民課

平成30年度 令和元年度

平成30年度 令和元年度

番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課

96

①
小林市男
女共同参
画行政推
進会議の
充実

●計画の全庁的な取
組みの推進

●関係課の総合的な
連絡調整や提言に対
する検討

　計画の全庁的な取組みを推進するため小林市
男女共同参画行政推進会議を2回開催した他、庁
内ワーキンググループ会議も開催した。

　「第2次小林市男女共同参画基本計
画」の見直しを行い、「第2次小林市男
女共同参画基本計画改訂版」を策定し
た。

－

①
小林市男
女共同参
画行政推
進会議の
充実

1.計画の全庁的な取
組みを推進します。

2.関係課の総合的な
連絡調整や提言に対
する検討をします。

　市民課においては、関係課と連携し、計
画の推進を図る。

－
市民課
全課

番号 具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課
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重点課題５－２　計画の進行管理　　〔69頁〕

実績 成果／問題点 決算額（円） 計画 予算額（円）

100

①
実施状況
の把握及
び実施細
目の策
定、推進

●計画に挙げられた
事業の年度ごとの実
施状況等の取りまと
めと市民への公表

●計画の考え方に
沿った新規事業の進
捗状況の把握

　事業の実施状況報告書を作成し、ホームペー
ジで公表した。

　小林市男女共同参画行政推進会議で情報共有
に努めた。

　公表時期が遅かったため,公表時期を早
める。

－

①
実施状況
の把握、
実施細目
の策定及
び推進

1.計画に挙げた事業
について、年度ごと
に実施状況等を取り
まとめ、市民に公表
します。

2.計画の考え方に
沿った新規事業の進
捗状況を把握しま
す。

　事業の実施状況報告書を作成し、早期に
ホームページで公表する。

　小林市男女共同参画行政推進会議で情報
共有に努める。

－ 市民課

101

②
計画進捗
状況の評
価

●男女共同参画に向
けた施策をより効果
的に進めるため、数
値目標の設定や評
価・分析を実施

　平成３０年度における取組みについての成果
や課題点を洗い出し、小林市男女共同参画行政
推進会議及び小林市男女共同参画審議会で協議
いただいた。

　具体的な数値目標を掲げ男女共同参画
に向けた施策・事業の推進にあたった。

－

②
計画進捗
状況の評
価

3.男女共同参画に向
けた施策をより効果
的に進めるため、数
値目標の設定や評
価・分析を行いま
す。

　前年度に引き続き、男女共同参画に向け
た施策をより効果的に進めるため、数値目
標の設定や評価・分析を各課でおこなう。

－
市民課
全課

平成30年度 令和元年度
番号具体的施策 取組み内容 具体的施策 取組み内容 所管課
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2５年度
実績

2６年度
実績

2７年度
実績

28年度
実績

29年度
(中間目標)

29年度
実績

31年度
実績

32年度
実績

33年度
実績

男女共同参画に関する講演会・講座等
の開催回数

回 2 － 2 3 3 2 2 2 3 市民課

男女共同参画に関する市職員研修の参
加率

％ 2.5 ↓ 7.7 12.6 14.7 5.3 20.0 5.2 30.0 市民課

男女共同参画基本計画に関する市民ア
ンケート調査の実施

回 1 ↑ 0 0 0 0 1 0 1 市民課

家庭教育学級生数 人 1,656 ↓ 1,529 1639 1662 1,755 1,200 1,708 1,800 社会教育課

家庭教育学級講座参加者数 人 3,418 ↓ 5,772 5469.0 5037 4,262 5,200 4,220 4,300 社会教育課

しあわせ学園の参加者数 人 37 ↑ 36 38 36 28 40 34 40 社会教育課

中央公民館・勤労青少年ホーム講座の
開催講座数

講座 32 ↑ 14 18 18 21 24 25 24 社会教育課

中央公民館・勤労青少年ホーム講座の
参加者数

人 366 ↑ 210 271 333 328 350 299 350 社会教育課

市内小・中学校の教職員による人権教
育研修会の回数

回 63 － 63 63 63 63 60 63 63 学校教育課

セクシャルハラスメント防止等の研修
会の開催回数

回 3 ↑ 1 1 3 1 1 1 1 学校教育課

スクールアシスタントの配置学校数 校 1 － 5 5 3 3 5 1 1 学校教育課

子宮がん検診受診率 ％ 14.5 ↑ 8.9 6.5 7.2 9.5 20.0 9.1 30.0 健康推進課

乳がん検診受診率 ％ 15.8 ↑ 11.3 6.9 8.0 8.0 30.0 8.4 40.0 健康推進課

健康相談参加者数 人 3,439 ↓ 3,319 2913 3103 3,054 2,500 3,451 3,500 健康推進課

健康教室参加者数 人 1,375 ↓ 3,355 6865 3246 3,116 1,950 1,663 3,000 健康推進課

食生活改善推進員数 人 20 － 33 41 41 28 30 20 40 健康推進課

就労支援を受けた被保護者のうち収入
増となった人（H29変更）

％ 50 ↓ 62.0 63.0 66.0 62.0 60.0 57.0 70.0 福祉課

4　成果指標進捗状況シート

※　シート中の「平成34年度（目標）」は、「第２次小林市男女共同参画基本計画（改訂版）」（平成31年度～平成34年度）の最終年度である平成34年度における目標値で同計画の策定時に設定されたもの

年度ごとの数値
基本目標 重点課題 成果の指標 単位

30年度
実績

前年度
比較

34年度
（目標）

所管課

1-1
男女共同参画社
会づくりに向け
た意識の醸成

1-2
男女共同参画を
推進する教育・
学習の充実

１
人権尊重と
男女共同参
画社会の実
現に向けた
基盤づくり

1-3
男女の人権の尊
重
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2５年度
実績

2６年度
実績

2７年度
実績

28年度
実績

29年度
(中間目標)

29年度
実績

31年度
実績

32年度
実績

33年度
実績

年度ごとの数値
基本目標 重点課題 成果の指標 単位

30年度
実績

前年度
比較

34年度
（目標）

所管課

家族経営協定締結 件 11 ↑ 9 5 5 13 5 7 7 農業委員会

女性農業委員の会議・研修参加回数
（女性委員への要請分）

回 4 ↓ 3 6 6 5 5 5 7 農業委員会

女性認定農業者数（累計） 人 43 － 37 16 10 43 18 43 50 農業振興課

和牛ヘルパー組合の利用件数 件 691 ↓ 638 627 730 893 600 872 950 畜産課

畜産振興会加入率 ％ 95.0 － 91.0 95 95.0 95.0 95.0 95.0 100.0 畜産課

子育て支援相談参加者数 人 313 ↓ 321 277 330 454 250 339 450 健康推進課

栄養相談・健康教育参加者数 人 1,196 ↓ 1,854 2205 1626 1,638 2,000 1,991 2,000 健康推進課

母子保健推進員による家庭訪問 人 276 ↓ 484 638 323 287 500 288 300 健康推進課

ファミリー・サポート・センター登録
会員数

人 619 ↑ 289 356 427 537 200 550 600 子育て支援課

一時預かり事業実施施設数
（全保育所での対応）

箇所 26 － 11 21 21 26 21 26 26 子育て支援課

放課後児童クラブ定員 人 410 ↑ 230 260 330 340 255 390 410 子育て支援課

放課後児童クラブ利用人数（延べ） 人 4,715 ↑ 3,961 2760 3330 4,053 2,750 4,359 4,500 子育て支援課

高齢者が安心して暮らせるための高齢
者学級講座の開催数

回 32 ↑ 24 18 24 15 24 16 24 社会教育課

高齢者の生きがい対策としての高齢者
学級講座の開催数

回 29 ↑ 18 18 18 27 12 24 12 社会教育課

高齢者と地域の児童・生徒との交流会
の実施

回 1 － 6 6 6 6 6 1 6 社会教育課

側溝改良・蓋設置箇所（延べ箇所数） 箇所 48 ↑ 8 13 23 31 60 40 90 建設課

路面等段差解消箇所（延べ箇所数） 箇所 75 ↑ 10 21 31 46 40 61 100 建設課

在宅介護手当の受給者数 人 50 ↓ 96 80 76 64 110 66 100 長寿介護課

シルバー人材センター登録者数 人 540 ↓ 581 602 613 602 630 566 650 長寿介護課

タクシー券利用枚数 枚 14,614 ↑ 15,532 15,151 15,122 14,389 17,500 13,953 16,000 長寿介護課

2-2
農業・商工業な
ど自営業におけ
る男女共同参画
の確立

２
男女がとも
に個性と能
力を発揮で
きる就業環
境づくり

2-3
仕事と生活の調
和の推進

３
誰もが安心
して暮らせ
る環境づく
り

3-1
高齢者・障がい
者が安心して暮
らせる環境づく
り
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2５年度
実績

2６年度
実績

2７年度
実績

28年度
実績

29年度
(中間目標)

29年度
実績

31年度
実績

32年度
実績

33年度
実績

年度ごとの数値
基本目標 重点課題 成果の指標 単位

30年度
実績

前年度
比較

34年度
（目標）

所管課

緊急通報システム利用者数 人 182 ↓ 215 208 210 187 250 208 250 長寿介護課

友愛クラブ加入者数 人 2,709 ↓ 3,320 3,102 3,093 3,020 3,950 2,871 3,100 長寿介護課

住宅改造補助件数 件 15 ↑ 21 21 19 16 15 9 10 長寿介護課

既存市営住宅のバリアフリー率 ％ 14.42 ↑ 7.5 7.5 7.8 10.7 7.5 13.8 20.95 管財課

女性委員がいない審議会等の数 - 5 ↑ 7 6 5 4 1 4 0 市民課

審議会等における女性委員の割合 ％ 26.0 ↓ 22.8 26.7 25.9 26.1 33.0 26.5 40.0 市民課

審議会等における公募委員の割合 ％ 4.2 ↓ 6.4 4.3 3.7 1.5 13.0 4.9 15.0 市民課

市内のＮＰＯ法人数 団体 21 － 16 17 19 20 18 21 23 企画政策課

自治会加入率 ％ 65.4 ↓ 70.3 69.2 68.1 68.0 73.0 66.8 70.0 企画政策課

学校支援実施件数 件 6,940 ↑ 3,804 4,932 5,188 6,309 6,200 6,699 7,200 社会教育課

ボランティア参加者数 人 2,995 ↑ 3,435 2,724 1,223 2,276 1,300 2,385 2,300 社会教育課

招致外国青年による学校訪問の実施 回 44 ↓ 94 85 111 58 97 74 75 社会教育課

フレンドシップ事業の実施回数 回 3 ↓ 6 3 5 2 5 4 5 社会教育課

国際交流拠点事業参加者数 人 46 ↑ 24 40 地方創生課

女性のリサイクル品分別指導員数 人 37 ↓ 34 34 33 37 42 42 50 生活環境課

スポーツ推進委員数 人 10 ↑ 7 8 8 8 8 8 9 スポーツ振興課

市民防災リーダー講習認定者数
（女性認定者）

人
１０２
(３７)

↓ 37 41 75 64(5) 180 133(34) 330(50) 危機管理課

女性消防団員数 人 12 ↑ 11 15 15 15 20 10 20 危機管理課

３
誰もが安心
して暮らせ
る環境づく
り

3-1
高齢者・障がい
者が安心して暮
らせる環境づく
り

4-1
政策・方針決定
過程への女性参
画の推進

4-3
防災分野おける
男女共同参画の
推進

４
あらゆる分
野への社会
参画の推進

4-2
まちづくりにお
ける男女共同参
画の推進
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（ 参考資料 ）
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 審議会等一覧　　　　　　　　　　　　　　　　　 資料1

【平成31年4月1日現在】　

一
連
番
号

連
番

担当課名 審議会等名 設置根拠

委
員
総
数
A

除
外
委
員
数
B

（
A
―
B

）

対
象
委
員
数
C

公
募
委
員
数
D

C
の
う
ち

女
性
委
員
数
E

C
の
う
ち

（
D
/
C

）

公
募
委
員
参
画
率

（
E
/
C

）

女
性
委
員
参
画
率

除外委員 任　　　　　　　期

1 1 総務課 小林市固定資産評価審査委員会 ・地方自治法第180の5、地方税法第423条 3 0 3 0 1 0.0 33.3 
H30.5.10～R3.5.9
（3年間）

2 2 企画政策課 小林市公平委員会
・地方自治法第180条の5、地方法務員法第7条　　　　　　　
・小林市公平委員会設置条例 3 0 3 0 1 0.0 33.3 4年間

3 3 学校教育課 小林市教育委員会
・地方自治法180条の5　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２条 4 0 4 0 2 0.0 50.0 4年間

4 4
選挙管理委員会
事務局

小林市選挙管理委員会 ・地方自治法第180条の5、第181条 4 0 4 0 2 0.0 50.0 
H30.6.29～R4.6.28
（4年間）

5 5 監査委員事務局 小林市監査委員 ・地方自治法180条の5、第195条 2 0 2 0 0 0.0 0.0 

6 6
農業委員会
事務局

小林市農業委員会
・地方自治法第180条の5　　　　　　　　　　　　　　　　　
・農業委員会等に関する法律第3条 19 0 19 19 2 100.0 10.5 

H31.4.1～R4.3.31
（3年間）

合　　　　　　　　　　計　 35 0 35 19 8 54.3 22.9 

【区分１】地方自治法第180条の5に基づく委員会
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一
連
番
号

連
番

担当課名 審議会等名 設置根拠

委
員
総
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1 7 危機管理課 小林市防災会議 ・災害対策基本法第16条 35 35 0 1 0.0 2.9 
H31.4.1～R3.3.31
（2年間）

2 8 危機管理課 小林市安全で住みよいまちづくり推進協議会 ・小林市安全で住みよいまちづくり条例 15 13 2 0 1 0.0 50.0 
副市長・教育長

他11名
H31.4.1～R3.3.13
（2年間）

3 9 総務課 小林市情報公開・個人情報保護審査会
・小林市情報公開
・個人情報審査会設置条例　　　　　　　　　　　　　 5 0 5 0 2 0.0 40.0 

H3.6.17～R2.6.16
（2年間）

4 10 総務課 小林市行政不服審査会 ・小林市行政不服審査法施行条例 3 0 3 0 0 0.0 0.0 H31.4.22～R4.4.21

5 11 管財課 小林市営住宅入居者選考委員会
・地方自治法第202条の3　　　　　　　　　　　　　　　　
・小林市営住宅の設置及び管理に関する条例
・小林市市営住宅入居者選考委員会規則

10 0 10 0 2 0.0 20.0 
H30.5.1～H31.4.30
（1年間）

6 12 管財課 小林市特殊旅館審議会
・環境を害するおそれのある特殊旅館の建築の規則に関
する条例 5 0 5 0 0 0.0 0.0 

H30.5.1～R2.4.30
（2年間）

7 13 商工観光課 小林市企業立地奨励審議会 ・小林市企業立地促進条例 12 0 12 0 0 0.0 0.0 H31.2.1～R3.1.31

8 14 建設課 小林市都市計画審議会
・都市計画法第77条の2　　　　　　　　　　　　　　　　
・小林市都市計画審議会設置条例 10 0 10 0 1 0.0 10.0 

H29.6.1～R1.5.31
（2年間）

9 15 建設課 小林市景観審議会
・景観法第8条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・小林市景観条例 9 0 9 0 1 0.0 11.1 

H30.7.1～R2.6.30
（2年間）

10 16 生活環境課 小林市環境審議会 ・小林市環境基本条例 15 0 15 0 4 0.0 26.7 
H29.12.26～R1.12.25
（2年間）

11 17 生活環境課 小林市廃棄物減量等推進審議会
・小林市廃棄物減量等推進審議会条例
・小林市廃棄物減量等推進審議会条例施行規則 17 0 17 0 6 0.0 35.3 

H30.10.1～R2.9.30
（2年間）

12 18 生活環境課 小林市水資源保全審議会 ・小林市水資源保全条例 14 0 14 0 1 0.0 7.1 
H29.5.24～R1.5.23
（2年間）

13 19 ほけん課 小林市国民健康保険運営協議会
・国民健康保険法第11条　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・国民健康保険法施行令第3条～5条
・小林市国民健康保険条例第2条

13 0 13 0 4 0.0 30.8 
H29.5.9～R1.5.8
（2年間）

14 20 福祉課 小林市障害者施策推進協議会
・障害者基本法第26条第4項(地方自治法第202条の3)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・小林市障害者施策推進協議会条例 25 0 25 0 6 0.0 24.0 

H31.4.1～R3.3.31
（2年間）

【区分２】法令・条例で設置されている地方自治法第202条の3に基づく審議会等
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15 21 福祉課 小林市福祉有償運送等運営協議会
・地方自治法第202条3　　　　　　　　　　　　　　　　　
・道路運送法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・小林市福祉有償運送等運営協議会設置要綱

16 4 12 0 1 0.0 8.3 
副市長　　　　　　　
他3名

H29.11.21～R1.11.20　　　　　
（2年間）

16 22 福祉課 小林市民生委員推薦会
・地方自治法第202条3　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・民生委員法第5条・小林市民生委員推薦会規則　　　　　　　　　　　　　　　　　
・民生委員法第8条、同法施行令第1条

14 0 14 0 4 0.0 28.6 
H30.6.1～R3.5.31
（3年間）

17 23 長寿介護課 西諸地域介護認定審査会
・地方自治法第202条の3　　　　　　　　　　　　　　　　　
・介護保険法第14条、障害者自立支援法第15条　　　　　　　
・西諸地域介護認定審査会共同設置規約

35 0 35 0 16 0.0 45.7 

18 24 子育て支援課 小林市要保護児童等対策地域協議会
・児童福祉法第25条の2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・小林市要保護児童等対策地域協議会設置要綱 19 1 18 0 3 0.0 16.7 副市長　　　　　　　

19 25 子育て支援課 小林市子ども・子育て会議
・子ども・子育て支援法第77条第1項　　　　　　　　　　　　　
・小林市子ども・子育て会議条例 15 0 15 2 7 13.3 46.7 

H31.4.1～R3.3.31
（3年間）

20 26 学校教育課 小林市教育支援委員会 ・小林市教育支援委員会設置条例 15 13 2 0 1 0.0 50.0 
学校長・医師

・教諭・専門委員
H31.4.1～R3.3.31
（2年間）

21 27 学校教育課 小林市奨学生選考委員会 ・小林市奨学金貸与条例 4 2 2 0 1 0.0 50.0 学校長
H31.4.1～R2.3.31
（1年間）

22 28 社会教育課 小林市教育集会所運営審議会
・小林市教育集会所設置条例
・小林市教育集会所設置条例施行規則 10 0 10 0 1 0.0 10.0 

H30.4.1～R2.3.31
（2年間）

23 29 社会教育課 小林市社会教育委員
・社会教育法第15条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・小林市社会教育委員設置条例 11 0 11 0 4 0.0 36.4 

H30.4.1～R2.3.31
（2年間）

24 30 社会教育課 小林市青少年問題協議会
・地方青少年問題協議会法第1条　　　　　　　　　　　　　　　　
・小林市青少年問題協議会設置条例 17 0 17 0 1 0.0 5.9 

H29.7.1～R1.6.30
（2年間）

25 31 社会教育課 小林市文化財保存調査委員会
・小林市文化財保護条例
・小林市文化財保存調査委員会規則 9 0 9 0 2 0.0 22.2 

H30.9.1～H32.8.31
（2年間）

26 32 社会教育課 小林市立図書館協議会
・図書館法第14条、小林市立図書館条例
・小林市立図書館協議会規則 10 0 10 0 4 0.0 40.0 

H30.4.1～R2.3.31
（2年間）

27 33 社会教育課 小林市勤労青少年ホーム運営委員会
・勤労青少年福祉法第15条
・小林市勤労青少年ホーム設置条例
・小林市勤労青少年ホーム管理運営規則　　　　　　　　　　　　

10 0 10 0 1 0.0 10.0 
H30.4.1～R2.3.31
（2年間）

28 34 ｽﾎﾟｰﾂ振興課 小林市スポーツ推進委員協議会
・スポーツ基本法第32条第2項
・小林市スポーツ推進委員に関する規則　 26 0 26 0 10 0.0 38.5 

H30.4.1～R2.3.31
（2年間）

29 35 文化会館 小林市文化会館運営審議会
・小林市文化会館設置条例　　　　　　　　　　　　　　　
・小林市文化会館設置条例施行規則 13 0 13 0 5 0.0 38.5 

H30.4.1～R2.3.31
（2年間）

30 36 市民課 小林市男女共同参画審議会 ・小林市男女共同参画推進条例 10 0 10 1 6 10.0 60.0 
H30.10.17～R2.10.16
（2年間）

31 37 企画政策課 小林市総合計画等審議会 ・小林市総合計画等審議会条例 29 0 29 2 5 6.9 17.2 
R3.3.31
（2年間）

合　　　　　　　　　　計　 451 33 418 5 101 1.2 24.2 
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1 38 福祉課 小林市愛のふるさと福祉基金運用委員会 ・小林市地域保健福祉推進事業実施要綱 8 5 3 0 1 0.0 33.3 副市長　他４名 2年間

2 39 長寿介護課 小林市地域密着型サービス運営委員会

・介護保険法第42条の2第5項、第54条の2第5項、
第78条の2第6項、第78条の3第5項、第115条の12第4項、
第115条の13第5項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・小林市地域密着型サービス運営委員会設置要綱

10 0 10 0 3 0.0 30.0 
H32.3.31
（2年間）

3 40 長寿介護課 小林市老人ホーム入所判定委員会 ・小林市老人ホーム入所判定委員会設置要綱 6 0 6 0 1 0.0 16.7 
H31.4.1.～R2.3.31
（1年間）

4 41 長寿介護課 小林市高齢者保健福祉計画策定懇話会 ・小林市高齢者保健福祉計画策定懇話会設置要綱 27 1 26 0 4 0.0 15.4 副市長
H29.6.6～R2.6.5
（3年間）

5 42 健康推進課 小林市生涯健康づくり推進協議会 ・小林市生涯健康づくり推進協議会設置要綱 25 0 25 0 7 0.0 28.0 
H31.4.1～R3.3.31
（2年間）

6 43 健康推進課 小林市自殺対策協議会 ・小林市自殺対策協議会設置要綱 24 0 24 0 6 0.0 25.0 
H31.4.1～R3.3.31
（2年間）

7 44 文化会館 小林市文化会館自主文化事業選定委員会 ・小林市文化会館自主文化事業選定委員会設置要綱 7 0 7 0 3 0.0 42.9 
H30.4.1～R2.3.31
（2年間）

8 45 学校教育課 西諸地区いじめ問題対策専門家委員会 ・西諸地区いじめ問題対策専門家委員会共同設置規約 5 0 5 0 2 0.0 40.0 
H30.4.1～R2.3.31
（2年間）

合　　　　　　　　　　計　 112 6 106 0 27 0.0 25.5 
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598 39 559 24 136 4.3 24.3 

【区分３】要綱等により設置されている懇談会、会議等

総計
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資料 2

審議会等における女性委員の参画状況

調査年度
調査基準
年月日

平成12年度 12.3.31

平成13年度 13.3.31

平成14年度 14.3.31

平成15年度 15.3.31

平成16年度 16.4.1

平成17年度 17.4.1

平成18年度 18.4.1

平成19年度 19.4.1

平成20年度 20.4.1

平成21年度 21.4.1

平成22年度 22.4.1

平成23年度 23.4.1

平成24年度 24.4.1

平成25年度 25.4.1

平成26年度 26.4.1

平成27年度 27.4.1

平成28年度 28.4.1

平成29年度 29.4.1

平成30年度 30.4.1

平成31年度 31.4.1

※　平成12年度から平成17年度の数値は、旧小林市に係るもの

   女性の参画状況

　平成19年４月に「審議会等の委員への女性参画の推進に関する要領」を施行し、審議会等における女性委員の参画率目標値を「平成24年度までに33％を達成

すること」と定めました。また、同要領により、職員のみの構成となっている連絡・調整のための委員会、法令・条例等の定めにより充て職とある委員等については

目標値算定から除外することとし、目標の対象となる審議会、委員等を明確にすることで目標値達成に向けて積極的に取り組むこととしました。

　なお、平成25年４月に改正・施行された同要領では、「平成34年度までに40％を達成すること」との目標値を定めました。

参画率（％）
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小林市職員における女性の任用状況

※１ 単位＝人数：人，登用率：％　　※２ 部長級は平成22年度より課長級へ含む　　※３ 係長級は平成21年度より主幹級へ　　※４ 平成16年度～平成18年度：旧小林市

（各年４月１日現在）

職員
総数

うち
女性

登用率
職員
総数

うち
女性

登用率
職員
総数

うち
女性

登用率
職員
総数

うち
女性

登用率
職員
総数

うち
女性

登用率
職員
総数

うち
女性

登用率
職員
総数

うち
女性

登用率

課長級 41 3 7.3 42 2 4.8 41 2 4.9 47 6 12.8 57 6 10.5 59 8 13.6 57 8 14.0 

係長級 105 17 16.2 98 22 22.4 97 19 19.6 99 21 21.2 116 23 19.8 128 28 21.9 128 28 21.9 

一般職 391 196 50.1 386 183 47.4 379 182 48.0 358 173 48.3 417 208 49.9 384 184 47.9 384 184 47.9 

合計 537 216 40.2 526 207 39.4 517 203 39.3 504 200 39.7 590 237 40.2 571 220 38.5 569 220 38.7 

職員
総数

うち
女性

登用率
職員
総数

うち
女性

登用率
職員
総数

うち
女性

登用率
職員
総数

うち
女性

登用率
職員
総数

うち
女性

登用率
職員
総数

うち
女性

登用率
職員
総数

うち
女性

登用率

課長級 58 9 15.5 49 4 8.2 49 3 6.1 49 4 8.2 49 6 12.2 49 5 10.2 48 6 12.5 

係長級 122 27 22.1 134 32 23.9 140 41 29.3 152 50 32.9 157 53 33.8 163 59 36.2 163 56 34.4 

一般職 387 182 47.0 394 187 47.5 389 177 45.5 381 174 45.7 377 175 46.4 382 186 48.7 388 191 49.2 

合計 567 218 38.4 577 223 38.6 578 221 38.2 582 228 39.2 583 234 40.1 594 250 42.1 599 253 42.2 

資料 3

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
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　　　小林市男女共同参画審議会委員名簿 資料 4

（敬称略･順不同）

氏 　名 役 職 名 他 備　 考

今 村　礼 子 野尻地区代表委員　野尻町商工会　女性部長 会長

髙 橋　浩 司 小林市立東方小学校　校長 会長職務代理

平 賀　卓 三 小林商工会議所　専務理事

大 山　竹 子 小林市農業委員会　委員

中 島　俊 子 都城人権擁護委員協議会小林市･西諸県部会　人権擁護委員

関 谷　惠 子 小林市民生委員・児童委員

永 野　愛 美 一般社団法人 小林青年会議所　委員

川 野　輝 夫 ＮＰＯ法人みらい　理事長

河 野　雄 二 須木地区代表委員　永田区長

八 重 尾　精 子 一般
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審議会等の委員への女性参画の推進に関する要領 資料 5

平成19年３月30日 告示第54号
改正 平成22年３月19日 告示第40号
改正 平成25年４月１日 告示第82号
改正 平成25年４月１日 告示第99号
改正 平成28年４月１日 告示第83号

（目的）
第１条 この告示は、女性の声を市の施策に反映させることにより、豊かな地域社会を築くため、市が設置する審議会等の委員への女性の参画を積極的に推進すること
を目的とする。
（対象）
第２条 この告示の対象となる審議会等（以下「審議会等」という。）は、次に掲げるものとする。
(1) 地方自治法（昭和22年法律第67 号）第138 条の４第３項の規定により、法律又は条例に基づき設置された附属機関
(2) 規則、訓令その他の例規の規定により設置された合議制の機関で、審査、調査、諮問に対する答申等を職務とするもの
(3) 広く市民等の意見を市政に反映することを目的として設置された懇談会、懇話会等
（目標値等）
第３条 審議会等の委員への女性参画の推進を図るため、審議会等における女性委員の構成比率を40％に引き上げることを目標とし、これを平成34年度末までに達成す
るものとする。
２ 女性委員構成比率の算定に際しては、法律、条例その他の法令等の規定により、審議会等の委員に職が充てられているものについては、当該委員を算定から除外す
るものとする。
（委員の選任方針）
第４条 審議会等を所管する課（課に相当するもの及び出先機関を含む。以下「所属課等」という。）は、審議会等の委員（以下「委員」という。）の選任については、
次に掲げる方針によるものとする。
(1) 委員の選任に当たっては、広い階層・分野から積極的に女性を参画させるための必要な措置を講じる。
(2) 委員の選任の方法については、女性の参画の機会が図られるよう、関係機関、関係団体等（以下「関係機関等」という。）からの推薦による選任又は公募等による
選任の規定を設けるなど、条例、規則等の見直しを行う。

(3) 女性委員が置かれていない審議会等については、最優先で女性を参画させるとともに、女性の層が薄い分野においては、幅広い年齢層からの参画の推進に努める。
(4) 関係機関等へ委員の推薦を依頼するときは、男女の数の均衡を考慮の上、推薦依頼を行う。
(5) 学識経験者等の専門的知識を有する者の選任については、狭義の専門性のみならず、消費者、生活者という観点から柔軟な対応ができないか検討を行う。
（参画計画の策定及び実施等）
第５条 所属課等は、第３条に定める目標値等を達成するため、前条の選任方針に従い、審議会等における女性委員の参画計画（以下「参画計画」という。）を策定し、
これを実施しなければならない。
２ 所属課等は、別記様式により、毎年４月１日現在における審議会等の女性委員の参画状況及び参画計画を、市民課長に報告するものとする。
３ 所属課等は、新たに審議会等の設置を行う場合又は現在設置している審議会等の廃止を行う場合は、事前に市民課長と協議するものとする。
４ 所属課等は、参画計画の実施に当たり、困難な状況が予測される場合は、速やかに市民課長と対応策を協議するものとする。
（参画計画の適用除外）
第６条 次に掲げる審議会等は、参画計画の対象から除外することができる。ただし、この場合においても、女性委員の構成比率を引き上げるよう努めるものとする。
(1) 審議会等の設置が単年度限りのもの
(2) 委員が市職員のみで構成されている審議会等であって、事務連絡調整を目的として設置されたもの
(3) 委員が市職員及び市職員以外のもので構成されている審議会等であって、業務連絡を目的として設置されたもの
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(4) 政策的判断を要する範囲が極めて狭く、かつ、専門的分野での事実確認、選考等を目的として設置された審議会等
（その他）
第７条 この告示に定めるもののほか、審議会等の委員への女性参画の推進に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附 則
この告示は、平成19年４月４日から施行する。
附 則（平成22年３月19 日告示第40 号）

この告示は、平成22年４月23 日から施行する。
附 則（平成25 年４月１日告示第82 号）

この告示は、平成25年４月１日から施行する。
附 則（平成25 年４月１日告示第99 号）

この告示は、平成25年４月１日から施行する。
附 則（平成28年３月25日告示第83 号）

この告示は、平成28年４月１日から施行する。

別記様式（第５条関係）

審議会等における女性委員の参画状況及び参画計画
（ 年 月 日現在）

※ 参画率については、四捨五入して小数点第1位まで記入してください。
※ 委員名簿を添付してください。

課（かい）名

項 目 回 答 欄

審議会・委員会名

設 置 根 拠

区分

現在の委員の任期
年間（ 年 月 日～ 年 月 日）

随時、委員等の選任もしくは改選をされている場合は記入しなくて結構です。

委員参画状況

委員総数 Ａ 人 除外委員数 Ｂ 人
対象委員数 Ｃ
（Ａ－Ｂ）

人

Ｃのうち公募委員数 Ｄ 人 参画率（Ｄ／Ｃ×100) ％

Ｃのうち女性委員数 Ｅ 人 参画率（Ｅ／Ｃ×100) ％

【今後の女性参画計画】

年度末計画 ： 対象委員数 人 女性委員 人 女性参画率 ％

年度末計画 ： 対象委員数 人 女性委員 人 女性参画率 ％

年度末計画 ： 対象委員数 人 女性委員 人 女性参画率 ％
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男女共同参画に関する世界・日本・宮崎県・小林市の動き 資料 6

※ 「宮崎県・小林市の動き」の欄中、波線を付した部分が小林市に係るもの

国連の動き 日本の動き 宮崎県・小林市の動き

1945（S20） 「国際連合」の創設 「衆議院議員選挙法」の改正・公布（初の婦人参政権実現）

1946（S21） 「婦人の地位委員会」の設置 「日本国憲法」の公布
戦後第１回衆議院選挙（初の婦人参政権行使）の実施

1948（S23） 「世界人権宣言」の採択

1952（S27） 「婦人の参政権に関する条約」の採択

1967（S42） 「婦人に対する差別撤廃宣言」の採択

1972（S47） 国連総会において1975 年を「国際婦人年」とすることを宣言

1975（S50） 「国際婦人年」（目標：平等、発展、平和）
「国際婦人年世界会議」の開催（メキシコシティ）

※ 「世界行動計画」の採択

「婦人問題企画推進本部」の設置
「婦人問題企画推進本部」への参与の設置
「婦人問題企画推進本部会議」の開催

1977（S52） 「国内行動計画」の策定
「国立婦人教育会館」のオープン

1978（S52） 「宮崎県婦人関係行政連絡会議」の設置

1979（S54） 「女子差別撤廃条約」の採択（国連第34 回総会） 「青少年婦人課」を設置し婦人担当を設置
「婦人に関する意識等基礎調査」の実施

1980（S55） 「「国連婦人の十年」中間年世界会議」の開催（コペンハーゲン）
※ 「国連婦人の十年後半期行動プログラム」の採択

「宮崎県婦人問題懇話会」の設置
「働く婦人の意識に関する調査」の実施

1981（S56） 「女子差別撤廃条約」の発効 「国内行動計画後期重点目標」の策定 第三次総合長期計画に「婦人対策の推進」を追加
「家庭婦人の意識に関する調査」の実施

1982（S57） 「婦人に関する施策の方向－婦人行動計画－」の策定

1984（S59） 「「国連婦人の十年」の成果を検討し評価するための世界会議のための
ESCAP 地域政府間準備会議」の開催（東京）

1985（S60） 「「国連婦人の十年」ナイロビ世界会議」の開催（ナイロビ）
※ （西暦2000 年に向けての）「婦人の地位向上のためのナイロ
ビ将来戦略」の採択

「国籍法」の改正
「男女雇用機会均等法」の公布
「女子差別撤廃条約」の批准

1986（S61） 「婦人問題企画推進本部」の拡充（構成を全省庁に拡大、任務も拡充）
「婦人問題企画推進有識者会議」の開催

1987（S62） 「西暦2000 年に向けての新国内行動計画」の策定
「婦人問題企画推進本部」の参与の拡充

「男女共同社会を築くための宮崎女性プラン」の策定

1989（H1） 「学習指導要領」の改訂（高等学校家庭科の男女必修等）

1990（H2） 「国連婦人の地位委員会拡大会議」の開催
「国連経済社会理事会」の開催

※ 「婦人の地位向上のためのナイロビ将来戦略に関する
第１回見直しと評価に伴う勧告及び結論の採択
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国連の動き 日本の動き 宮崎県・小林市の動き

1991（H3） 「西暦2000 年に向けての新国内行動計画（第１次改定）」の策定
「育児休業法」の公布

第四次総合長期計画に「男女共同社会づくりの推進」を位置付け
「女性青少年課」へ課名変更
「みやざき女性交流活動センター」の設置

1992（H4） 「女と男ですすめるサンサンひむかプラン」の策定

1993（H5） 「国連世界人権会議」の開催（ウィーン）
※ ｢ウィーン宣言及び行動計画」の採択

1994（H6） 「「開発と女性」に関する第２回アジア・太平洋大臣会議」の開催（ジャ
カルタ）

※ 「ジャカルタ宣言及び行動計画」の採択

「男女共同参画室」の設置
「男女共同参画審議会」の設置（政令）
「男女共同参画推進本部」の設置

1995（H7） 「国連人権委員会」の開催
※ 「女性に対する暴力をなくす決議」の採択

「第４回世界女性会議」の開催－平等、開発、平和のための行動（北京)
※ 「北京宣言及び行動綱領」の採択

「育児休業法」の改正（介護休業制度の法制化） 「男女共同社会づくりのための調査」の実施

1996（H8） 「男女共同参画推進連携会議（えがりてネットワーク）」の発足
「男女共同参画2000 年プラン」の策定

1997（H9） 「男女共同参画審議会」の設置（法律）
「男女雇用機会均等法」の改正
「介護保険法」の公布

「ひむか女性プラン」の策定

1998（H10） 男女共同参画審議会が「男女共同参画社会基本法－男女共同参画社会を
形成するための基礎的条件づくり－」を答申

1999（H11） 「ESCAP ハイレベル政府間会議」の開催（バンコク） 「男女共同参画社会基本法」の公布・施行
「食料･農業･農村基本法」の公布・施行（女性の参画の促進を規定）

「女性青少年課」に「女性政策監」を設置

2000（H12） 「国連特別総会「女性2000 年会議」」の開催（ニューヨーク）
※ 「政治宣言」と「北京宣言及び行動綱領実施のための更なる行
動とイニシアティブに関する文書」の採択

「男女共同参画基本計画」の閣議決定
「ストーカー行為等の規制等に関する法律」の公布・施行

「男女共同参画社会づくりのための県民意識調査」の実施
「企画調整課」に男女共同参画行政窓口を設置
「小林市男女共同参画推進協議会」の設置
「女性行政」を「男女共同参画行政」に改正
「少子化対策フォーラム」の開催
第４次小林市総合計画に「男女共同参画社会を目指して」と明記

2001（H13） 「男女共同参画会議」の設置
「男女共同参画局」の設置
「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」の公布・施
行
第１回男女共同参画週間
「仕事と子育ての両立支援策の方針について」の閣議決定

第五次総合長期計画に「男女共同参画社会づくり」と位置付け
「女性政策監」を「男女共同参画監」に、｢女性対策班｣を「男女共同参
画推進班」に改称
「宮崎県男女共同参画センター」の設置
「小林市男女共同参画行政推進会議｣の設置

※ 各種審議会等への女性の登用目標値を平成22 年度までに
30％とするとの決定

「男女共同参画社会に関する意識調査」の実施
「少子化対策講演会」の開催
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国連の動き 日本の動き 宮崎県・小林市の動き

2002（H14） 「アフガニスタンの女性支援に関する懇談会」の設置 「みやざき男女共同参画プラン」の策定

2003（H15） 「次世代育成支援対策推進法」の公布・施行
「母子家庭の母の就業の支援に関する特別措置法」の公布・施行
「少子化社会対策基本法」の公布・施行

「小林市男女共同参画基本計画」の策定
「宮崎県男女共同参画推進条例」の施行
「宮崎県男女共同参画審議会」の設置

2004（H16） 「女性国家公務員の採用・登用の拡大等について」男女共同参画推進本
部決定
「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」の改正

「青少年男女参画課」へ課名変更

2005（H17） 「第49 回国連婦人の地位委員会（国連「北京＋10」世界閣僚級会合）」
の開催（ニューヨーク）

「男女共同参画基本計画（第２次）」の閣議決定
「女性の再チャレンジ支援プラン」の策定
「育児休業、介護休業等、育児または家庭介護を行う労働者の福祉に関
する法律」の改正

「小林市男女共同参画推進条例」の施行
「男女共同参画社会づくりのための県民意識調査」の実施

2006（H18） 「国の審議会等における女性委員の登用の促進について」男女共同参画
推進本部決定
「男女雇用機会均等法」の改正
「東京閣僚共同コミュニケ」の採択
「東アジア男女共同参画担当大臣会合」の開催
「女性の再チャレンジ支援プラン」の改定

旧小林市･旧須木村の合併により「新小林市」の誕生(３月20 日)
旧小林市の「小林市男女共同参画基本計画」を新市に継承
「小林市男女共同参画推進条例」の施行
「小林市男女共同参画審議会」の設置
「小林市男女共同参画行政推進会議」の設置

※ 各種審議会等への女性の登用目標値を平成24 年度末までに
33％にするとの改定

「ＤＶ対策宮崎県基本計画」の策定

2007（H19） 「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」の改正
「短時間労働者の雇用管理改善等に関する法律」の改正
「子どもと家庭を応援する日本」重点戦略とりまとめ
「仕事と生活の調査（ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ）憲章」及び「仕事と生活の調和推
進のための行動指針」の策定

「みやざき男女共同参画プラン《改訂版》」の策定
新みやざき創造計画の重点施策に「男女共同参画社会づくりの推進」を
位置付け
「審議会等の委員への女性参画の推進に関する要領」の施行
「市民活動、市民と行政の協働、男女共同参画に関する市民意識調査」
の実施

2008（H20） 「女性の参画加速プログラム」男女共同参画推進本部決定
女子差別撤廃条約実施状況第６回報告提出

「男女（ひと）きらめきフェスティバル」の開催
「小林市男女共同参画基本計画改定版」の策定
「生活・協働・男女参画課」へ課名変更

2009（H21） 「女子差別撤廃委員会」の開催（ニューヨーク）
※ 我が国が国連に提出した女子差別撤廃条約実施状況第６回報
告の審議が行われ、条約の更なる実施に向け、我が国に対して勧
告が出される。

「改正育児・介護休業法」の公布 「ＤＶ対策宮崎県基本計画」の改定
「人権コミュニケーションフェスティバル2009・男女（ひと）きらめき
フェスティバル2009」の共同開催

2010（H22） 「国連『北京＋15』世界閣僚級会合」の開催（ニューヨーク）
※ 「北京宣言及び行動綱領」と「女性2000 年会議成果文書」に
関する実施状況が協議され、実施に向けた国連やＮＧＯ等の貢献
強化などの宣言が採択

「改正育児・介護休業法」の施行
「第３次男女共同参画基本計画」の閣議決定

「人権コミュニケーションフェスティバル2010・男女（ひと）きらめき
フェスティバル2010」の共同開催
旧小林市･旧野尻町の合併により「新小林市」の誕生（３月23 日)
旧小林市の「小林市男女共同参画基本計画」を新市に継承
「男女共同参画社会づくりのための県民意識調査」の実施
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2011（H23） 「ジェンダー平等と女性のエンパワーメントのための国連機関（略称：Ｕ
Ｎ Ｗｏｍｅｎ）」の正式発足

2012（H24） 第56回国連婦人の地位委員会「自然におけるジェンダー平等と女性のエ
ンパワーメント」決議案採択

「『女性の活躍促進による経済活性化』行動計画」策定 「第２次みやざき男女共同参画プラン」の策定
小林市男女共同参画基本計画に関するアンケート調査の実施
「第２次小林市男女共同参画基本計画」の策定

2013（H25） 「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」改正
「男女共同参画の視点からの防災・復興の取組指針」策定
「日本再復興戦略」（平成25年６月14日閣議決定）の中核に「女性の活
躍推進」が位置づけられる。

男女共同参画に係る所管課が市民課から市民協働課へ変更
「審議会等の委員への女性参画の推進に関する要領」の改正

※ 各種審議会等への女性の登用目標値を平成34 年度末までに
40％にするとの改正等

2014（H26） 第58回国連婦人の地位委員会「自然におけるジェンダー平等と女性のエ
ンパワーメント」決議案採択

女性が教育を受ける権利を訴えてきた「マララ・ユスフザイ氏（17歳）」
が「ノーベル平和賞」を受賞

「日本再復興戦略」改訂2014（平成26年6月24日閣議決定）に「『女性
が輝く社会』の実現が掲げられる。

西諸定住自立圏連携事業の一環として男女共同参画事業（講演会）を実
施

平成25年度「宮崎県男女共同参画の現状と施策」（報告書）の作成

2015（H27） 国連「北京＋20」記念会合（第59回国連婦人の地位委員会（ニューヨー
ク））

第3回国連防災世界会議（仙台）「仙台防災枠組」採択

「女性活躍加速のための重点方針2015」策定

「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」公布

「第4次男女共同参画基本計画」閣議決定

西諸定住自立圏連携事業の一環として男女共同参画事業（講演会）を実
施
平成27年度「男女共同参画社会づくりのための県民意識調査」実施
「みやざき女性の活躍推進会議」設立
「宮崎県特定事業主行動計画（第3期）」策定

2016（H28） 「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」完全施行
「女性活躍加速のための重点方針2016」策定
「女性の活躍推進のための開発戦略」策定
「育児・介護休業法」改正（平成２９年度施行）
「男女雇用機会均等法」改正（平成２９年施行）
「ストーカー規正法」改正（平成２９年度施行）

西諸定住自立圏連携事業の一環として男女共同参画事業（講演会）を実
施
平成27年度「男女共同参画社会づくりのための県民意識調査」結果公表
「宮崎県特定事業主行動計画（第3期）」策定
性暴力被害者支援センター「さぽーとねっと宮崎」設置
男女共同参画に係る所管課が市民協働課から市民課へ変更
女性活躍推進法に基づく「特定事業主行動計画」策定

2017（H29） 「第３次みやざき男女共同参画プラン」の策定
女性活躍推進大会（講演会）を開催

2018 (H30) 「小林市男女共同参画基本計画に関するアンケート調査」実施
男女共同参画推進大会（講演会）の開催

2019 (H31) 「第2次小林市男女共同参画基本計画改訂版」の策定
男女共同参画講演会の開催
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用語解説

女性活躍推進法
女性の職業生活における活躍を推進し、豊かで活力ある社会の実現を図るためには、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もう
とする女性の個性と能力が十分に発揮されることが一層重要であることから平成２８年に施行された法律。

性別役割分担意識
一般的に「男は仕事、女は家庭」というように、男性と女性ははじめからその役割が異なり、それぞれにあった生き方がきまっている
という考えのことです。

ステップファミリー

配偶者の少なくとも一方の結婚前の子どもと一緒に生活する家族形態のことで、継（まま）家族、ブレンド家族（ブレンディッド・フ
ァミリー）ともいいます。一般的には、離別や死別後、子連れで再婚した結果形成される家族のことで、血縁関係にない親子関係が１
組以上含まれることを指します。生物学的な親ではないため、対象者より年上とは限りません。男性の義親のことを義父（ぎふ）とい
い、女性の義親のことを義母（ぎぼ）といいます。

エンパワーメント 力をつけること。自ら意識と能力を高め、政治的、経済的、社会的及び文化的に力を持った存在になることをさします。

ジェンダー 社会的・文化的に形成された性別のことをいいます。生物学的な性別であるセックスとは区別して用います。

ライフステージ 人生の一生を少年期、青年期、壮年期、老年期などに区切った、それぞれの段階のことをいいます。

家庭教育学級
本来家庭が果たすべき役割を見つめ直す機会になるように、保護者自身が親の役割や子どもの心の理解など家庭での教育について、講
師の話や話し合いを通して考え、深めていく学習の場のことです。

しあわせ学園
市内に在住する40歳以上の方を対象に、生涯にわたり夢と希望をもって、豊かな生活を送ることをめざして、幅広い分野と専門的な内
容を総合的に学習します。

セクシャル・ハラスメント
性的嫌がらせ。他の者に対して、その意に反した言動を行うことにより、当該者の生活環境を害して不快な思いをさせること。性的な
言動を受けた者の対応により当該者に不利益を与えること。

ドメスティック・バイオレンス
Domestic violence=ＤＶ。配偶者や恋人など親密な関係にある、またはあった人からふるわれる身体的、性的、心理的な暴力をさしま
す。

メディア・リテラシー Media literacy=ＭＬ。メディアの仕組みや伝達される内容などを読み取る能力のことです。

シェルター 避難場所。暴力から逃れ、駆け込んでくる被害者のための緊急避難所として一時的に安全な場所として提供される場所のことです。
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男女雇用機会均等法

正式には「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律」といい、女子差別撤廃条約を批准するため昭和60年
（1985年）に制定されました。平成11年（1999年）４月から、差別禁止規定、職場でのセクシュアル・ハラスメント防止が盛り込
まれた一部改正法が施行されました。さらに、平成18年（2006年）６月の一部改正法の施行により、差別禁止の範囲が拡大され、妊
娠出産などを理由とした不利益な取り扱いが禁止となりました。

メディカルソーシャルワーカー Medical social worker=ＭＳＷ。医療社会福祉事業に携わる人のことをいいます。

リプロダクティブ・ヘルス/ライ
ツ

Reproductive health/rights。生と生殖に関する健康と権利のことで、女性が妊娠・出産などを主体的に選択する権利をさします。
また、その権利を尊重することが人口抑制につながるという考え方のことです。これは平成６年（1994年）の国際人口開発会議で提
唱されました。

性的少数者（LGBT等）

性別違和（「体の性」と「こころの性」が一致しない状態）の人や恋愛感情などの性的な意識が同姓や両性に向かう人（同性愛、両性
愛）、身体的な性別が不明瞭な人などのことをいいます。性的少数者の方々の中には、日常生活で様々な精神的苦痛や孤立感をはじめ
とした、生きづらさを感じている方もいます。
LGBTの説明
L（レズビアン）…女性の同性愛者
G（ゲイ）…男性の同性愛者
B（バイセクシュアル）…両性愛者
T（トランスジェンダー）…生まれたときの法的・社会的性別とは違う性別で生きる人、生きたいと望む人

育児・介護休業法

「育児休業、介護休業等育児または家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」をいいます。家族的責任を担う男女労働者に対する仕
事と家庭の両立支援策を充実させるため、平成３年（1991年）に「育児休業に関する法律」が成立、その後平成７年（1995年）に
一部改正され、介護休業制度が導入されました。全面的な休業制度の他、勤務時間短縮等の措置を事業主に義務付けられる規定が設け
られています。平成14年（2002年）４月からは、改正育児・介護休業法が施行されています。平成17年（2005年）４月の一部改
正により、育児・介護休業の対象労働者が拡大され、育児休業期間の延長、介護休業の複数回取得、子の看病休暇の取得ができるよう
になりました。

ポジティブ・アクション Positive action。積極的差別是正策のことで、社会的差別、特に男女差別を是正するための方針をいいます。

ワークシェアリング
Work sharing。雇用の確保を図るために、労働時間の短縮や均等化、残業の削減などによって、総量の決まった仕事をより多くの人で
分け合うことです。

在宅就労
自宅に居ながら会社の仕事を行う勤務形態。自宅にパソコンなどの端末装置を設置し、勤務先のホストコンピューターと接続して情報
の送受を行うなどの方式を利用することが多い。

家族経営協定
農家等の家族内において、経営方針の決定、役割分担（農業生産、家庭生活）、就業環境（休日、労働報酬など）、経営移譲などを文
書により取り決めたもののことです。
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６次産業化
農林水産物の生産だけにとどまらず、それを原材料とした加工食品の製造・販売や観光農園のような地域資源を生かしたサービスなど、
第二次産業や第三次産業にまで踏み込むこと。

認定農業者 農業経営基盤強化促進法に基づく農業経営改善計画の市町村の認定を受けた農業経営者のこと。担い手農業者とも呼ばれる。

ワーク・ライフ・バランス（仕事と
生活の調和）

ワーク（仕事）とライフ（仕事以外の生活）を調和させ、性別・年齢を問わず、誰もが働きやすい仕組みをつくること。

特定事業主行動計画

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）より、働く場面で活躍したいという希望を持つすべての女性が、
その個性と能力を十分に発揮できる社会を実現するために、女性の活躍推進に向けた数値目標を盛り込んだ行動計画の策定・公表や、
女性の職業選択に資する情報の公表が事業主（国や地方公共団体、３０１人以上の民間企業等）に義務付けられました。その中で、国
や地方公共団体の機関については特定事業主として、採用する職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、
管理的地位にある職員に占める女性職員の割合などの数値を用いて達成しようとする目標と取組みの内容、実施時期を示し、計画を実
行することとされています。

ファミリー・サポート・センター サービスを提供したいものと受けたい者が会員になり、保育所への送迎や保育時間外の保育などを有償で行う相互援助組織。

フレンドシップ 市民と在住外国人との交流事業。
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第２次小林市男女共同参画基本計画実施状況報告書
－平成３０年度事業実績－

※この報告書に対するご意見をお寄せください。

編 集 小林市 市民課 人権グループ

〒886-8501 小林市細野300番地
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E-mail k_jinken@city.kobayashi.lg.jp
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